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はしがき 

 
本報告書は、平成 22 年 11 月 3 日に、日本国際協力財団の後援を得て、日本国際問題研究所が、

霞ヶ関ビル・プラザホールを会場として開催した公開シンポジウム「中東における紛争と平和構

築：パレスチナ・イスラエル・イラク」における講演と討論を記録したものです。 

 

中東地域は、長い歴史と優れた文化的伝統を持ち、多様な人々が暮らす豊かな地域であり、また、

エネルギーの主要な供給地として世界の安定に極めて重要な地域であります。しかし、不幸なこ

とに、現在の中東は、多くの紛争を抱える地域でもあります。中東における紛争は、どのような

実態と背景を持ち、紛争を解決して平和を築くためにどのような方策が考えられるのでしょうか。 

 

このシンポジウムでは、未だ打開の糸口が見えないパレスチナ－イスラエル紛争、緊張の続くイ

ラク情勢、および、中東地域全般における紛争解決と平和構築という三つのテーマのパネルを設

け、これらの問題に長年取り組んできた日本の指導的研究者と、当該地域に出自を持ち、当事者

として問題の解決に努めてきた海外からの指導的研究者による講演を行いました。そして、それ

らの講演に、中東地域の問題解決にこれから取り組んでいく若手研究者がコメントを加え、フロ

アーを交えた討論を行いました。中東の現状を取り巻く様々な問題に関して、中東各国と日本の

指導的・若手研究者の間で一般聴衆も交えた活発な議論が行われたことは、中東諸国と日本の関

係強化に貢献しただけでなく、日本における中東認識を深めることにも寄与いたしました。 

 

今年 1 月以来、中東アラブ諸国において、大規模な民衆運動による体制変動が続いておりますが、

本シンポジウムで行われた講演と議論の内容は、そうした中東情勢の急展開を理解する上でも重

要な知見を提供するものであったと言えます。 

 

なお、ここに表明されている見解は全て発言者個人のものであり、当研究所の意見を代表するも

のではありません。 

 

最後に、本シンポジウムに積極的に参加され、非常に意義ある講演・コメントを述べていただい

た講演者・討論者各位と、シンポジウムの開催にご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚

なる謝意を表します。 

平成 23 年 3 月 

財団法人 日本国際問題研究所 

理事長 野上 義二 
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公開シンポジウム・プログラム 

~中東における紛争と平和構築：パレスチナ・イスラエル・イラク~ 

主催：日本国際問題研究所（JIIA） 後援：日本国際協力財団 

2010 年 11 月 3 日（水） 於：霞ヶ関ビル 1 階プラザホール 

 

プログラム 
10:15－10:30 
開会挨拶 野上 義二 日本国際問題研究所理事長 
 
10:30－12:30 
第１パネル パレスチナ・イスラエル紛争に対する双⽅の現状認識と解決に向けた取り組み 
 
司   会 池田 明史 東洋英和女学院大学副学長 
 
講 演 者  シュロモ・ブロム イスラエル国家安全保障研究所(INSS)上級研究員 
  オマル・ダジャーニー パシフィック大学教授 
パネリスト アッサフ・ダビデ  
  ヘブライ大学トルーマン平和推進研究所研究員ポスト・ドクター研究員 

アムジャド・アル＝ダジャーニー キングス・カレッジ博士後期課程 
江﨑 智絵 中東調査会研究員 

 
14:00－16:00 
第２パネル イラクの宗派・⺠族対⽴の現状と解決 
 
司   会 酒井 啓子 東京外国語大学教授 
 
講 演 者 ファーリフ・アブドゥルジャッバール ベイルート・イラク研究所所長 
  レイダ・フィセール ノルウェー国際問題研究所研究員 
パネリスト ナビール・アル＝ティクリーティー メリー・ワシントン大学准教授 

  山尾 大 九州大学専任講師 
 
16:00－16:30  休憩 
 
16:30－18:00 
第３パネル 総括討論：中東における平和構築に向けて 
 
司   会 立山 良司 防衛大学校教授 
 
講 演 者 ハサン・アル＝モーマニー  
  ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長 
  エマード・ガード  
  アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS） 
パネリスト 酒井 啓子 東京外国語大学教授 
  池田 明史 東洋英和女学院大学副学長 
 
18:00－18:30 
閉会挨拶 野上 義二 日本国際問題研究所理事長 
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サマリー 
⽇本国際問題研究所主催 ⽇本国際協⼒財団後援 

              公開シンポジウム 

中東における紛争と平和構築：パレスチナ・イスラエル・イラク 

 

このシンポジウムは、打開の糸口が見えないパレスチナ－イスラエル紛争、緊張の続くイラク情

勢、および、中東地域全般における紛争解決と平和構築という三つのテーマを議論したものであ

る。テーマごとにパネルを設け、これらの問題に長年取り組んできた日本の指導的研究者と、当

該地域に出自を持ち、当事者として問題の解決に努めてきた海外からの指導的研究者による講演

を行った。そして、指導的研究者の講演に対して、国内外の若手研究者がコメントを加え、フロ

アからの質問を交えて討論を行った。以下、各パネルにおける講演の要旨を中心に、本シンポジ

ウムの概要をまとめる。 

 

各パネルの司会・講演者・コメンテーター 

開会の挨拶 

野上義⼆ 

日本国際問題研究所理事長 
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第 1 パネル： 

パレスチナ・イスラエル紛争に対する双⽅の現状認識と解決に向けた取り組み 
 

このシンポジウムは、打開の糸口が見えないパレスチナ－イスラエル紛争、緊張の続くイラク情

勢、および、中東地域全般における紛争解決と平和構築という三つのテーマを議論したものであ

る。テーマごとにパネルを設け、これらの問題に長年取り組んできた日本の指導的研究者と、当

該地域に出自を持ち、当事者として問題の解決に努めてきた海外からの指導的研究者による講演

を行った。そして、指導的研究者の講演に対して、国内外の若手研究者がコメントを加え、フロ

アからの質問を交えて討論を行った。以下、各パネルにおける講演の要旨を中心に、本シンポジ

ウムの概要をまとめる。 

 

 司 会： 池田明史 （東洋英和女学院大学教授・副学長） 

 講演者： ショロモ・ブロム Shlomo Brom  

   （イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員･ 

   イスラエル国防軍退役准将） 

   オマル・ダジャーニーOmar Dajani （パシフィック大学教授） 

 コメンテーター：アッサフ・ダビデ Assaf David  

   （ヘブライ大学トルーマン平和推進研究所研究） 

   アムジャド・ダジャーニーAmjad al-Dajani  

   （ロンドン・キングス・カレッジ博士後期課程） 

   江﨑智絵 （中東調査会研究員） 

 

第 2 パネル： 

イラクの宗派・⺠族対⽴の現状と解決 

 

 司 会： 酒井啓子 （東京外国語大学教授） 

 講演者： ファーリフ・アブドゥルジャッバール Faleh Abduljabar  

   （ベイルート・イラク研究所所長）   

   酒井啓子 （東京外国語大学教授） 

 コメンテーター：ナビール・ティクリーティー Nabil al-Tikriti 

   （メリー・ワシントン大学准教授） 

   山尾大 （九州大学専任講師） 

    



3 

第 3 パネル： 

総括討論：中東における平和構築に向けて 

 

 司 会： 立山良司 （防衛大学校教授） 

 講演者： ハサン・ムーマニーHasan AlMomani  

   （ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長）  

   イマード・ガード・バドラス・バドルース 

   Emad Gad Badras Badrous 

   （アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS）研究員・ 

   イスラエル研究プロジェクト長） 

 コメンテーター：池田明史 （東洋英和女学院大学教授；副学長） 

   酒井啓子 （東京外国語大学教授） 
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第１パネル 

パレスチナ・イスラエル紛争に対する双⽅の現状認識と解決に向けた取り組み 

 

このパネルでは、パレスチナ－イスラエル紛争を取り上げ、池田明史氏（東洋英和女学院大学教

授･副学長）の司会の下、イスラエル、パレスチナ双方の研究者が、それぞれの立場から、紛争の

現状と解決に向けた見通しについて講演を行った。 

 

第 1 講演 
ショロモ・ブロム 

（イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員･イスラエル国防軍退役准将） 

 

ブロム氏は、世論調査に見られる矛盾を通して、和平の現状と展望を論じた。その矛盾とは、イ

スラエル、パレスチナのどちらで世論調査を行っても、イスラエルとパレスチナがそれぞれ独立

国家として相互に承認し、平和的共存を以て紛争を解決の目指す「二国家解決」に高い支持を示

す一方で、その実現可能性に対しては悲観的な見方が強いという矛盾である。 

ブロム氏によれば、この相反する世論の背景には、オスロ合意の和平プロセスの頓挫と第二次イ

ンティファーダの勃発という現実があるという。イスラエル側からこの現実を見ると、イスラエ

ルは占領の終了に向けた道筋を示し、紛争解決に向けて取り組みを始めたにも関わらず、パレス

チナ側がそれに充分な反応を示さず、インティファーダという流血によって交渉を裏切ったとい

うことになる。逆に、パレスチナ側の見方は、イスラエルには、そもそも占領を終える意志はな

く、表面的に占領軍の撤退を喧伝しつつ、他の手段で巧妙に占領を続けようと企んでいるという

ものである。したがって、インティファーダは、過剰な武力行使を続けるイスラエルに対する、

やむを得ざる抵抗と捉えられるのである。すなわち、双方の市民は、深い相互不信に陥り、和平

の頓挫を相手の責任に転嫁し合っているのである。 

こうした相互不信に加えて、双方の内部における政治情勢も和平の進展を阻む大きな要因となっ

ている。イスラエル側の問題は、多くの小規模政党が乱立し、どの政党も過半数を握れないこと

である。政府は必ず連立政権となり、政権内部に様々に異なる意見を抱え込むことになる。首相

は連立の維持に大きな努力を注がなければならず、パレスチナとの和平達成に充分な力を割くこ

とができない。自らの政治生命を失敗の危険のある和平交渉にかけることはできず、成功が確実

でなければ和平に取り組むことはできないのである。 

パレスチナ内部の政治状況も同様である。政権内部が細分化しているだけでなく、地理的にも、

ファタハが支配する西岸とハマースが統治するガザに分裂してしまっている。イスラエルに対す

る姿勢も一致しておらず、ハマースが承認を拒否するのに対して、ファタハは「二国家解決」を

支持している。イスラエルから見ると、ハマースは強力な政権ではあるが和平を望んでいるとは
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見なせない。ファタハは、和平交渉を望んでいるが、合意を実施する能力を持っているかは疑わ

しい。常に、ハマースの出方とパレスチナ内部の批判的世論の顔色をうかがわなければならない

からである。 

こうした状況を打開し、和平を進めるためには、より包括的なプロセスを形成することが必要で

ある。それは、最終地位協定に向けた交渉を行うと同時に、現状を変えていくプロセスでなけれ

ばならない。現状を変えるためには、イスラエル側が支配権と統治の責任をさらに西岸のファイ

ヤード政権に譲渡し、西岸の政府が進めているパレスチナ国家の建設を後押ししなければならな

い。さらには、中東地域全体の環境を変える必要もある。和平に批判的なイランやシリアの影響

を抑え、場合によっては、シリアとイスラエルの交渉を再開することも必要であろう。 

 

第 2 講演 
オマル･ダジャーニー（パシフィック大学教授） 

 

オマル･ダジャーニー氏は、イスラエルのブロム氏が行った第 1 報告に対して、西岸のパレスチ

ナ自治政府の立場からパレスチナ－イスラエル紛争の現状と展望を論じた。オマル氏は、安全保

障こそが、紛争の中核的な問題であると指摘する。イスラエルとパレスチナは、安全保障が交渉

の要であるという点で一致している。しかし、安全保障の定義については一致していない。つま

り、誰のための、そして、何のための安全保障かという点で一致を見ていないのである。 

イスラエルにとっての安全保障は、テロリストが国境を越えて侵入し、市民を攻撃するのをいか

に防ぐかということであり、また、国境の外からのロケット攻撃をいかに防ぐかということであ

る。また、比較的可能性は低いものの、周辺国の軍による攻撃を防ぐことも安全保障とみなされ

る。 

一方、パレスチナ側にとっての安全保障とは、主権と領土の保全である。イスラエルの経済的な

締め付けから生活を守り、エルサレムへのアクセスを確保し、空港･国境など外部との通路を自分

たちの主権の下に置くことも、安全保障上の重要な問題とみなされる。しかし、空港や港湾をイ

スラエルが管理し続けている現実があり、外部からの侵入を防ぐイスラエル側の安全保障の論理

によって、通常の交通が阻害されるという懸念が存在するのである。さらに、イスラエルの民兵

によって攻撃や嫌がらせを受けるのではないかという不安もある。この不安は、イスラエル軍の

保護の下で、民兵が入植地を増やし、パレスチナの領土を奪っていくことに対する不安につなが

っていく。 

こうした現状を打開し、和平を有効に進めるためには、イスラエル、パレスチナ双方の安全保障

に対する懸念を払拭し、脅威認識を低めていかなければならない。しかし、それを阻む大きな問

題がある。それは、たとえ和平が成立しても、中東地域の周辺諸国はイスラエルに敵対心を抱き

続けるという、イスラエルの非合理とも言える思い込みである。実際、イスラエルの安全保障担
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当者の間では、和平は安全保障につながらないという認識が有力である。そして、イスラエルは、

国際機関や同盟国は、危機の際に信頼できないとも考えている。そのため、イスラエルは、自国

の安全を確保するために、自国の軍が、ヨルダン渓谷や周辺地域全域を管理することが重要だと

考えているのである。 

イスラエルがこの考えに基づいて、ロケット攻撃やテロ攻撃を防ぐために、ヨルダン渓谷や西岸

に軍隊を展開すると、短期的にはイスラエルの脅威認識は下がる。しかし、パレスチナの領土や

主権を侵害することになり、パレスチナの脅威認識を上げてしまう。つまり、安全を確保しよう

とイスラエルがこれまで採ってきた方策では、イスラエルの脅威認識を下げることが、パレスチ

ナの脅威認識を上げることにつながり、和平の達成にとって有効ではないのである。 

したがって、恒久的な和平を達成し、パレスチナ、イスラエル双方の安全を保障するためには、

異なる方策を採らなければならない。それは、4 本の柱によって構成される。1 本目の柱は、中

東地域全体の安全保障機構を作ることである。アラブ諸国の和平案（アラブ･イニシアティブ）は、

イスラエルが全ての占領地から撤退するのと引き替えに、アラブ諸国は敵対行動を止めてイスラ

エルと和平を結ぶというものである。この和平協定を糸口に、アメリカやトルコも含めて、ミサ

イル防衛網・早期警戒網といった安全保障のインフラを整備し、軍縮交渉や情報の共有を図って

いけば、中東地域全体の安全を保障することができる。こうした地域的安全保障の枠組みは、イ

スラエルが単独の軍事力でヨルダン渓谷を管理するといった方策よりも、より強固にイスラエル

の安全を保障することができる。 

2 本目の柱は、多国籍軍がパレスチナで活動することで、イスラエルに対するテロ･ロケット攻撃

を防ぐことである。これまで、こうした試みが成功しなかったのは、明確な枠組みと、パレスチ

ナ、イスラエル双方の合意が無かったためである。したがって、多国籍軍によって、恒久的な和

平と双方の安全を保障するためには、合意に基づく明確な枠組みがなければならない。 

そして、3 本目の柱は、ハマースとヒズブッラーという、イスラエルに敵対する非国家主体を、

パレスチナやアラブ諸国の安全保障と政治制度の中に組み込んでいくことである。これによって、

イスラエルは、非国家主体への対応をアラブ諸国とパレスチナ自治政府に任せて、政府や国家と

の交渉に努力を集中することができる。 

これら 3 本の柱の全てを支えるのが、4 本目の柱、すなわち、パレスチナの占領地からイスラエ

ルが完全に撤退することである。それによって、恒久的、かつ、効果的に、イスラエル、パレス

チナ双方の安全を保障することができるのである。 

 

コメント･討論 

 

以上二つの講演に対して、イスラエル、パレスチナ、日本の若手研究者が、それぞれコメントを

加え、その後、フロアも交えて討論が行われた。イスラエルの若手研究者、アッサフ･ダビデ氏（ヘ
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ブライ大学トルーマン平和推進研究所研究員）は、非国家ファクターを和平に取り込むことには

賛成しつつ、その影響を予測することの難しさを指摘した。また、イスラエルとパレスチナ・ア

ラブ諸国の脅威認識が相互に反比例の関係にあるのは、イスラエルの方策の問題よりも、「イスラ

エルにとって良いことは、アラブにとって悪いこと」というアラブ側の思い込みが大きな原因な

のではないかという疑問を表明した。 

 続いて、パレスチナ側の若手研究者、アムジャド・ダジャーニー氏（ロンドン・キングス・カ

レッジ博士後期課程） は、パレスチナ市民のイスラエルに対する不信感を強めているのは、イス

ラエルの不正な占領施策にあるとコメントした。イスラエルは、西岸に多くの入植地を築いてパ

レスチナ自治政府の統治地域を細分化し、西岸の道路の各所に検問所を設けて交通を阻害してい

る。そして、アムジャド氏によれば、イスラエルは、安全保障を口実にパレスチナ人の土地を強

制挑発し、そこに検問所を作った上で、一定期間が経過すると、検問所の土地をユダヤ人入植者

に国有地として分与することで入植地を増やしているという。また、ハマースとファタハの対立

が解決できない背景には、圧倒的な軍事力と影響力を持つアメリカとイスラエルが、この問題に

無関心であることがあると述べた。 

 最後にコメントした江﨑智絵氏（中東調査会研究員）は、まず、ブロム氏に対して、アメリカ

が和平の直接交渉再開に向けて仲介を行う上で、ファイヤード首相による国家建設努力をどれほ

ど念頭においていたのかということと、和平に向けた第 3 者の仲介の有効性について質問した。

他方、オマル氏に対しては、非国家主体を和平に組み入れていく具体的な方法について質問をし

た。 

 以上の若手研究者からのコメント･質問に対する講演者の回答を皮切りに、講演者、コメンテー

ター、フロアからの質問者の間で、和平の実現のために考えられる様々な方法、アル＝カーイダ

などの過激なイスラーム主義勢力の影響、周辺諸国やアメリカの仲介の努力、日本の貢献などに

ついて議論が行われた。 
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第 2 パネル： 

イラクの宗派・⺠族対⽴の現状と解決 

 

このパネルは、酒井啓子氏（東京外国語大学教授）の司会で、緊張の続くイラクの現状とその背

景、解決に向けた展望を論じた。宗派や民族の対立として語られているイラク内部の諸勢力の対

立は、どのような実態と背景を持ち、対立を越えて安定した社会を構築するためには、どのよう

な方法が考えられるかというのが、このパネルのテーマであった。 

 

第 1 講演 
ファーリフ・アブドゥルジャッバール 

（ベイルート・イラク研究所所長） 

 

ファーリフ氏は、イラクという近代国民国家の形成過程から話を始めた。全ての国家は、自然に

発生したものではなく、特定の時代･地域に人間が作り出し、また、作り直すものであるというこ

とが議論の前提となる。したがって、国家は、言語や民族とアプリオリにイコールの関係にある

のではない。様々な要素が合わさって、多様な形態の国家が形成されてきた。その中で、産業化

した近現代に成立した国民国家は、以下の三つを基本的な要素とする。一つは、国家の領土とな

る各地域を物質的につなぐネットワーク、すなわち、鉄道、電信網、放送、インターネットとい

ったネットワーク・インフラである。二つ目は、言語や教育制度、歌、文学といった文化的コミ

ュニケーション・システムであり、三つ目は、それらをまとめる政治体制･政治組織である。 

イラクは、第 1 次大戦後に形成された新しい国民国家である。現在のイラクの領土は、それまで

は、オスマン朝の属州であった。第 1 次世界大戦中、英国はオスマン朝からその属州を奪い、1921

年にファイサル 1 世を君主とすることで、イラクという国家を作ったのである。そのため、イラ

クは、建国当時、中央集権的な政治体制だけがあり、各地をつなぐ物質的ネットワークや国民と

しての一体感を醸成する文化的コミュニケーション･システムに欠けていた。 

住民も様々で、クルド人とトルコマン人は、イラクという国家の建設に反対した。このような状

況の中で物質的ネットワークと文化的コミュニケーションを作り上げ、イラクというナショナル･

アイデンティティの形成に主要な役割を果たしたのは、アラブ人であった。アラブ人は、宗派的

にはシーア派とスンナ派に分かれていたが、1920 年にバグダードで同盟し、英国の占領に抵抗し

た。イラクのナショナリズムの起源はここにある。イラクの国民創出は、いわば、事後対応型の

ナショナリズムと言えよう。英国の植民地主義がオスマン朝の属州を国家に組み替え、その植民

地主義への抵抗が国民を作ったのである。 

君主となったファイサル 1 世も、イラクのナショナリズムを促進・奨励した。その政策は、開放

的なもので、農業国として成立したイラクの富の源泉である土地を、各部族の族長を通して、様々
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な社会集団に分配した。こうして形成された土地所有者の宗派･民族分布は、イラク社会全体の宗

派･民族の人口比に沿っていた。この土地所有者層が君主制の支持基盤であり、議会に代表を送る

母体であった。君主制の下で、全ての宗派･民族に、経済参加･政治参加･文化的自治が保障されて

いたのである。1940 年に君主制は終わるが、君主制の後期がイラクの歴史の中で最良の時期であ

ったと言えよう。宗派的･民族的な利害よりも、国民全体の利益が優先され、宗派･民族政党も存

在したが、大きな支持は集められなかった。 

リベラルで開放的な君主制は、軍事独裁政権によって打倒された。そして、独裁政権は、様々な

農地改革を行ったものの、農業経済の運営に失敗し、工業化も達成できなかった。そのため、国

家と経済の石油依存が始まり、政府が石油資産を支配することで、経済と社会を支配するように

なったのである。国民が政府に税金を払い、政府の責任を問うのではなく、政府が様々な集団に

石油収入を分配することで、忠誠心を買い上げたのである。政治体制が軍事独裁政権であったた

め、経済資産も一握りの軍人に支配され、市場経済は存在しなくなった。文化面でも政府の見解

が押しつけられ、自由な活動は行えなくなった。 

独裁政権が一部の人々に恣意的に資産を分配したことで、イラクの社会は細分化し、亀裂を深め

ていった。サッダーム･フセインの独裁政権の下で、経済格差や地域格差が民族･宗派の違いと結

びつき、政治的な対立軸が、共産主義などのイデオロギー的なものから、宗派や民族といったア

イデンティティ的なものへと変化していった。1991 年の湾岸戦争は、こうした時期に起こった。

アメリカの脅威に対抗するために、サッダームは、部族を再興しようとして資金を分配した。一

方で、宗教勢力は、民衆の支持を得て力を付けていった。 

そして、2003 年にフセイン政権が倒れた際、資金を政府に依存していた部族の力は弱まり、民衆

から資金を得ていた宗教勢力がさらに力を増したのである。こうして、政治の宗派化が進行した。

もちろん、宗派勢力の内部にも、様々な要素とイデオロギーが混在し一枚岩ではない。また、そ

の抗争も、宗教的な理念の実現というより、世界中の争いがそうであるように、経済的な利権を

求めて戦われた。2003 年から 2005 年の間に、宗派主義政治勢力が大きな力を持ち、宗派対立が

激化したことには、以上のような歴史的経緯をへて、宗派集団の政治化、あるいは、政治の宗派

化が進行したことに起因するのである。 

 

第 2 講演 
酒井啓子（東京外国語大学教授） 

 

イラクの宗派集団･宗派政治の歴史性を論じたファーリフ氏の講演を受けて、第 2 講演者の酒井

氏は、個々の宗派主義的集団が、それぞれ自然発生的に自存するのではなく、特定の政治･社会状

況の下で、相互に連関して形成されたことを指摘しつつ、欧米諸国や日本において、イラクの宗

派主義が地理的な概念と混同されて議論されていることの問題性を指摘した。すなわち、北部を
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クルド人地区、中部・西部をスンナ派地域、南部をシーア派地域と、地域と宗派･民族を結びつけ

た言い方をすることによって、各地域が宗派･民族的な要因でまとまっていると見なすことは、短

絡的であるということである。 

2010 年 3 月の選挙の結果を見ると、イラク国民同盟と法治国家連合のシーア派二大政党連合が、

南部で多くの議席を獲得し、宗派横断的な政党連合であるイラーキーヤは、中部・北部で議席獲

得が多くなっている。この結果を捉えて、メディアなどは、イラク国民同盟と法治国家同盟はシ

ーア派であるから南部を票田にし、イラーキーヤは実質的にスンナ派を代表しているので、中部・

北部で議席を獲得していると言う。 

こうした説明に対して、酒井氏は、確かに南部においては、ある程度、シーア派の動員ネットワ

ークと地域性が合致した投票行動が見られると言えるかもしれないが、中部・北部では、スンナ

派という宗派意識に基づいた投票行動は見られないと述べた。中部・北部では、県ごとに政党に

対する支持傾向は相当に違っているという。 

2003 年以降のスンナ派地域における政治行動を追跡すると、次の 3 段階の変化が見られる。最

初の段階は、2003 年から 2005 年 1 月までのスンナ派が政治参加をボイコットしていた時期であ

る。2005 年 1 月の第 1 回国政選挙を、スンナ派の政治家や政党はボイコットした。そのため、

この段階では、スンナ派を代表するような主張は強く見られなかったのである。 

それが、2005 年中に第 2 段階に入り、同年 12 月の選挙に、初めてスンナ派政党が参加した。こ

こで中心となったイラク・イスラーム党は、スンナ派の代表であることを強く打ち出して議席の

獲得に乗り出した。しかし、このイラク・イスラーム党は、南部でシーア派の政党が獲得したほ

どの票数を獲得することができなかった。イラク・イスラーム党は、スンナ派地域全体を統合す

るような支持を得られなかったのである。逆に、スンナ派地域の地域的要望を実現することがで

きない政党であるとの非難を受けることになった。 

やがて、2008 年頃から第 3 段階に入り、北部のニネベ県や西部のアンバール県で地域政党が台

頭した。その結果、スンナ派としての宗派的まとまりと、それに則った行動を主張するイラク・

イスラーム党よりも、各県に地盤を持つ地域政党が支持を集めるという状況が生じたのである。 

以上の変化を踏まえて、2010 年 3 月の選挙において、中部・北部のスンナ派地域で議席を獲得

したイラーキーヤの候補者を見ていくと、様々な主張や支持基盤を持つ人々が混在していること

が判る。確かに、スンナ派の宗派的利害を代表する政治家として中央政界で活躍している人物を

擁立したことも、イラーキーヤがスンナ派地域全域で多くの議席を獲得した要因の一つと考えら

れる。しかし、ここで注目すべきは、先述の第 3 段階で台頭した地域政党や地元に密着した政治

家を取り込んだことが多くの票を獲得した原因と考えられることである。 

興味深いことに、イラーキーヤの支持基盤は、北部のニネベ県・アンバール県と、東部のサラー

フッディーン県・ディヤーラ県とでかなり違っている。端的に言うと、ニネベ県とアンバール県

では、部族的なバックグラウンドを持つ人々や、弁護士や医師として地元で声望を集めてきた人々、
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そして、地元の地域政党を指導してきた人々が当選している。一方、同じスンナ派地域に括られ

るディヤーラ県とサラーフッディーン県においては、地域政党は非常に弱小で、部族的なネット

ワークを活用して選挙を戦った候補者も見られない。イラーキーヤはスンナ派を中心に得票した

と一般に言われるものの、その集票基盤は、県ごとに大きく異なっているのである。したがって、

イラーキーヤが多くの議席を獲得した中部・北部の 5 県をとりまとめて、これらの県が「スンナ

派地域だから」ということでイラーキーヤが勝ったと言うことはできないのである。 

ファーリフ氏が述べたような、ある特定の地域が経済的、社会的、政治的な阻害を受け、そのこ

とで、地域性と宗派性が結合するという傾向は、シーア派において顕著に見られる。しかし、ス

ンナ派については、そうした傾向は見られない。スンナ派地域の中には、部族を重視する地域も

あれば、かつてのバアス党の伝統を持つ地域もある。イラクの現在の政治を理解するためには、

大雑把に宗派で分けて対立を見るよりも、それぞれの県、それぞれの地域が抱える政治的・社会

的な状況の上に政治的な方向性が定まってきていることを緻密に見ていくことが必要なのである。 

 

コメント･討論 

 

このパネルのコメンテーターは、ナビール・ティクリーティー氏（メリー・ワシントン大学准教

授）と山尾大氏（九州大学専任講師）の二人であった。最初にコメントを行ったナビール氏は、

オスマン朝治下のイラクに関する歴史学研究の観点から、オスマン朝時代のイラクは、北部のモ

スル、中部のバグダード、南部のバスラという 3 州に分けられていたが、民族・宗派の居住分布

に基づく区分ではなかったことを指摘した。現在のイラクという国家は、上記の 3 州を基に英国

が人為的に作った国家であり、クルドとスンナ、シーアという 3 民族が、北部のクルド人地区、

中部のスンナ地域、南部のシーア地域というように、国内を分断しているという言説は、2003

年以降、アメリカが知的怠慢から作り出した誤った認識である。実際の民族・宗派分布は複雑で、

複数の民族・宗派が同一地域で共存してきた。内部の対立は存在したが、民族・宗派対立は 2003

年以前には見られなかった。アメリカの侵略以前の対立は、政権与党であったバアス党に対する

態度の違いによる分断、あるいは、アラブ民族主義、イラク民族主義、共産主義といったイデオ

ロギーの違いによる分断に起因していたのである。 

また、日本に期待する役割に関しては、トルコとの連携によって、イラクの安定化に貢献するこ

とが効果的であると語った。トルコは、近年、イラクやシリアへの関与を急速に強めている。日

本は、トルコの建設的な関与を援助することを通して、チグリス・ユーフラテス川の水資源を流

域諸国（トルコ、シリア、イラク）で共同管理する取り組みや、安定と平和を構築することに大

きく貢献することができると述べた。 

続いてコメントを行った山尾氏は、2005 年の選挙で宗派対立が発生したのはなぜかということと、

その宗派対立がレバノンのような宗派体制として制度的に固定されなかったことの原因について



12 

述べた。まず、宗派対立発生の要因として、2005 年の選挙においては、どの勢力も宗派的なネッ

トワーク以外に有権者の支持を集める手段を持っていなかったことを指摘した。シーア派政党は、

フセイン政権時代に海外に亡命していたため、国内に充分な支持基盤を持たず、宗派的なネット

ワークに依存せざるを得なかった。国内に残り、フセイン政権によって政治活動を抑圧されてき

た勢力は、組織的な政治動員の経験がなく、やはり、宗派的ネットワークに依存することになっ

た。こうした事情から、宗派的な政治動員が盛んに行われたことが、宗派対立の直接的な原因に

なったと考えられる。 

しかし、宗派対立が激化し内戦状況が現出された結果、政治家も民衆も国民和解の必要を認識す

るようになり、宗派的な主張では支持を集められなくなった。また、シーア派の政権与党が政権

運営を通してイラク社会内部に支持基盤を構築し、フセイン政権時代に国内に残留していた政党

も、組織的な政治活動の経験を積んでいった。そして、同一宗派の諸政党の間に、様々な意見の

相違が生まれた。以上 3 点の変化によって、宗派ネットワーク以外の政治動員の手段が形成され、

また、宗派によって統一された主張を掲げることや、宗派的な主張によって人々を惹き付けるこ

とができなくなっていった。このことによって、政治的主張の焦点が国民和解に移り、宗派対立

が沈静化していったと言えるのである。 

したがって、現在のイラクの政治を見る時に、宗派対立という鏡を通して見るのは誤りであって、

実際の政策と現実の権力闘争に基づく政党間の合従連衡のプロセスを見ることが重要である。具

体的には、国民和解に向けた様々な政策と、選挙後に国会で多数派を形成するための権力闘争に

注目しなければならないのである。 

以上二人のコメンテーターのコメントに対して、講演者の応答がなされ、フロアからは、イラン

やアメリカといった関係諸国がイラク国内に及ぼす影響、イラク国民の意識の変化、国民和解を

めぐる問題のあり方、イラクという国の今後のあり方について質問が寄せられた。講演、コメン

ト、質問によって提示された様々な問題について、世論調査の結果や最新の研究成果を用いた議

論が交わされた。 
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第 3 パネル： 

総括討論：中東における平和構築に向けて 

 

このパネルは、シンポジウム全体の総括として、第 1、第 2 パネルで議論されたパレスチナ－イ

スラエル紛争とイラクの現状と展望をふまえて、様々な対立の火種を抱える中東地域において、

いかに平和を構築していくかという大きな問題が議論された。立山良司氏（防衛大学校教授）が

司会を務め、困難を経てイスラエルとの平和条約を締結し、維持してきた経験を持つエジプトと

ヨルダンの研究者が講演を行った。 

 

第 1 講演 
ハサン・ムーマニー 

（ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長） 

 

ムーマニー氏は、ヨルダンとイスラエルの間の平和条約が 1994 年に締結されて以来、ヨルダン、

イスラエル双方の政府と国民は相互にどのような関係を取り結び、和平をどのように評価してき

たかという問題に関して講演を行った。 

1994 年に平和条約を締結した時点では、ヨルダンもイスラエルも、和平の実施と維持、そこから

お互いに利益を得ることについて、楽観的な見通しを持っていた。この平和条約によって、ヨル

ダンとイスラエル 2 国間の主要な問題、すなわち、ヨルダン川東岸のイスラエル占領地の問題、

安全保障の問題、エルサレムの帰属問題は全て解決されたからである。もちろん、パレスチナ難

民問題など、多くの問題が未解決であったが、こうした問題は、ヨルダンとイスラエルの 2 国間

だけの問題ではなく、3 者以上の当事者間の問題であるため、ヨルダン・イスラエルの 2 国間の

和平を超える問題であった。 

平和条約の締結後、相互に大使館を開設し、正常な外交関係を構築したことを始め、1996 年まで、

両国の関係改善と協力は順調に進展していった。しかし、1996 年、イスラエルにネタニヤフ政権

が誕生すると、ヨルダンとイスラエルの外交関係と双方の国民の相手に対する感情は悪化してい

った。これは、もちろん、ネタニヤフ政権がパレスチナに強圧的な政策で臨んだことによる。イ

スラエルとパレスチナの関係悪化が、「イスラエルとアラブの紛争」という文脈によって、ヨルダ

ンとイスラエルの関係をも悪化させたのである。 

とはいえ、公式の外交関係は維持された。それに対して、ヨルダン国民の世論は、イスラエルと

の和平に反対する意見が支持を集めるようになった。ヨルダンは、国内に多数のパレスチナ難民

を抱え、ヨルダン国民もパレスチナに親近感を持っている。ヨルダンは、パレスチナに最も近い

アラブ国家であり、パレスチナ－イスラエル紛争の推移に大きな影響を受けるのである。 
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その影響は、外交政策にもおよび、ネタニヤフ政権のイスラエルとの外交関係は冷え込んだ。そ

の後、労働党がイスラエルの政権を取ると、ヨルダンとの外交関係も幾分改善した。バラク首相

が「第 2 のラビン」として、アラブ・パレスチナとの和平を積極的に推進するのではないかとい

う期待もあった。しかし、キャンプ・デービッドでの交渉が失敗し、第 2 次インティファーダが

起きたことで、2000 年以降、ヨルダンとイスラエルの関係も大きく悪化することとなった。 

平和条約を締結したフセイン国王はもちろん、跡を継いだアブドゥッラー国王も、ヨルダンとイ

スラエル、そしてアラブとイスラエルの和平を望むという姿勢は一貫している。この 16 年間の

イスラエルとの関係は平坦ではなかったが、ともかく外交関係を維持し、パレスチナとイスラエ

ルの交渉が進展するように努力を尽くしてきた。パレスチナとイスラエルの包括的和平が実現し

ない限り、ヨルダン国内にもイスラエルとの和平を否定する意見が一定の力を持ち続け、イスラ

エルの緊密な協力・共存関係を築くこともできないからである。 

つまり、ヨルダンとイスラエルの関係は、中東地域全域を巻き込んできた、アラブ対イスラエル

の紛争という文脈の一部であり、パレスチナ－イスラエル関係のあり方から大きな影響を受けて

いるのである。したがって、ヨルダンとイスラエルの関係が安定して建設的なものとなるために

は、アラブ－イスラエル、パレスチナ－イスラエルという構図の中で、包括的な合意・和平が達

成されることが不可欠なのである。 

ヨルダン政府は、イスラエルとの関係改善とアラブ－イスラエル紛争の包括的解決を重要な課題

と見なしてきた。であればこそ、多くの危機を乗り越えて外交関係を維持してきたのである。ヨ

ルダンは、2002 年からのアラブとイスラエルの和平交渉で指導的な役割を果たしてきたし、今後

も、中東地域全域の包括的な平和の構築に向けて努力を続けていくのである。 

 

第 2 講演 
イマード・ガード・バドラス・バドルース 

（アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS）研究員・イスラエル研究プロジェクト長） 

 

エジプトは、1979 年にアラブ諸国として初めてイスラエルを承認し、平和条約を締結した国であ

る。そのエジプトの政府系研究機関、アハラーム政治戦略研究センターでイスラエル研究の長を

務めるイマード氏は、アラブ－イスラエル紛争に焦点を当て、紛争当事者同士が、いかにして平

和的な紛争解決に至ることができるかということを論じた。 

アイルランド問題、バルカン紛争、アラブ－イスラエル紛争といった大規模で長期的な紛争は、

特定の領土や資源をめぐる紛争とは異なり、紛争地域と周辺地域の全住民を巻き込み、双方の住

民の生活や感情に埋め込まれている。こうした根深い紛争を解決するためには、三つの要件を満

たさなければならない。 
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まず第 1 に、軍事力では紛争を解決できないことを、双方が認識しなければならない。エジプト

とイスラエルは、第 4 次中東戦争（1973 年）の後、この認識に達した。第 2 に、軍事解決がな

いと信じる政治指導者がいなければならない。エジプトとイスラエルの和平では、エジプトのサ

ダト大統領とイスラエルのベギン首相がこうした政治指導者であった。第 3 に、超大国の仲介が

なければならない。エジプトとイスラエルを仲介したのは、アメリカであった。また、エジプト

とイスラエルの経験から言えば、リクードなどの右派政党がイスラエルの与党であった時に和平

に署名したことも有効であった。 

しかし、和平によって全ての問題が解決されるわけではない。紛争を完全に解決し、真の平和を

達成するためには、平和条約に署名し、双方が軍事的解決を放棄した後、多くの問題に取り組ん

でいかなければならない。現在、エジプトにはイスラエルの大使館があり、イスラエルにはエジ

プトの大使館がある。平和条約の調印後、こうした正常な外交関係を築き、維持していく中で様々

な紆余曲折があった。 

エジプトとイスラエルの関係は、1979 年の平和条約調印から 93 年までは、いわば「冷たい平和」

であった。その後、イスラエルにラビン首相が登場したことで、両国の関係は緊密になっていっ

たが、ラビン首相が暗殺され、1996 年にネタニヤフ首相が登場すると、また冷たい関係に戻って

いった。現在では、徐々に関係が緊密になり、「暖かい平和」が築かれつつあると言えよう。 

平和条約締結後のエジプトとイスラエルの関係の推移から指摘される重要な点は、エジプトの対

イスラエル政策は、エジプトだけでなく、パレスチナやシリアといった、他のアラブ諸国とイス

ラエルの関係を重視して行われてきたということである。エジプトは、他のアラブ諸国にもイス

ラエルと和平を結ぶように、常に支援してきたのである。 

しかしながら、エジプトは、非国家主体をイスラエルとの和平に導くことは考慮していない。な

ぜなら、ハマースやヒズブッラーという非国家主体は、エジプトという国家の性格や国内情勢を

十分に理解しておらず、エジプトの外交政策を理解していないからである。ハマースもヒズブッ

ラーも、エジプト政府と交渉しようとはするものの、彼らは、国家間の外交というものを理解し

ていないのである。 

ヒズブッラーは、エジプト国民に影響を及ぼそうとして失敗し、ハマースもガザ戦争の際にエジ

プト国民を味方につけようとして失敗した。エジプトと非国家主体との関係は、危機的な時期に

さしかかっている。エジプトの安全保障は、ヒズブッラーのネットワークと、ハマースがガザと

エジプト領シナイ半島の間に造ったトンネルを通して密輸される武器によって、脅かされている

のである。 

エジプトは、パレスチナとイスラエルの平和条約締結に向けて、これからもイスラエルとの平和

的関係の維持と緊密化に務めていく。現在、パレスチナ自治政府のアッバース議長は、イスラエ

ルとの紛争に軍事的解決はないと信じている。したがって、上述の、紛争解決のための 3 要件を
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当てはめるならば、近い将来に、イスラエルとパレスチナの和平条約が締結されると思われるの

である。 

 

コメント･討論 

 

上記二つの講演に対して、第 1 パネルを司会した池田明史氏と第 2 パネルを司会した酒井啓子氏

がコメントを加えた。最初のコメンテーターとなった酒井氏は、イスラエルとの紛争解決を中心

とした 2 講演に対して、イラク情勢との関係から三つの点を指摘した。 

最初に指摘したのは、アラブ諸国がイラクの現政権をシーア派中心の政権と見なし、宗派対立の

枠組みの中でイラクの現状を認識していることが、イラク国内の対立解消に向けたアラブ諸国の

取り組みを消極的なものとし、対立解消を困難にしていることである。次に指摘したのは、イラ

ンとトルコが中東地域でのプレゼンスを高める中で、アラブ諸国の存在感が薄れていることであ

る。そして、3 点目に、インターネットや衛星放送といったメディアを通して醸成される、国家

や民族の枠組みを超えたヴァーチャルな民衆感情に、エジプトやヨルダンといったアラブ諸国の

政府が充分に対応し切れていないことを指摘した。この指摘の事例として、2006 年のイスラエル

のレバノン侵攻に抵抗したヒズブッラーが、スンナ派アラブ諸国の民衆の間で大きな支持を獲得

したことと、イスラエルが、ガザに向かっていたトルコの国際人道支援船を攻撃し、多数のトル

コ人が殺害されたことで、アラブの民衆の間でトルコの人気が高まったことをあげた。 

最後のコメンテーターとなった池田明史氏は、イスラエルとエジプト・ヨルダンの和平と、イス

ラエルとパレスチナの和平の試みを比較し、イスラエル－パレスチナの和平が進展しない原因の

一つを指摘した。池田氏が指摘したのは、イスラエルとエジプト・ヨルダンの場合、双方の国民

を隔てる緩衝地帯が存在したことが、イスラエルとパレスチナの場合と大きく異なることである。

エジプトとイスラエルの間にはシナイ半島があり、ヨルダンとイスラエルの間にはパレスチナ自

治区（西岸地区）がある。こうした地理的な距離によって、エジプトとヨルダンの国民はイスラ

エル国民と隔てられている。そのため、政治指導者が和平を決断した際に、その決断を比較的容

易に受け入れることができたと考えられる。一方、パレスチナとイスラエルの間にはそうした緩

衝地帯・地理的な距離がなく、パレスチナ人とイスラエル人は同じ土地に住み、濃密な関係の中

で対立を繰り返してきた。そのため、政治指導者が和平を提案しても、双方の生活感情に根付い

た敵意や恨みは容易に解消されず、このことが和平の進展を阻む大きな要因になっていると思わ

れるのである。 

また、エジプト・ヨルダンがイスラエルとの和平を結んだ時期に比べて、脅威認識や交渉の枠組

みが複雑になっていることも指摘した。特に 2000 年代に入って、ヒズブッラーやハマース、あ

るいは、アル＝カーイダといった、国民国家とは異なる政治・軍事集団が一定の支持を集めると
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いう状況があり、従来のように、国民国家と国民国家の間の交渉によって、紛争を解決すること

が難しくなっていると言えるのである。 

以上の講演とコメントに基づき、フロアからの質問を交えて、ハマースなどの非国家主体をどの

ように理解し、どのように交渉に取り込むかといった問題や、分離壁や住み分けによって紛争当

事者同士を相互に不可視化、あるいは、引き離すことが紛争の平和的解決に本当に有効なのかと

いう問題、トルコやイランの関与をどのように評価するかという問題、さらには、水資源の分配

の問題など、中東地域全体を安定化し、平和を構築するために解決すべき様々な問題が議論され、

シンポジウム全体を締めくくった。
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開会挨拶 
 

野上 義⼆ 
日本国際問題研究所理事長 

 

本日のシンポジウムのテーマは「中東における紛争と平和構築：パレスチナ・イスラエル・イラ

ク」いうテーマで、パレスチナ・イスラエル紛争、およびいまだ通常の状態に戻ったとは言い難

いイラクの状況、および中東地域全般における紛争解決と平和構築についてという大きな三つの

切り口で議論をさせていただきたいと思います。 

 

御承知のように、パレスチナ・イスラエル紛争は、もう長いこと続いております。最近ようやく

イスラエルとパレスチナの間で直接対話が再開されたわけですが、ワシントンにおける交渉も中

断されてしまいました。米国の中間選挙等の影響もあり、また、交渉自体が完全に振り出しに戻

ったというわけではありませんが、先行きが見えない状況にあります。 

 

またイラクは、依然として国内における色々な対立を抱え、選挙後 8 カ月経ってまだ正式な政権

が発足していません。かつ新聞等でも御承知のように、地域によってばらつきはありますが、色々

な爆弾テロ等もあいかわらず起こっております。そういった観点から、本日は地域からパレスチ

ナの方々、イスラエルの方々、イラク、ヨルダン、エジプトなど、この問題に深く携わっておら

れる専門家の方に御出席いただいております。 

 

どうも最近の日本の新聞を見ていると、日本から見た世界地図が極めて小さくなっている。アジ

ア、太平洋を越えた地域に対する新聞報道も極めて少なくなっており、また日本からの中東地域

への要人訪問等も極めて頻度が落ちているという状況であり、日本としてこの地域の問題にどう

携わっていくか。残念ながら、我々のレーダースクリーンから中東地域が若干消えかかっている

恐れすらあります。 

 

日本にとって極めて重要な中東地域に対する関心等が薄らぐ中で、日本の果たすべき役割はどう

あるべきか。そういったことも本日最後のセッションで少し議論させていただきたいと思います。 

 

国際問題研究所といたしましては、もちろんアジア・太平洋地域等の問題もありますが、できる

だけ広い視野に立ち、例えばイスラエル、サウジアラビア、エジプトといったところと定期的な

意見交換も行っておりますし、こういったかたちで地域の方にお越しいただき、皆様とともにこ

の問題について議論する機会を提供させていただいております。 
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このシンポジウムでは、まずパレスチナ・イスラエル紛争、次にイラクの宗派・民族対立等の問

題、そして最後に一般的な問題として中東地域における紛争解決と平和構築という締めくくりの

テーマで議論させていただきます。 
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第１パネル： 
パレスチナ・イスラエル紛争に対する 

双⽅の現状認識と解決に向けた取り組み 
 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長・第 1 セッション司会）：この公開セッションに先立ち、

昨日非公開での意見交換が行われたわけですが、非常に濃密な議論が展開され、我々としても学

ぶところが非常に多くありました。このセッションは、二つの報告と 3 人の方のコメントという

ことになっています。 

 

それでは最初に、イスラエルからお越しのシュロモ・ブロムさんにお話を伺いたいと思います。

ブロムさんは退役のイスラエル空軍准将という肩書を持っておられますが、そうした実務家とし

ての立場から、そして現在イスラエル国家安全保障研究所の研究者として、学問的な面からも安

全保障の視点から中東和平の問題を見ておられます。 
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第 1 講演 
 

シュロモ・ブロム 
イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員 

 

イスラエル、パレスチナの双方において、世論調査が頻繁に行われ、武力行使の支持・不支持な

ど、様々な問題について様々な意見が示されています。イスラエル側とパレスチナ側の両方で色々

な質問について、例えば暴力の行使に対する支持などをめぐって様々な意見に対する支持が変動

しています。しかし、一貫して支持されている意見があります。それは、イスラエル・パレスチ

ナ紛争は、2 国家併存によって解決すべきだという意見です。この意見は、イスラエル、パレス

チナの双方で高い支持を得ています。2 国家解決に対する高い支持は、第 2 次インティファーダ

の非常に困難な時期においても変わりませんでした。イスラエルとパレスチナの二つの国家が平

和的に共存できるようにしようという和平合意の結論は、双方において非常に広範な支持を得て

いるのです。そしてまた、個々の係争事項について必要な譲歩を行うことについても、双方で広

範な支持を得ています。 

 

しかしその一方で、ほぼ 2 年前にネタニヤフ氏に率いられた新しい政権がイスラエルに成立して

以来、イスラエルとパレスチナの双方ともに、実質的な交渉、意義のある交渉を行うことができ

ないでいます。入植の全面凍結という問題が延々と議論され、入植凍結についての合意が一つ達

成されると、いわゆる「非直接対話」が可能になるのです。しかし、それは実質的な交渉ではあ

りません。それは、対話についての対話です。すなわち、実質的な交渉のための前提条件を話し

ているのです。そして、双方が直接的な交渉に入っても、たった 1 月間交渉を行っただけで、入

植完全凍結の期限が切れてしまい、また完全な手詰まり状況に陥ってしまうのです。 

 

ここから当然出てくる問題は、2 国家解決に対する広範な支持を示すイスラエルとパレスチナの

双方における世論調査の結果と、交渉の完全な手詰まりの間の乖離には、どんな理由があるのか

ということです。私の考えでは、その理由は、いくつかの基本的な原因、根本的な原因、そして、

何とか交渉を進めようとしていると思われる人々、すなわち、交渉の進行係と調整者を務めてき

たアメリカが犯した失敗の組み合わせです。 

 

両者が交渉して合意に達することができない基本的な原因とは何でしょうか。第 1 の失敗は、オ

スロ・プロセスの頓挫と第 2 次インティファーダの影響です。この二つの出来事は、双方の心理

的ムードと精神に非常に劇的な衝撃を与えました。双方の間に、深刻な相互不信を作り出したの
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です。イスラエルの物語としては、イスラエルは、2000 年のキャンプ・デービッド首脳会議にお

いて、バラク首相（当時）が抗争の解決に向けた条件を提示した際に、占領を終わらせ、2 国家

解決を実行する意志を示したというものです。そして、イスラエル人は、パレスチナ側の反応に

失望し、裏切られたと感じたのです。私は、イスラエルの物語について話しているのですが、イ

スラエルを失望させたパレスチナ側の反応とは、第 1 に、イスラエルの提案に全く反応せずに交

渉を止め、罪のない市民を主要な標的として非常に剣呑で血なまぐさいインティファーダを始め

たことです。これが、イスラエルの物語です。 

 

パレスチナの物語は、イスラエルにはそもそも占領を終える意図はないというものです。イスラ

エルは、手段を変えて占領を続けようと目論んでいるだけだというわけです。そして、パレスチ

ナの物語の中では、インティファーダの性質、剣呑で血なまぐさいインティファーダの性質は、

イスラエルによる過剰な武力行使の結果であるということになります。こうして、非常に深い相

互不信が生み出されたのです。そして、両者ともに、どうせ合意に達することはできないのだか

らということで、はっきりした立場をとって対話をしようとはしてきませんでした。これが、交

渉が進展しない一つの理由です。私は世論調査の結果を話しました。この世論調査において、2

国家解決を支持し、それに向けた交渉を支持した人々が、「両者が合意に達すると思いますか」と

問われると、多くの場合、否と答えたのです。どちらの側からも合意に達することはないだろう

と。そして、なぜそう思うのかと問われると、相手方のせいにするのです。イスラエル人はパレ

スチナ人のせいだと言い、パレスチナ人はイスラエル人のせいだと言うのです。この相互不信が、

交渉の進まない原因の一つです。 

 

もう一つの原因は、両者の内部の政治情勢です。イスラエル側から話していきましょう。他人の

問題を指摘する前に、自分自身の問題を話した方が良いからです。私が思うに、双方において政

治がきちんと機能していません。イスラエルにおけるこの問題は、日本人には良く理解できるで

しょう。日本も同じような問題を抱えているからです。選挙制度が統一を欠く政治体制を作り出

すという問題です。イスラエルでは、完全比例代表選挙のために多くの小政党が乱立しています。

どの政党も過半数を確保することができません。与党のリクードは、クネセット（イスラエルの

一院制議会）120 議席のうち 27 議席しか確保していません。したがって政権は、多くの小規模

政党を寄せ集めた連立政権であり、各政党がそれぞれの思惑を持っています。首相は、常に、国

の問題に取り組むよりも多くの時間を、連立を維持し、政権を維持するために割かなければなり

ません。我々は、パレスチナと和平を結び、イスラエル・パレスチナ紛争を解決することを非常

に重要視しているにもかかわらずです。 
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根深い相互不信と内部の政治的分裂という二つの要因が組み合わさって、ネタニヤフであろうと

誰であろうと、イスラエルの首相は、和平の達成がよほど確実でない限り、交渉に真剣に取り組

み、和平締結の試みにリスクをかける決断をすることが非常に難しいのです。失敗したら、政治

生命を絶たれるかもしれないからです。これがイスラエル側の事情です。パレスチナ側もよく似

た状況にあります。つまり、政治的不統一という状況です。パレスチナの場合、政治的不統一だ

けでなく、西岸地区とガザ地区に地理的に分断されてもいます。ガザ地区を支配するハマースは、

ラディカルなイスラーム主義運動で、その基本的な政策は、イスラエルとは交渉しないというも

のです。しかし、非常に強力にガザ地区を支配しています。一方、西岸地区は、ファタハが支配

しています。ファタハは、民族主義的な世俗主義政党と言ってよいでしょう。 

 

ファタハとハマースの二つの政府は、ともに正統性に問題を抱えています。これまでに実施され

た最後の選挙でハマースが勝利したため、西岸の政府は選挙によって選出された政権ではありま

せん。また、ガザの政府も、現在では、選挙によって選出された政権とは言えません。彼らが勝

利した選挙から時が過ぎ、新たな選挙を実施しなければならないのですが、ハマースの誰一人と

して次の選挙に関心を持っていません。次の選挙で勝てるという確信がないからです。というわ

けで、ガザの政府は強力ですが、和平交渉を望んでおらず、西岸の弱体化した政府は交渉を望ん

でいますが、イスラエル側から見れば、達成された合意を実施する能力があるのか疑わしいので

す。肩越しに後ろを振り返り、「ハマースやパレスチナの世論がどんな反応をするだろうか」と、

「我々の国民がどのように我々に反対するだろうか」と自問し続けなければならない状況で、西

岸の政府に和平を締結することができるでしょうか。 

 

こうした状況なので、イスラエルとパレスチナの両者が、1 年以内に合意に達すると予想するこ

とは非常に難しいのです。このことは、前進の可能性が全くないことを意味するのでしょうか。

私は、前進の可能性はあると信じています。しかし、最終地位協定に至る交渉を含んだより包括

的なプロセスを策定しなければ前進はできません。そうした包括的な交渉と平行して、現状を変

革するプロセスも策定しなければなりません。イスラエルは、パレスチナのサラーム・ファイヤ

ード首相の指導の下で進行しているパレスチナ国家建設プロセスと連携して、現状の変革を可能

にするステップを踏まなければなりません。こうした変革のステップは、例えば、西岸において

統治責務と統治権をパレスチナ側に引き渡す地域を増やすことなど、現場レベルで実施されるス

テップと組み合わせることで具体化されるでしょう。イスラエルとパレスチナの交渉に関して起

こっていることに、中東の地域的状況がどのような影響を与えているのかをお話ししている時間

はありません。しかし、私は、シリアやイランの影響といった、潜在的な妨害要素を中和するこ

とが、確実な前進をもたらす一つの道であると信じています。それは、例えばシリアとの交渉を

再開することによって達成されるでしょう。 
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池田明史（司会）：それでは次に、オマル・ダジャーニーさんにお願いしたいと思います。オマ

ルさんは現在、アメリカのパシフィック大学の教授でいらっしゃいますが、お名前からわかると

おり、パレスチナの名望家のご出身です。やはり同じように安全保障あるいは国際関係といった

ものから見た中東和平について、様々に発言・分析をなさっておられます。それでは、よろしく

お願いいたします。 

 

第 2 講演 
 

オマル・ダジャーニー 
パシフィック大学教授 

 

ブロム准将が、政治的調停に向かって進んでいく中で我々が直面している課題について、非常に

思慮深く簡明な報告をなさいました。皆さんは驚き、あるいは、単純に喜ぶかもしれませんが、

私は、ブロム准将の現状への評価にほとんど同意します。私は、ブロム准将のお話に対する潜在

的な政治的反論を視野に入れつつ、パレスチナ・イスラエル紛争の中核的な問題の一つであり、

同時に、和平合意を前進させるために解決が必須の問題の一つを見ていきたいと思います。それ

は、安全保障の問題です。 

 

1993 年以来、安全保障は、パレスチナ・イスラエル和平対話の議題に取りあげられ続け、国境、

エルサレム、難民、水資源などの問題と並んで、いわゆる最終地位協定をめぐる中核的諸問題の

一つと認識されてきました。そして、パレスチナ人もイスラエル人も、安全保障が、双方の間で

将来締結されるあらゆる合意の要になるであろうということを認めています。しかし、ここには

定義の問題があります。つまり、安全保障とは誰のためのものであり、何に対するものかという

問題です。ここ数年間の交渉の文脈においては、イスラエルが直面し、イスラエル人が定義する

一連の脅威に関心が集中される傾向が見られます。それらの脅威のあるものは、最終地位交渉が

始まった 1999 年から 2000 年にかけてより重要視され、あるものは、最近 10 年間に広範に見ら

れるようになりました。こうした脅威の中には、イスラエル国内の民間地区を攻撃しようと目論

むテロリストが国境を越えて入り込むのではないかという恐怖、あるいは、西岸地区やガザ地区、

レバノン南部から、イスラエル国内の民間地区や、海岸平野部の東縁に沿って走る運輸網に対し

てロケット攻撃が行われるのではないかという懸念が含まれています。 

 

加えて、イスラエル人たちは、大量破壊兵器を運ぶ潜在能力を持った長距離ミサイルに対する懸

念を引き合いに出してきます。私が、パレスチナの交渉チームのために法律顧問を務めていた

1999 年から 2000 年までの段階では、長距離ミサイルに対する懸念はイラクと関連づけられてい
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ました。最近では、皆さんよくご存じのとおり、この脅威はイランによって表象されています。

いずれにしても、イスラエルは、時として不安定な中東地域の変化の文脈に応じて、素早く次々

と脅威を指摘することができ、体制変動のリスクも、イスラエルの安全保障に対する将来の戦略

的脅威に帰結させることもできるのです。イスラエルの権力中枢内部においては、ヨルダンやエ

ジプトや他の近隣諸国で体制変動が起こる中で、それらの近隣諸国がイスラエルに陸上部隊によ

る侵略や急襲を行うという、あまりありそうにない可能性まで指摘されています。 

 

一方、パレスチナ側の利害関心は、主権や領土の維持に関する懸念として語られることが多いで

すが、こうしたパレスチナの関心もまた、安全保障というレンズを通して理解することもできる

でしょう。事実、パレスチナ側の安全保障に対する懸念は、イスラエルのそれと同じように、こ

こ十数年の不幸な経験から引き出されています。それでは、和平交渉に影響を与えているパレス

チナ側の脅威認識とは、どのような性格のものなのでしょうか。オスロ・プロセスを通してパレ

スチナに芽生えた第 1 の脅威認識は、イスラエルがパレスチナ自治区内部の人と物の移動を管理

することで経済が窒息してしまうのではないかという懸念です。さらに、パレスチナ側にとって

は、イスラエルが、パレスチナ自治区の人と物の移動の管理を行うために、ヨルダン渓谷の領土

を維持し、パレスチナの国境を管理し、エルサレム地区を管理し、空港や港湾といった外部との

出入り口を管理するのではないかということも、脅威認識となります。パレスチナ人たちは、自

分たちの移動がイスラエルの安全保障上の懸念によって日常的に制限される状況には戻りたくな

いのです。 

 

またパレスチナとしては、攻撃あるいは嫌がらせがイスラエルの民兵によってなされるのではな

いかという不安があります。特にイスラエルの軍のカバーのもとに民兵によって攻撃を受けると、

ヨルダン渓谷もそうですし、これがパレスチナにとって、特にこういった後背地でのリスクにな

っています。それから領土の併合ということで、入植地ということでの脅威に関しても民兵の脅

威があります。 

 

もうひとつ、過去の経験に基づいて持っている懸念としては、いわゆるパレスチナ民間人の住む

地域が何も挑発していないにもかかわらず、イスラエルの軍によって攻撃を受ける。それからパ

レスチナの戦闘家のほうから攻撃したことに対して、イスラエル軍の反撃があるという問題があ

ります。それからパレスチナとしては、イスラエル以外の他の地域あるいは非国家主体による介

入ということを考え、恐れています。 

 

これにはイランもありますし、それからヒズボラの宗教的なリーダーというものもあります。様々

な方向で、パレスチナとしてはこういった点の共有も考えているわけです。和平条約がうまく機
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能するためには、イスラエルの脅威の認識とパレスチナの脅威の認識を低下させていく必要があ

ります。イスラエルの安全保障の概念というのは、過去十年間、明確なかたちで発言されていま

す。 

 

これは交渉の中で、あるいは交渉以外のいわゆる外交問題でなされているわけですが、そこに三

つの概念が、ひとつ前提条件があるようです。脅威を減らしていく上での非常に不確実な土台が

あるということ。ひとつ目の概念はこの地域に関して、たとえ和平条約が結ばれたとしても、イ

スラエルに対して決して終わることのない、非合理的ともいえるような敵対心があるということ

です。 

 

例えばヤナイ師が、これは 2001 年に交渉の一部に関与した人ですが、「例えば平和というのは、

安全保障の代わりをすることにはならない」と言っているわけです。これはある意味、イスラエ

ルの安全保障のエスタブリッシュメントの中では、まさに平和は安全保障ではないという普通の

見方があります。 

 

二つ目の概念は、私どもの後のディスカッションで触れることになると思いますが、イスラエル

は自らの安全保障のために、国際機関あるいは同盟国に依存はできないという考え方です。すな

わちこういった脅威に関して、メナヘム・ベギン氏もジミー・カーター氏に 1978 年のキャンプ・

デービッドにおける交渉の時に、すべての国の中で安全保障を保証できるところはないと言った

わけです。 

 

すなわち国際機関は、本当の危機の時には信頼できないとベギン氏は思ったわけです。国連軍に

関しても、シナイ半島、それから UNIFIL（国連レバノン暫定駐留軍）に関しても、そのような見

方をしていた。非常に安全保障の基盤としては不安定だという見方をしていたわけです。そして

この二つの前提から三つ目の概念が生まれてきます。 

 

地域を保持するあるいはコントロールすることが自らの安全保障のために重要だということです。

ギオラ・エイランドという退任をしたジェネラルがいますが、ほぼ 1 カ月前に、ヨルダン渓谷を

効果的にコントロールすることが、まさに対空あるいは対タンクミサイルの密輸を阻止する唯一

の方法だと言っているわけです。 

 

すなわちヨルダン国境に関してはイスラエルが、これは西岸に関してもそうです。また防空とい

うことに関しても同じです。ですから、いま申し上げたようなイスラエルの安全保障に関する概
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念にこれを使用したときには、短期的にはイスラエルの脅威の認識を減らすことができますが、

逆に今度はパレスチナ側の脅威の認識が増えてしまうわけです。 

 

すなわちパレスチナの自治区にイスラエルが存在するということによって、それが起きるという

ことです。ですから異なるアプローチが重要だと思います。これは三つの柱から構成されている

ものです。これは両者のニーズを満たそうというものです。そしてその三つの柱は相互を強化で

きるようなものであり、永続性のあるものにつながると思います。 

 

そして先ほど言った脅威を減らしていく上で役に立つと思います。それぞれひとつずつお話しし

ていきましょう。まずひとつ目ですが、地域の安全保障機構を作っていくということです。皆さ

んアラブの平和イニシアティブということはご存知だと思います。イスラエルとの関係の正常化

を図る。少なくともアラブの占領地域から撤退すれば、敵対行動はやめるということだったわけ

です。 

 

これだけではなく私が申し上げているのは、こういった紙面上のものでも機会にはなると思いま

す。米国が既にインフラをミサイル防衛というかたちで展開しています。それから湾岸での早期

警戒システムもあります。米国とトルコの間のこの点に関する交渉もありますし、トルコの東部

ですが、また可能性としてイスラエルとアラブの和平というかたちがより広範なかたちで、安全

保障関係ということ、ミサイル防衛と早期警戒を組み合わせる。それから情報の共有、そしてそ

の後では軍備管理の交渉ということができると思います。イスラエルの戦略的な脅威に対する防

衛、これはより強固なものになると思います。ただヨルダン渓谷をコントロールするだけよりは

強固なものになるということです。 

 

それから二つ目には、これの共同ディスカッションのときにお話ししても良いのですけれども、

多国籍軍による和平のミッションということです。これはパレスチナにおける和平実施ミッショ

ンということで、これによってイスラエルにテロリストが侵入するあるいはロケットが発射され

るという脅威に応えることができます。過去のミッションが失敗したのは、明確なフレームワー

クとしてなかったからです。そして紛争ということに関して、明確な意図がなかった。イスラエ

ルとパレスチナの協力関係ですね。まさにそうです。 

 

このようなミッションがあることによって、これは両者の合意に基づいたものでなければ成功し

ないということです。また、和平条約実施のためのミッションでなければいけない。いまある体

質、紛争があって、それを抑えるためではいけないということです。 
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それから三つ目は、非国家主体の統合、すなわちハマスということです。また、レバノンという

意味ではヒズボラです。これを安全保障上、そして政治上の制度の中に組み込んでいくというこ

とが必要となります。和解のための意図をある意味でハマスとヒズボラに強めてもらうというこ

とが必要になります。こういった和解は、パレスチナの利益だけではなくイスラエルの利害にも

合うと思います。 

 

なぜならば、こういった非国家主体を政府に組み込むことによって、イスラエルの抑止能力が高

まると思います。イスラエルも、いわゆる国家のアクターに注目をして努力をすることができる

からです。これはすべてパレスチナからのイスラエルの完全撤退を伴うものでなければいけない

ということになります。 

 

そうなればより永続性のあるかたちで、そして効果的なかたちでパレスチナ、そしてイスラエル

の脅威の認識に応えていくことができると思います。時間がなくなりましたので、ディスカッシ

ョンの時にどのようにこれを始めていくかというお話をしたいと思います。 
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コメント･討論 
 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：うまい具合に、時間の区切りがよく進んでおります。

お二人の大御所にご報告をいただいたわけですが、これからイスラエル、パレスチナ、日本、そ

れぞれの新進気鋭の研究者をお呼びしていますので、パネリストとしてそれぞれの最初のコメン

トをだいたい 5分以内でまとめてお話しいただきたいと思います。 

 

最初にアサフ・ダビデ さんは、ヘブライ大学のトルーマン研究所の博士研究員であり、つい最近

ヨルダンの西岸関係にかかわる博士論文をまとめて学位を受けられたばかりと聞いております。

それではアサフさん、よろしくお願いいたします。 

 

アサフ・ダビデ：ありがとうございます。私からはいくつか問題を提起したい、また意見を開陳

してみたいと思います。非常に洞察力に富む発表をただいま伺ったばかりですが、それに対する

意見を述べてみたいと思います。最初に二つの概念、すなわちブロム先生とダジャーニー先生が

おっしゃった点に関しての、つまり指導力の弱さと、非国家主体の統合についてです。 

 

昨日もこの話は出たのですが、事実としてパレスチナ、イスラエル双方ともに指導層が弱いとい

うことです。これは副産物です。非常に深い問題の副産物です。パレスチナ、イスラエル双方の

中でこれから行くべき方向についても合意がない。それから可能性としてのコミュニティの分離、

すなわちユダヤ人とアラブ人のコミュニティをどう分けるかということについての合意がないと

ころに起因しています。ヨルダンも同じです。 

 

すなわち、国家としてどういう立場をとるか。民族、それからコミュニティとして合意がまだな

っていない。どういう方向に行くかという合意がなっていないわけです。ヨルダンも同じです。

ダジャーニー先生がおっしゃったことを支持いたしますが、非国家主体を安全保障・治安、また

政治的な機関の中に統合するとおっしゃったわけですが、ヨルダンも同じだと思い、私もその意

見に賛成です。ヨルダンには、非常に大きな重要なパレスチナ人のコミュニティがありますから。 

 

彼らもまた最終地位の中の一部を構成すべきです。ヨルダンでもそうだと思っております。私の

主張としては、非国家主体の統合は良いことです。望ましいことかもしれませんが、もしかする

と政治的な安全保障・治安機関をイスラエル、パレスチナそれぞれで急先鋒するかもしれないと

思うわけです。ヨルダンもそうです。 
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私は、このリスクをとることはよいと思っています。そういうリスクがあっても、とるべきだと

思っております。国家が民主化を行うことは、重要で必要なことだと思うからです。真の意味で

の実際的な平和をイスラエル、アラブで達成するために必要だと思うからです。さて、皆さんに

伺いたいのは、そのリスクをとる覚悟がおありなのかということです。それによって平和に近づ

くのか、遠のくのかということがかかっています。 

 

二つ目の前提として、ダジャーニー先生がおっしゃったことですが、平和と治安。イスラエルは

他に依存することができないということですが、イスラエル人として私は自問自答をします。他

の人に依存できるのか。私の安全性を確保してもらえるのか。ニーズを満たしてもらうことがで

きるのかと自問自答するわけです。 

 

レバノンの例もありますが、国連は満足したかもしれないが、ブルーラインの撤退になったわけ

ですが、イスラエルがヒズボラからの攻撃を受けた時に、そこを守っていた治安軍は全く何もし

てくれなかった。つまりイスラエルは他の人に自分自身の治安を守ってもらえるのかという疑問

があるわけです。 

 

私は、私のすべきことをしなければいけないと思うわけです。平和と治安に関して、安全保障に

関して、昨日も話が出ました。そして皆さんにこのように申し上げたいと思います。もし我々が

次のように考えていたら、どうでしょうか。多くのアラブ人が自らの利益を定義する時に、イス

ラエルにとって良いことは何か。イスラエルに良いことはアラブにとって悪いことだというふう

に定義してしまうならば、平和と安全保障が二律背反になるかという疑問を定義したいと思いま

す。ありがとうございました。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：ありがとうございました。それでは次にアムジャド・

ダジャーニーさんは、さきほどの講演者オマル・ダジャーニーさんと遠い親戚ということで、こ

の東京で会うということはなかなか面白いということなのですが、歴史家であられ、現在はいわ

ゆるイスラム原理主義の起源といったテーマでドクター論文を作成中ということです。それでは

アムジャドさん、お願いします。 

 

アムジャド・ダジャーニー：おはようございます。手短に申し上げます。歯医者さんがよくそう

言いますが、痛くないように。バラクのオファーが非常に寛容だということであったわけです。

それによって、パレスチナのカントンがイスラエルの中にできたわけです。パレスチナの安全保

障、また経済社会の側面をイスラエルがかなりコントロールしているわけですが、信頼に関して

はシュロモさんに賛成です。非常に深刻な不信の問題がある。 
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ただ、それには理由があるわけです。イスラエル側のひとつの提案、このエルサレムの問題の解

決法として、このようなことを提案しました。エルサレムのすぐ近くにアブディスという小さな

村があります。 

 

イスラエルのひとつの提案としては、アブディスをエルサレムという名前に変えればいいではな

いかと。そうすると、エルサレムはパレスチナのものになると。そして、それを首都にすればい

いではないかということだったわけです。こういった提案は、まさにこういった問題の解決に関

して、イスラエルが真剣ではないということを示すものです。 

 

それからチェックポイントに関してですが、ひとつパレスチナの側面を理解する必要があります。

入植地の拡大は、パレスチナ側にとって極めて重要です。これは西岸の中で、すなわちパレスチ

ナの占領地域の中で入植地が増えているわけです。 

 

そしてチェックポイントによって、移動の自由がないだけではなく、イスラエルとしてはチェッ

クポイントを使って、より多くの土地を奪っているのです。ひとつの報告によると、51 の入植地

がパレスチナの私有地に作られている。パレスチナ政府が持っている公有地ではなく、私有地に

つくられているということです。何百年もそこの権限を持っている土地所有者、家族がいる、そ

ういったところを使っているわけです。チェックポイントを使って、これはまさに安全保障上の

ために土地を使いたいと言っているわけです。 

 

次にその段階から、国有地だと宣言するわけです。しかし、それに関しては土地の所有者に知ら

せることはありません。裁判所へ行って異議を申し立てることができないわけです。45 日たつと、

イスラエルの軍がチェックポイントを動かします。そして、ユダヤのファンドに関しては、そこ

から資金を提供し、さらに入植地を増やすことができる。ですからパレスチナの私有地を使って

いる。これが報告書の中で、最近出ていた点です。これはイスラエルの人権機関の報告書です。 

 

それからハマス対ファタハに関してですが、なぜ統一できないのか。これはファタハの決定では

ないからだということです。1 人がお金を払えば、普通はそれで責任を持つ。米国が資金援助を

しているわけですが、米国はファタハとハマスの問題を解決することには関心がありません。 

 

ですから、いかに深くファタハとハマスが交渉したとしても、米国の意思を打ち破ることはでき

ません。米国がそれこそこの問題を解決すべき時だという時までは、この問題は解決できません。

その時期というのはイスラエルによって決まるわけです。 
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イスラエルが米国の長年の同盟国として、強い影響力を米国に対して持っているからです。私の

同僚がハマスを信頼できるかという質問、そしてこういった非国家主体ということでできるのか

という話がありましたが、ひとつだけ申し上げたいと思います。どの聖人にも罪はあるし、どの

罪人にもよい過去があるということです。 

 

ハマスはいままでイデオロギーやメンタリティを変える機会がありませんでした。イスラエルの

和平プロセスその他でなかったということですが、だからといって忘れてならないのは、最終的

には人間と対処しているのだということです。人間であるからには、色々な物事の見方をします。

父でもあれば弟でもあり、親でも子でもあるということです。それは常に性格が変わっていくわ

けです。 

 

ですから、ハマスはもうゲームの外だという言い方はできないと思います。ただ、和平プロセス

をファタハとだけしても意味がないからです。パレスチナの見方ということで考えると、ファタ

ハは単なるひとつの党に過ぎません。パレスチナのキリスト教も、例えば腐敗を罰するためにハ

マスに選挙で票を投じたわけです。 

 

ですから、ハマスとファタハの両方と対処しなければいけません。どちらかをパートナーとする

と決めてはいけないわけです。平和のためのパートナーという意味でどちらかということ、それ

ははっきりしません。例えば、片方と対立がある。例えばあなたのルールではゲームはできない

けれども、実際に平和の帰結に関してどのようなかたちで、そちらから決めてもらっては困るけ

れども、正当な主張もあるといったパートナーもあり得るからです。 

 

ですから平和のパートナーということであっても、あちら側がイニシアティブをとるのではいけ

ない。今回、この紛争で強いのはもちろんイスラエルであるわけです。そしてイスラエルのほう

が強い当事者だという事実。ですから、イスラエルは物事がどのように進むかに関して、非常に

大きな影響力があります。これは、弟と兄のような関係と言ってもいいかもしれません。ありが

とうございました。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：ありがとうございました。そして、順番としては最後

になりますが、日本から中東調査会の研究員である江崎智絵さんにコメントをお願いしたいと思

います。 

 

江崎智絵（中東調査会）：中東調査会の江崎と申します。お二人の発表を大変興味深く聞かせて

いただきました。まずブロム将軍の報告に関して、いくつか質問をさせていただきたいと思いま
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す。ブロム将軍はご報告の中で、両者の不信感、それから各指導者が国内政治において直面して

いる問題点、その二つが和平交渉の停滞に深くかかわっているということをご発言されました。

私もこの説明によって、非常によく理解できるところが多々あったわけです。 

 

それでもなおブロム将軍は、例えば現場における変化というものが今後、中東和平を前進させ得

るといった可能性についても言及されたわけで、今後中東和平の展望が開ける可能性というもの

を、私は大変嬉しく拝聞したわけです。 

 

そこで質問をさせていただきます。まず 1 点ですが、その現場における変化ということで、パレ

スチナ自治政府のファイヤード首相による国家建設に向けたインフラ整備の努力ということが挙

げられました。そして、実はこの国家建設に関するインフラ整備の期限が 2011 年 8 月までと設

定されています。 

 

はからずもこの期間は、アメリカが 9 月 2 日に再開したイスラエル・パレスチナ直接和平交渉の

期間である、1 年間という期間と大きく重なるところがあると思うのですが、アメリカが中東和

平を今回再開に向けて仲介を行う上で、こういったファイヤード首相による国家建設努力をどれ

ほど念頭においていたのか。もしお考えがあれば、お聞かせいただきたいと思います。 

 

それから、この点に関して中東和平における第三者の介入ないし仲介の有効性というものをどの

ようにとらえたらよいのでしょうか。例えば、パレスチナ側においては先ほどからあがっており

ますがファタハとハマスが政治的な対立を続けているわけです。このファタハとハマスの抗争に

ついては、エジプト政府の多大な貢献・努力というものが払われていますが、残念ながら、なか

なか和解には結びついていないというところです。 

 

こういったアメリカのみならずエジプトをはじめとするアラブ諸国、それからカルテットに目を

向けるとヨーロッパ、ロシア、国連という様々な諸勢力が中東和平に関与してきているわけです

が、こういった第三者の介入あるいは仲介なしに両者が和解に至る可能性はないのか。そういう

ところでもあります。 

 

また、最後にハマスというものを中東和平プロセスの中にどのように位置づければ、あるいは組

み込ませていけばいいのかというのは、イスラエルとパレスチナがそれぞれそろって直面してい

る問題だと私は認識しています。この点についてもお考えがあれば、ぜひお聞かせいただきたい

と思います。 
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それからダジャーニー博士の御報告ですが、私個人の印象としては、安全保障について中東和平

では、やはりどうしてもイスラエルのセキュリティというものが論じられる傾向があったと思っ

ています。ですから、なかなかパレスチナ側の脅威の認識というものに問題としても目が向けら

れてこなかった。その点において、本日の報告は非常に興味深く聞かせていただいた次第です。 

 

これはアサフ氏もおっしゃったのですが、いかに非国家主体というものを政治的な指導者がより

コントロールできるような状態にするために政権に組み入れていくのかというところは、中でも

非常に興味深い点だと思っています。ですからこの点について、より具体的なお考えをお聞かせ

いただきたいのですが、例えばハマスを政権・政府に取り込むことで、イスラエルの抑止能力が

高まるという風におっしゃいましたが、イスラエルの抑止能力の高まりというものをどういうふ

うにとらえればよろしいのでしょうか。 

 

イスラエルがパレスチナ以上の軍事力を持っているということ自体を盾に抑止力というものを考

えているのか。あるいは、よりハマスを内政においてコントロールするためには、やはりファタ

ハないし政権の協力が否めないと思うのですが、このイスラエルの抑止力とパレスチナ内部の政

治的な力学、パワーバランスとの関係について、ご意見を伺いたいと思います。以上です。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：ありがとうございました。ほぼ時間どおりに来ており、

これからまず報告者お二人にこのパネリストのコメントに対する応答をしていただいた上で、後

は報告者を含めてパネリストの間の自由討論ということにさせていただきたいと思います。もし

フロアのほうから最初の一巡の報告者やパネリストの発言について、ご質問等ありましたらお手

元の質問用紙へ簡潔に、どなたに対する質問かを明示していただき、質問あるいはコメントをご

記入の上、挙手をしていただければ関係の者が回収し、私のほうで時間等を考えあわせて適宜パ

ネリストへ質問を向けたいと考えております。質問やコメント等ありましたら、質問票に記入し

ていただきたいと思います。 

 

それではまず報告者のお二人から、いま 3 人のパネリストから向けられたコメントや質問に対し、

お答えいただきたいと思います。まずシュロモ・ブロムさんからどうぞ。 

 

シュロモ・ブロム（イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員）：ありがとうございま

す。お若い研究者の方々から伺ったことは、分析によっても相当立証されていると思いますが、

実質的な問題は対立する考えや不信が根本にあるということだと思います、二つの政府の間で。

ダジャーニーさんが私の分析に対しておっしゃったことは、基本的にはパレスチナの立場を表明
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したということで、それに対しては何も反論はありません。ダジャーニーさんがおっしゃったこ

とはパレスチナの考えだということです。 

 

もうひとつの考えがあり、それはイスラエルの考えだということですが、当然常に国の考えはあ

るわけで、常に言えることは部分的に正しく、部分的に間違っているということです。だから合

致しません。そして、それゆえに実地の状況が変わることに私は重きを置いているわけです。 

 

相互不信の問題は、話し合うことによって解決できるものではありません。きれいごとを並べて

解決できるものではないし、あるいは紙に署名をしたところで、取り決めを結んだところで解決

できません。行為を通してしか解決できません。ですから、私はサラーム・ファイヤード首相が

やっていることが極めて大事だと思うわけです。 

 

彼は素晴らしいことをやっていると思います。そして、それが効果を生んでいます。私のバック

グラウンド、私がやっているゆえに、私は INSS のリサーチフェローをやっているわけですが、で

すから治安部門ともコンタクトを持っているわけです。 

 

パレスチナ側の治安当局の考え方、例えば 4年前の考え方というのは、いまとは全く違います。

あるいは、そのパーセプションは全然違います。徐々にパレスチナの治安当局の能力に対しては

信頼が生まれてきています。それはパレスチナの治安当局の行動を見て、そしてイスラエルの治

安部隊がパレスチナの治安部隊と関係を持ち、こういった信頼が高まっているわけです。 

 

ただ、ファイヤード首相がやっていることだけでは十分ではない。それに加えて、イスラエル側

がステップをとって補完しなければいけないわけです。イスラエルはそういったステップをとり

始めています。例えば検問所を撤去し始める。そして西岸域内の行動の自由を高めています。し

かし、それだけでは十分ではない。ですから、もっと劇的で野心的なことが必要だということを

私は語っているわけです。 

 

徐々にパレスチナの支配権、西岸のより大きな地域に対する支配権をもっと広げていくべきだと

いうプロセスを主張しているわけです。その二者間のギャップを埋めることができると思ってい

ます。私もその交渉を当初からフォローしています。この 15 年間、フォローしていますが、双方

がギャップを埋めるためにやってきたことでどういうことが正しかったのかを指摘することがで

きます。 
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例えばオルメルト首相の末期、ギャップは大幅に狭まったわけです。ですから実質の問題は、双

方の意識を変えるということが極めて大事だと思います。たしかに、双方の政治が機能していな

いということ、それがそれぞれの国（政府）が決めたことであるという主張は受け入れられます

が、しかしそれを決定論的に見ることは肯定しかねます。 

 

つまりそのことに関連して、例えば政治体制を変えることはできます。例えばフランスをご覧く

ださい。1950 年代、完全に政治が混乱していた。そこで政治体制を変え、そして安定化したわけ

です。ですから政治体制を変えることはできる。弱い指導者しかいないと結論づけられているわ

けではありません。 

 

政治が機能不全であっても、もっと国民の利益になるリーダーが生まれる可能性もがあります。

例えば、シャロンはやはり政治機能が不全でしたが有能な指導者でした。さて時はたち、当事者

が 1年間で合意に到達するのはなかなか難しいと思います。 

 

分析によると、私の判断が間違っていることを望んでいますが、アメリカを考慮に入れない次元

で設定したのは、ファイヤードの 2 年計画があるからなのか、それは私にはわかりません。ただ

おそらくは、何らかの単純な分析に基づくものだと思います。一方では非常に単純な、私と同じ

ような前提に基づいて、それは立場のギャップの問題ではなく、実際の障害は何なのかというこ

とに関する理解が本当にないということで、それは埋めることができます。 

 

アメリカは何も対策をとらずに 2 年間を無駄にしました。ですから彼らとしては、それゆえに 1

年かければ合意に到達できると考えたということではなかろうかと。 

 

交渉プロセスは、ファタハとハマスの和解がないままの状況下で、本当に効果的に推移するのか。

実質的な前進ができるのか。当事者は、実質的な交渉プロセスを始めることはできると思います。

それを成功裏に終結し、そして合意事項を実施し、真の平和に到達することができるのか。どこ

かの段階でハマスを取り込むことなしに、そこに到達できるのか。それについては疑念を感じま

す。 

 

何らかの和解に到達することはできるのか…。そういったことで、ダジャーニーさんからの質問

につなげたいと思いますが、この非国家主体という表現自体が問題だと思います。なぜならば、

あまりにも広すぎる。色々な異なったプレーヤーをカバーしてしまう。アルカイダのようなプレ

ーヤーは本当の非国家主体ですが、これは全く国とはつながりもない。これは、ハマスのような

主体とは違います。 
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ハマスは一定の国のコミュニティとつながって行動していて、国のコミュニティの中で起こって

いることとつながって、そして将来の状況に関与している。ですからハマスのような主体、ある

いはヒズボラのような主体は真の意味での非国家主体ではありません。 

 

ガザを統治している党が、実際に統治しているのにどうして非国家主体と呼べるのでしょうか。

ヒズボラ、メッセージ運動、政治政党、レバノン政府の一部をなしている政党をどうして非国家

主体と呼べるのでしょうか。しかも軍事組織も持っている。レバノン政府の下で、そういった正

統な政党であるわけですから、どうして非国家主体と呼べるのでしょうか。非国家主体とは違い

ます。 

 

将来のどこかの段階で、こういった組織を政治プロセスに取り込むことができると思います。そ

して、そのためにはまず交渉のプロセスを始め、一定の成果が交渉から生まれてくれば、その結

果としてハマスが、自分たちが入らなければ負けて損をしてしまうだろうと感じさせるような成

果が生まれてくるのだと思います。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：それではダジャーニー教授に、同じように 10 分程度で

パネリストのコメントに対する応答をしていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

アムジャド・ダジャーニー：ありがとうございます。質問の順にお答えしたいと思います。アサ

フ・ダビデさんの質問からですが、パレスチナの中でリスクをとる覚悟があるかというお話でし

た。例えばハマスやヒズボラのような主体を統合する覚悟があるのか。平和がそれで遠のいてし

まうのではないのかということですが、私の確信するところはハマス、ファタハは、現在では基

本的に異なる態度をとっているということです。どうやって次の 30 年を運営するかについて、

取り組み方が違います。このことは非常に大きなリスクをはらんでいる。心配の種だということ

です。 

 

アプローチとしては、彼らの中の統合論的に差があるかもしれません。例えば最終地位のことを

念頭においているわけです。戦術的な問題ではなく、最終的な地位のような大きなテーマのこと

を考えているわけですが、その差はそれほど大きくないと思います。 

 

ハマスは実際主義、実務主義になろうとしています。パレスチナに対しての自分たちの訴えかけ

だけでは、それほどそのように聞こえないかもしれませんが、実際はプラグマティックになって

いるということで、私はこれに関してはそれほど心配していません。 
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またアサフさんの話の中で、イスラエルは他人に頼ることができるかどうかということで、レバ

ノンからの撤退の例を挙げられました。国際社会が望むことをやったのに、どうしてうまくいか

なかったのかと言うかもしれません。しかし、私はその点については二つ申し上げたいと思いま

す。 

 

2000 年に撤退が行われた時、問題となったのは、地域的に虫食い的なアプローチしかとらなかっ

たということです。イスラエルは引き続きシャバア農場にいたということで、シリアの一部なの

か、レバノンの一部なのかという話はありますが、シリアとヒズボラとしてはお互いに占領は続

いていると言えたわけです。 

 

私はぜひお願いしたい。こうした虫食い的なアプローチはやめてほしい。そういうことをすると、

全ての当事者にとっての和平のプロセスが足を引っ張られてしまいます。シリアを何とか交渉に

入れようと、私が交渉担当だった時にしたわけですが、私の発表の中でも言いましたが、その他

のアクターをやはり関与させたほうがいいでしょう。そうすると話が進むということです。 

 

もう一点申し上げたいのは、忘れてならないのはエジプト、ヨルダンの撤退が非常にうまくいっ

たということです。平和条約という観点からです。エジプトとの協定は、イスラエルが思ったほ

ど温かい形では行われなかった。地域的な解決ができれば徐々に進むと思いますが。 

 

治安の観点からいうと、二つの協定は例外的にイスラエルにとってよかったということです。共

通の国境を見ればわかる話です。たしかに躊躇はあるでしょう。他者に頼ることについて躊躇は

あるでしょう。しかし、よりよい解決があるならば、ともかくジャンプしなければいけないと思

います。平和に向かってです。 

 

イスラエルにとってよいことがアラブにとって悪いというような一般的な解釈があるわけですが、

アラブとしてはよい協定と悪い協定の見分けはつくと思うので、本当の意味での利益がアラブ世

界にとってどこにあるかという感覚がそこにあると思います。 

 

ただそれについては少し脇に置いて、何が自らにとってよいかということはお互いにわかってい

ると思います。ひとつの問題として、米国がこの数年来非常に大きなかたちでペルシャ湾の早期

警報システム体制をとってきた。また米国は、ミサイル防衛をペルシャ湾において投資してきた

ということです。 
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湾岸諸国としても、この早期警戒体制、そして米国のそれに対する投資というのは、米国にとっ

てだけよいとは限りません。表向きの話がどうであれ、米国は自らの治安、安全保障の一部なの

だと、イスラエルが考えるのはアラブ側もわかっているわけです。 

 

だからこそ、その体制としても、国民としても、自らにとって何がいいかということをイスラエ

ルにとっていいかどうかということとは別に考えることができると思います。 

 

アムジャドさんがおっしゃったことで、ファタハとハマスの和解が順調なのかということ、そし

て、それにはアメリカの承認がいるかどうかということですが、私は進んでいると思います。交

渉はいま進行中だと思います。たしかに難しい交渉ではありますが、アメリカの希望がどうであ

るかということとは別に進んでいます。 

 

ラマラに先月いて、私はファタハの幹部と話をしました。ファタハの幹部は交渉に関して楽観視

をしていました。どういうコミュニケーション戦略を議会に対して持っているのかと聞きました。

ホワイトハウスに対してということですが。 

 

ペトラエス将軍は、おそらくこういった組織を孤立化させるのはよくないという報告を支持した

と思うのですが、行政府も議会もこれまで留保をしてきたわけです。そして過去において制裁を

課してきたわけです。 

 

コミュニケーション戦略がまだ実行されていないということに私は驚いたのですが、アメリカ側

に対し説得工作を彼らは行っているわけです。ちょうど始めたばかりですが。しかしこういった

努力はアメリカがゴーサインを出すかどうかとは関係なく行われると思います。 

 

米国は、これに関してはイスラエルの利益も米国の利益も双方考えていると思います。そういう

ことで、さきほど先生がおっしゃったような抑止力の話になるわけですが、これについてさきほ

どは言葉が足りなかったかもしれないので申し上げますが、ギオラ・エイランドが記事を書きま

した。非常に議論を呼んだ記事で、第 3 次レバノン戦争と呼ばれた記事です。2008 年秋にガザ

の侵攻が始まる前に、イスラエルが効果的にヒズボラの脅威に対処するために必要なのは、ヒズ

ボラの行動を抑止することだと書いているわけです。 

 

しかしその提案の中で、ヒズボラのようなアクターを抑止するのは難しいとも言っています。つ

まり、国が持っているような治安上の資産を持っているからということです。イスラエルがヒズ

ボラに対処して、言ってみれば、いたちごっこのような紛争になったわけですが、レバノンのイ
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ンフラにターゲットを絞ればヒズボラにプレッシャーをかけるだろうという考えだったわけです

が、こういった主体を国家に統合することによって、イスラエルの抑止力を上げるだろうといっ

た意味は、イスラエルが心配をしていて、例えばヒズボラのような、ハマスのような主体の行動

を脅威と感じるのであれば、対軍隊であればもっと対処が簡単なのに、個々のロケットの発射に

対処するのは、軍隊に対処するよりも難しいと思っているからです。 

 

シュロモ・ブロムさんがおっしゃったことに関してですが、我々自身が双方で心構えを変えなけ

ればいけない。それは本当に正しいと思います。おっしゃったのは、パレスチナの治安部隊がと

った措置のことだと思いますが、この 2、3 年、それによってイスラエルの治安部隊の意見が変

わったということです。 

 

その方向に進むのはよいことだと思いますし、またシュロモさんの提案でパレスチナの管轄地域

を西岸地域で拡大するのもいいことだと私は思います。しかし、現場における前進的な改善はい

いのですが、イスラエルとパレスチナ双方の信頼を向上させるかもしれませんが、イスラエル国

内でパレスチナの信頼はなかなかとれないと思います。 

 

すなわち、オスロ合意の中で打ち立てられたパレスチナの権利に関しては、西岸、特に合意され

る国境の東側の西岸においての権利ですが、パレスチナが信頼を取り戻すために必要なのは、こ

の増分の改善だけで終わるのではなく、もっと先があるのだという信頼感だと思います。 

 

国際社会は、この中で役割を果たすことができると思います。私の感触で、私が間違っていると

いいのですが、イスラエル政府は現在の政権は西岸からの撤退をしないと思います。国際社会は

米国主導で、米国を除かないかたちで強力なポジションをこの 1 年ほどとってくれれば、平和は

こうあるべきだと―。パレスチナ人よ、私たちと協力しなさいと―。これまでどおりの線に沿っ

てやりましょう。これが究極の姿ですと―。それによって統一の努力も前進するし、治安もさら

に前進するでしょうということをアメリカが言うことだと思います。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：パネルは自由討論に移ろうと思います。どなたがどな

たに対して、コメントあるいは質問をしても結構ですが、いかがでしょうか。ではアムジャド・

アル・ダジャーニーさんから、どうぞ。 

 

アムジャド・アル・ダジャーニー：はい。シュロモさんから質問がありました。私は、おっしゃ

るとおりだと思っています。どの党であれ、その国民の希望のために仕事をしている党は、非国

家主体とは考えられないと思います。 
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ただ、ひとつお忘れになっている点があります。パレスチナ人は国を持っていないということで

す。ですから、ハマスというのはノンステートアクターだと申し上げました。ファタハも私は国

家主体だとは思っていません。これも非国家主体だと思っています。パレスチナは国がないため、

エスニックな民族的な主体であると。市民のために働いているわけですが、国はまだないわけで

す。それが私のバックグラウンドということですが、シュロモさんのおっしゃったことについて

は、そのとおりだと思います。 

 

アサフ・ダビデ：私が合意をしたい点、二つの賛成とひとつの質問です。まず 1 点目は、アラブ

の和平イニシアティブがよかったということを先ほどのプレゼンテーションの中でおっしゃった

わけです。私は、そのとおりだと思います。イスラエルはアラブの和平イニシアティブを、まさ

に留保があっても受け入れるべきだと思います。宣言というかたちでイスラエルはアラブの和平

イニシアティブに賛成すべきです。これはまさに歴史的な宣言だということでアラブがそれを行

ったわけですから。アラブの首脳会議でも行われたわけです。これはまさに和平の努力を続けて

いく上でも重要だと思います。色々なトラックでこれを行っていくべきだと思います。 

 

それからノンステートアクターを統合するということも必要だと私は思っています。もしイスラ

エルがレバノン政府に反対しているのではなく、ヒズボラを含む軍ということがレバノンにはあ

るわけですから、例えばパレスチナの治安部隊に関しても、それにはハマスが入っているわけで

す。それを統合することができれば、イスラエルのスタンスはむしろ上がると思います。 

 

ここで 3 番目の点、むしろ質問ということでいきたいと思います。ディスカッションのテーマと

いうことですが、先ほどおっしゃった点です。仮にパレスチナの治安部隊にハマスが入った場合、

私の仮説としては、イスラエルとパレスチナの共通というのは、フドナを結ぶというかたちにな

ると思います。それしか合意はできないと思うのです。 

 

ハマスを含めるということになれば、そしてヒズボラをレバノンの治安部隊に含めるということ

になれば、イスラエルとパレスチナの合意は、フドナ・アグリーメントというかたちにどうして

もなると思います。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：いまのコメント・質問に関連して、フロアからもひと

つハマスとファタハの対立について質問が出てきていますので、それをあわせてご議論いただき

たいと思います。 
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フロアからの質問は、ハマスとファタハの間の最も本質的な対立は何かということです。要する

に、ハマスがイスラエルの生存権を認めないということで、この二つのパレスチナの党派が対立

しているのかどうか。あるいは、他にもっと本質的な対立点があるのか。そのようなことですの

で、それと絡めてご議論いただきたいと思います。オマルさんでしょうか。 

 

オマル・ダジャーニー（パシフィック大学教授）：質問ありがとうございます。おそらく、二部

構成でお答えするのが一番いいと思います。歴史的にハマスとファタハというのは、対オスロ和

平プロセスで異なるポジションをとりました。 

 

見解が違うということ、すなわちこれがもともとの 1990 年代のものごとの見方の違いが両者の

関係を形成してきたわけです。その期間、こういった違いへの対応として、そしてハマスのサボ

タージュの努力、このオスロ・プロセスを何とかその期間崩壊させようとした努力に対して、パ

レスチナの自治政府、特にファタハですが、ハマスに対して行動をとったわけです。すなわち、

かなり多くの人間を拘束した。時には、まさに拷問もしたわけです。 

 

これが、まさにファタハがヘゲモニーをとってそれを行ったということで、過去二つのアプロー

チがそれぞれ違って、歴史的に和平のプロセスに対しての見方が違ったということから敵対心が

ありました。ただハマスとファタハの間で交渉が行われているわけですが、その時には、いかに

和平プロセスにアプローチするかということでは、いまはないわけです。 

 

むしろ何に照準を当てたかといえば、もしパレスチナが統治された時に政府はどのようなかたち

で構成されるかということだったわけです。その中に含まれる問題としては、PLO はいかに改革

されるか。いかに再組織されるか。ハマスの役割は内閣の中でどのようなものになるのか。どの

省をハマスがとるのかといった問題。 

 

ただその中でも最も難しい問題は、そして解決のために一番難しいと思えるのは治安の問題だと

思います。これにはまたいくつか部分があるわけです。そのひとつは、実際に事実として数千の

治安オフィサーがいるわけで、西岸ではファタハ、そしてパレスチナの自治政府に対してロイヤ

リティを持っている人、それからガザにいた人でもともとファタハとパレスチナ自治政府にロイ

ヤリティを持っている人。それからハマス側の治安オフィサーで様々なハマスの軍事組織の中で、

あるいは警察の中で仕事をしている人。これをひとつにまとめると。そして、誰がどの役割を果

たすのかということを決定する。誰が様々な問題に関して意思決定をするのかということを決め

るのは非常に難しいことです。 
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2 番目の関連問題としては、そういった時に付託事項としては、何になるのかということです。

それがイスラエルとの関係にも関連してきます。私の感触としてファタハとハマスは、もし国際

社会でこういった二者に対して何らかのパラメータ、計画を示せば、何らかの取り決めに成功す

ることができると思います。それによって、パレスチナ政府として非常に堅牢な和平条約を結ぶ

ことができると思います。その中にはイスラエルの生存権について、もともと承認しているわけ

ですが、再びそれを承認するということが入った和平条約というものができると思います。そし

て国境に関しても、かなり恒久的で最終的なものができると思います。 

 

これは、いわゆるパーティポリティクスによってできると思います。イスラエルの政党というの

は、政府の中でかなり重要な役割を様々な時期に行ってきて、これがいわゆる平和の交渉に関し

て反対をしてきたわけです。けっしてオスロに関しても認めなかったというところがあります。 

 

そして例えばバラクが交渉した時に、政権の中に入っていた党でもそういったところがあるわけ

です。もちろんオスロ、バラクの連立政権全てがそうでなかったとは言いませんが、政府という

枠組みの中で、それぞれの違いを何らかのかたちで調整することができると思います。私の感触

では、ハマスの指導層の中のかなりの部分はフドナの言語、すなわち目先の問題に関して対処し

て、システムをそれに作って、言語としてはイスラム伝統主義をその中に盛り込んで、より大き

な理念的・神学的な問題は後からそれに関してやるということがいえるのかもしれません。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：セキュリティの問題について、やはりハマスとファタ

ハが安全保障装置というか、要するに軍隊や警察を統合するということに関しては、今度はイス

ラエルのファクターがどうしても出てくるわけです。イスラエルの現在の立場というのは、ガザ

においてファタハがハマスの安全保障装置に関与していくのは容認するけれども、西岸において

ハマスがファタハの安全保障装置にかかわっていくことは絶対に認めないと。こういう立場です

ので、この点についてブロム将軍からコメントをいただきたいと思います。 

 

シュロモ・ブロム（イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員）：ありがとうございま

す。ハマス、ファタハに関するアプローチですが、これはハマスをどのように見るかによって劇

的に変わってきます。ハマスは何かということに関して、二つのパラダイムがあると思います。

イスラエルの中でもこの二つのパラダイムの間で激しい論争があります。 

 

一方は、ハマスというのはイデオロギー的な急進的イスラム運動であると。神が決めたことは変

えられないのだと。ハマスとしては変わらないと。ハマスの政策は変わらないというのが一方の

見方です。 
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もう一方のハマスに対する見方としては、たしかにハマスはイスラム運動ではあると。しかし、

もちろん政治的な運動でもあると。政治的な運動として、どのようなものであれ、政策というの

は様々な問題を考えて形成するのであり、その中でも最も勘案すべき重要なことは、選挙母体が

何を考えているのかということ。政治運動というのは、まさに世論の支持がなければ生き残って

いけないからです。 

 

私にもし、答えとしてはどちらのパラダイムが正しいのかと聞かれたとしたら、両方とも正しい

と答えると思います。ハマス内でもハマスのアイデンティティに関して対立があると。かなり最

近のことですが、ハマスの重要人物が欧米の新聞に寄稿しています。 

 

「我々ハマスが自問自答すべきは、我々が何になりたいのか」だと。アルカイダなのか、それと

もトルコの AKP（公正発展党）なのか。もちろん AKP になるべきだと説得すればいいわけです

が、ただハマスとしては自らのアイデンティティが何かをまだ決定していないと思います。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：どうぞ。 

 

オマル・ダジャーニー（パシフィック大学教授）：私も Erdogan or Taliban か、というかたちで

の問いかけになると思います。現場で作り出す状況がハマスの主張をかたち作っているのだと思

います。現地の状況は、パレスチナの政策とイスラエルの政策双方によって影響されると思うの

ですが、国際社会もアメとムチを使うことができると思います。それによって、それぞれの政党

の志向を決めることができる。 

 

エジプトは良かれ悪しかれ、ハマスの政策にここ数カ月の間で相当影響されてきたと思います。

どうやって国境を管理するのか。ハマスの治安当事者を逮捕するといったこと。エジプトがそう

いった助言をもらってやったことを私は全て支持できませんが、しかしこれは皆がそれぞれ相手

に影響しているということの状況の反映だと思います。 

 

アムジャド・アル・ダジャーニー：終える前に、どこかの時点で今後どういう風に進めるべきな

のか、簡単にコメントをしたいと思います。ハマスが自らをどう考えるのかということですが、

私の意見ではそれは明確だと思っています。ハマスの宗教的な人たちは、自分たちは地球上の代

表であると。政治的な人間は政党だと考えています。ですから、誰と話すかによって意見が違う

と思います。 
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池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：さきほどオマル・ダジャーニーさんからご報告があっ

たわけですが、国際社会とのかかわりという観点からフロアからいくつかの質問が来ています。

ひとつは、オマルさんがおっしゃるインターナショナルプレゼンス、マルチナショナルピースミ

ッションというものについて、これが西岸やガザといった地域で実際に実現するために求められ

る条件、前提とはどういうものなのかということがひとつ。これはオマルさんに向けられた質問

です。 

 

その場合に、イスラエルがこれを受け入れる可能性がどの程度あるのか。あるいは、このマルチ

ナショナルピースミッションというものをイスラエルが受け入れる場合には、その前提あるいは

条件は何か。これがシュロモさんに向けられた質問です。他に、そうした国際社会の直接のコミ

ットメントというものがあるわけですが、例えば現地にどんどん作られている壁を国際社会が実

力をもって撤去することは可能かといった質問も来ています。 

 

これはマルチナショナルピースミッションに、どの程度の実力行使が可能かということにつなが

って来るのだろうと思います。それから、そういう工夫で和平交渉が単なるプロセスではなく、

ピースプロセスとして自主的に再開されるとすれば、その前提は何なのか。例えばタバ交渉の時

の条件というのが出発点、スターティングポイントになり得るのかどうか。それとも、そうでは

なく全く別のものを構想しなければならないのかといった質問が来ています。今度は、シュロモ

さんからお話をいただきたいと思います。 

 

シュロモ・ブロム（イスラエル国家安全保障研究所（INSS）上級研究員）：まず平和維持軍です

が、歴史的に見た場合、平和維持軍というのはイスラエルと近隣諸国の間での合意あるいは暫定

合意のための共通項目となっています。例えば市内の平和、エジプト、イスラエルの間でもあっ

たわけですし、またゴラン高原でも平和維持軍による停戦監視活動がありました。 

 

これも暫定合意の一環として、シリアと 73 年戦争の後の兵力引き離しの一環として組み込まれ

たわけです。ですから多くの場合、平和維持軍は合意の中の安全保障取り決めの有効な一部をな

していると思います。また将来のイスラエル・パレスチナの取り決めの中でも有効なものとなり

得ると思います。ただ二つ、譲歩をしなければならないと思います。 

 

第一に、平和維持軍配備に対するイスラエルの態度は、有益で重要な要素になるであろうとして

理解を示しているということがひとつあります。最近、例えば強力な平和維持軍のレバノン南部

への展開を 2006 年の戦闘を終結するための要素として強く支持したということがあります。ま
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たラファで EU、状況の安定化、ガザからの撤退の後の状況安定化のための平和維持軍の投入と

いう点に合意したわけですが、他方、平和維持軍に対しての不信感もイスラエルは持っています。 

 

数回にわたって失望したことがあるからです。例えばエジプトは国連軍を 1967 年にシナイ半島

から撤退させました。これは平和のためのもののはずが、むしろその管理の方法によって戦争が

起こったのだという不信感を持っているということです。ですから、こういった平和維持軍のミ

ッション、またそのマンデートについては慎重に考える必要があると思います。 

 

また平和維持軍をやる場合、いくつか平和維持軍にとっての有益な任務は考えられると思います。

例えばオマル・ダジャーニー氏が指摘されたような考えがあると思います。イスラエルのプレゼ

ンスにとって代わって多国籍軍を入れるということも考えられるでしょう。治安問題に対する解

決策として考えられますし、それから他の例としてはエルサレムのアレンジメントは極めて複雑

になるだろうということは全く疑問の余地がありません。エルサレムの人口配分からいって、イ

スラエル人もパレスチナ人も混在しています。ですから、合意されるアレンジメントがどのよう

なものであれ、必ず国際的な要素が入っていないと機能しない。 

 

それからバリアと呼んでいますが、フェンスなど壁の表現としては色々な言葉が使われています

が、おそらくこの遮断壁はバリアというのがいちばんいいと思います。テロリストの流入を防ぐ

ためということでこの分離壁が使われているわけですが、治安の手段として分離壁を使うという

ことは何も新しい考えではありません。イギリスの古いことわざでも「フェンスは善き隣人をつ

くる」と、高い垣根が。 

 

いま、国境線については二者間の合意がありません。ですから、この分離壁の場所についても合

意はされていません。一旦、境界線について合意ができれば、それでも治安のために壁は必要だ

と。おそらくそうでしょう。合意が結ばれた直後には相互信頼はない。そうすると、この壁は新

しい境界線のところに移動することになります。 

 

この分離壁は、実際には色々な理由から移動しています。つまり固定されていて動かせない壁で

はないということです。それから合意の前提、イスラエルとパレスチナの合意の前提ですが、タ

バから 10 年たっています。そして色々な合意に関しては、色々なことがなされました。二者間

の交渉の中で色々なことがなされてきましたし、またオルメルト前首相とアッバス大統領の間で

も色々と交渉はなされました。 
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私の意見では相当前進があったと思いますが、それでももちろん合意が達成されてはいません。

それから非政府のイニシアティブもあります。私もかかわったものがあります。いわゆるジュネ

ーブ合意の治安部分については、相当部分を私が書いたわけですが、私にとってはジュネーブ合

意が終局の合意とはいえませんが、しかしジュネーブ合意をサポートできないとしても、ジュネ

ーブ合意というのは、クリントンの提案やタバ、それからオルメルト政権下での交渉の結果とは

そう遠くないものだと思っています。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：手短にお願いします。 

 

江崎智絵（中東調査会）：和平プロセスの再開というところですが、出発点、毎回和平プロセス

が再開されるたびに、どこを前提とするのかということで、交渉が始まる前からイスラエルとパ

レスチナが戦っているということが、たびたび見受けられてきたと思います。 

 

ブロム将軍がおっしゃったように、オスロ合意と締結から 20 年近く経ちましたが、その中でや

はりかなりの部分、和平案というものは、オプションといったほうがいいかもしれませんが、出

尽くした感があります。ですから、イスラエルとパレスチナお互いに現実的な解決策は、少なく

とも具体的な方策という意味であるわけです。 

 

私自身振り返ると、最も和平に近づいたことが何度かあったと思うのですが、やはり初の本格的

な最終地位交渉が実施された 2000 年のキャンプデービッド交渉、そしてその後当時のアメリカ

大統領であったクリントンが提示したクリントンパラメータ、そしてそれに基づいて実施された

2001 年 1 月のタバ交渉、このタバ交渉の結果が非公式文書とはされていますが、当時の EU の外

相にあたるポジションにいたモラディノスによってまとめられています。 

 

このモラディノス文書の内容は、かなり詰められた協議の結果だったと感じており、もし両者が

ここに戻れるのであれば、非常に和平合意の締結に向けても期待が高まるのではないかという個

人的な印象を抱いています。 

 

それから、国際社会のかかわりの前に話されていたハマスをめぐる位置付けですが、個人的に面

白いと思って見ているのは、ハマスが現実的になればなるほど、どうしても内部の亀裂が浮かび

上がってくるということです。 
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例えば 2008 年末からイスラエルのガザ攻撃が始まりましたら、そのガザ攻撃の一方的停戦をめ

ぐってガザのハマス指導部と、それからダマスカスにいるハマス指導部との間でタイミングをめ

ぐる意見の違いが発生したといわれています。 

 

やはりガザの指導部のほうはガザに住んでおり、人々の状況をより身近に見ているということで、

どうしても現実的にならざるを得ないのであろうと思います。一方、その点からするとダマスカ

スの指導部は、原則に固執してしまう傾向があるように思われます。 

 

ハマスとしては 2006 年の選挙で勝利を収め、そして国際社会、カルテットから和平交渉に向け

た自身の立場というものを明示するように求められたわけですが、それ以降おそらくハマス内部

でも、もちろんファタハとの関係でもそうですし、ファタハとの関係が合意にいたれば、その次

はやはりどうしても和平政策、もちろんそれは並行したプロセスかもしれませんが、和平政策と

いうものをハマス自身が提示しなければいけない段階にきているのだろうと思います。ですから

簡単に締めくくると、今後、ハマス内部のパワーバランスにも注目していきたいということです。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：ありがとうございました。順番にいきますので、次は

アサフさんに簡単にコメントをお願いしたいと思います。 

 

アサフ・ダビデ：私からは 1 点だけ、私が触れなかった点があります。イスラエルの政治、それ

からオスロ合意に反対する政府内の人々を含めるかどうかということですが、ひとつ重要な区別

として覚えておかなければならないのは、イスラエルとパレスチナの政治の違いとして、イスラ

エルには中央政府があるということです。 

 

オスロ合意の反対者は軍隊ではない。軍部ではないということです。イスラエルの政治に関して

いえば、オスロの反対者の影響力は軍部にはないということです。軍部において、これは政府の

命令を実施するということです。ただこれはパレスチナには当てはまりません。パレスチナの政

治状況こそがイスラエルが対パレスチナで持っている問題であるわけです。すなわちパレスチナ

の政治状況がイスラエルとは随分違うということなのです。 

 

アムジャド・アル・ダジャーニー：はい。ハマスについて、ひとつだけ追加したいと思います。

2009 年のことです。ガザにおいて新しいアルサドルイスラムという急進派のグループが出現しま

した。このグループは、アルカイダのイデオロギーを擁護するものです。 
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こんなことがあれば、ハマスとこのアンサール・アル＝イスラームの間で何が起こったか、想像

するのは難しくありません。ハマスにとって、ハマスの拠って立つところ、それからどこへ行こ

うとするかを知ることは非常に重要です。ハマスというのは直接的にアルサドルイスラムと対立

したわけで、そのグループをせん滅しました。先月のことです。 

 

なぜかというと、ハマスの観点からいうと、彼らは反イスラム主義を擁護していなかったという

点にあるわけです。アルカイダの考えのみ擁護したからということです。彼らが心配していたイ

デオロギーというのは、パレスチナの国家樹立という点です。これがひとつの重要な指標であっ

て、ハマスの性格を表していると思います。 

 

アルサドルイスラムもイスラムのグループでした。しかし双方の間に非常に厳しい対立があった

ということは、ひとつはナショナリストだということです。宗教的なナショナリストのパーティ

だということです。 

 

もう一方は、反イスラム主義だったわけです。この二つは共存できなかったということです。こ

れをとってもわかるとおり、ハマスをアルカイダという観点から見られない。そうすると、ハマ

スがやっていることは理解できません。ハマスを見る時は、パレスチナの国家樹立や自決、その

他という観点から見なければいけません。ハマスが持っているのは、まさにそれだけだからです。 

 

もしそれができれば、適切にハマスに対してどういう風にアプローチをするかというやり方がわ

かろうというものです。忘れてならないのは、この点です。アルサドルイスラムとハマスの対立

が行ったということです。これを見ると、ハマスの性格や特徴がよくわかるという点です。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：それではオマルさんに、主としてインターナショナル

コミュニティの役割ということについてお話し願います。 

 

オマル・ダジャーニー（パシフィック大学教授）：ありがとうございます。私は国際社会の役割

について、いくつかその他のコメントのコンテクストの中で申し上げたいと思います。 

 

アムジャッドさんのおっしゃったことは正しいと思うのですが、マフムッド・ザッハールが今週

言ったことを申し上げたいと思います。攻撃をイスラエルに対して続けるというのは、ハマスに

対する反乱であると言ったわけです。すなわち規律を持とうとしているわけです。自らの管轄下

にあるものを内部で取り締まろうとしているわけです。 
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アサフさんがおっしゃったことは正しいわけで、これまでの構造を見る限り、軍部を持った政党

が存在すること。それがパレスチナ PA の正規軍とは別にある。これはイスラエルから見ても、

パレスチナから見ても問題であり、必要なのは、これらの非正規軍を単一の指揮の下にまとめあ

げることだと思います。これを申し上げた上で、江崎さんが指摘された点は正しいと思うのです

が、ファタハとハマスの和解によってハマス内部に分裂が入る。それを予期しておくべきです。

ハマスの内部でこう言う人がいるでしょう。ノーだと。 

 

その他のコンテクストでも見てきたわけですが、アイルランドの IRA もそうですが、グッドフラ

イデーには反対した。そして対立したわけです。英国とも対立し、シン・フェインとも対立した

のが IRA でした。それを考えると、こういった環境下で可能なこととしては、こういった人たち

を孤立化させることはできますが、ハマスのように影響力を持っているようなところを孤立化さ

せるのは非常に難しいと思います。 

 

前提条件について、多国籍のピースミッションについてですが、コンテクストとしてこれから先

どのように進むべきかという話をしたいと思います。率直に申し上げて、日本の皆様方、特に政

府に対してアドボカシーになると思います。 

 

先ほどスクリーンでお見せしたビジョンは、あまりにも野心的に見えたかもしれません。非常に

難しい状況がある。パネリストの先生方も全ておっしゃったとおりです。しかしまた部分的にそ

れを追求していくこともできるし、時間をかけて達成することができることもあります。 

 

平和なる中東が、1 年、2 年のうちにはもう少し実現に近づいているかもしれないと国際社会に

思っていただきたいわけです。国際社会がパレスチナの不統一、分断を支持することはやめてほ

しい。米国、日本、EU その他が信号を出すべきです。明示だけでもいいし、公にしてもいいし、

または内示的にプライベートな外交ルートを通じてでもいいのですが、パレスチナの統一に対し

て反対はしていないということを言うべきです。ファタハに対してだけ、またはファタハとハマ

ス両方に対してこの信号を出すことが可能だと思います。 

 

2 番目に、地域的な治安の装置を作るということに関してですが、米国が非常に強力なポジショ

ンをとっていると思います。すなわち、正常化プロセスをいま始めるという必要性があるといっ

ています。米国はアラブ諸国に対して、外交的また経済的な連携を解放するようにと言っていま

す。 
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アメリカの努力は生産的だと思いますし、その他の国も努力をしていると思いますが、もっと生

産的なやり方としては、アラブ諸国から宣言をとりつければいいと思います。すなわち和平合意

の結論の後に、アラブ諸国はかなりの安全保障上の協力をするという宣言をとりつければいいと

思います。 

 

裏では、かなり戦略的な計画の余地があると思うので、戦略的な脅威に対して最も経験を有し、

対処の経験を持つ地域的な組織、NATO のようなところはかなり貢献できると思います。中東の

治安の装置、安全保障の装置がどういうかたちになるか、それを啓示的にどう構築していくかと

いうことに関しては、かなりの洞察力を持っているはずだと思います。貢献ができると思います。 

 

3 番目、質問が出た点ですが、日本は長年にわたって平和維持の経験を持っていらっしゃいます

が、国際的なミッションが成功するためには非常に周到な計画が必要だし、それも十分な事前の

準備が必要だということは御存知だと思います。 

 

1990 年代から現在まではあまりそれがなかったということです。すなわち重要な国際ミッション

がなぜ失敗したかということを、もっと分析すべきです。まず開始点としては、計画ミッション

をいま立てるべきだと思います。全ての要素を入れ込む必要はない。ただ、多国籍の平和実施ミ

ッションを平和条約が締結された後にどのように遂行するかという計画を立てるべきです。 

 

前提として、こういったプランニングミッションが必要です。平和条約が実際に署名されたら、

その後はどうするかということですが、ファタハとハマスの和解ということもひとつの前提です

が、この前提は非常に重要です。いかなる国際的な協定から見ても、西岸やガザに第三国で軍隊

が派遣されているところで、自らが標的になっていないということを知っていることは非常に重

要です。 

 

国際社会はこれから先、これまでやってきた以上に貢献が求められます。すなわちパレスチナ・

イスラエル和平の枠組みを明確化する必要があります。より広い枠組みとして、アラブ・イスラ

エルの和平の枠組みを作っていくわけですが、イスラエル・パレスチナの平和に限っていうと、

二国間の交渉がそれによって素晴らしい結果が得られるというところは既に過ぎてしまったと思

います。 

 

二国間の交渉は、究極的にはもちろんこのプロセスの不可欠な一部にはなりますが、ガイダンス

が必要ですし、それを強化するためには国際的なパラメータの明確化が必要だと思うわけです。

来月に起こるということは無理かもしれませんが、これから 6 カ月、12 カ月ほどの中でやってい
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かなければいけない。そうでなければ、これまで 2 年の中で打ち立てられた安全保障上の成果が

無になってしまうからです。パレスチナ領土からの完全撤退、ヨルダン峡谷また西岸におけるイ

スラエルが存在することがよくないと思うわけです。 

 

アムジャド・アル・ダジャーニー：もうひとつ、ハマスに関して申し上げたいと思います。パレ

スチナにとってハマスというのは、イスラエルにとってのリクード党と同じ意味となります。す

なわちアメリカの共和党と同じ位置を持っています。宗教的で非常に国粋主義的な、ティーパー

ティももちろん共和党にいま参加をしているわけですが、ファタハはパレスチナの人々にとって、

リベラルデモクラティックだと。米国でいえば、いわゆる民主党であり、イスラエルの労働党だ

と思います。そういう見方ができると思います。 

 

池田明史（司会）：ただいまの発言を最後として、このセッションを終わります。非常に刺激的

な興味深いパネルだったと思います。 
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第 2 パネル： 
イラクの宗派・⺠族対⽴の現状と解決 

 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授・司会）：第 2 パネルは、「イラクの宗派・民族対立の現状と解決」

というテーマで、講演とディスカッションを行っていきたいと思います。パネルの開始に先立ち、

1 点お詫びがあります。本日、パネルの講演者としてお願いしていた方のお一人、ノルウェー国

際問題研究所研究員のレイダ・フィセール氏が先週末に病気で体調を崩されてしまい、緊急に休

まなければいけないということで、大変残念ながら本会議に出席することができなくなりました。

そのため、代わりに私が簡単な講演を行うことにいたしました。 

 

レイダ・フィセール氏は、いま中東、特にイラクの南部、シーア派の政治動向について非常に多

くの論文や記事を書いておられる若手のイラク研究第一人者であり、私どもも来日を大変期待し

ておりましたが、残念ながら来られないということでお詫びを申し上げます。 

 

では本日の講演として、まず「イラクの宗派・民族対立の現状と解決」について御講演いただく

最初の講師を御紹介します。ファーリフ・アブドゥルジャッバール先生です。現在、ベイルート

にあるイラク研究所所長の所長をされておられます。 

 

ファーリフ・アブドゥルジャッバール氏は、早くは 80 年代から多くの著作・論文を発表されて

おり、イラク御出身の研究者ですが、その当時はイギリスのロンドン大学で教鞭をとるなどされ

ていました。その後、イラク戦争の前後には、アメリカやイギリス各地で行われている様々な学

問的な集まり、あるいは政策にかかわる集まりなどにも大変貴重な分析を行うということで招聘

された経験をお持ちで、イラク戦争の後はベイルートに御自身でイラク戦略研究所を設立され、

大変活発な研究活動を行っておられます。 

 

氏の著作には、イラクのシーア派のイスラム運動に関して大変緻密な分析を行った本があるほか、

サーキーというロンドンの出版社から多くの編著を出しておられます。その意味で私が見る限り

では、いま世界のイラクに関する研究者の中では最も詳しく、最も優れた分析をされる研究者で

あると思っております。それでは最初に、ファーリフ・アブドゥルジャッバール先生に 20 分強

のお話をいただきたいと思います。それでは、よろしくお願いいたします。 
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第 1 講演 
 

ファーリフ・アブドゥルジャッバール 
ベイルート・イラク研究所所長 

 

私は、イラクにおける国家建設について申し上げます。背景的なことをまず申し上げますが、そ

の後で、現況に焦点を絞っていきたいと思います。背景を申し上げる前に、まず明確にしたいい

くつかの概念があります。 

 

一つは、国民国家というのは木になるものではないということです。自然に発生するものではな

いのです。ですから自然な国家と人為的な国家という区別はないわけです。国家というのは建設

され、再建設され、それが何度も繰り返されるものなのです。 

 

国によっては他よりも早く形成されたものもあります。そうした国は、長期間存在しているので、

自らを自然な国家だと思うわけです。また、そのような国の人々は、新しい国を人為的な国家だ

と思ってしまうわけです。しかし、私はそういう考え方には賛成できません。 

 

全ての国民国家は人間が建設するものです。特定のある時期に、社会の発展段階のある時期に国

をつくるわけです。この段階とは産業化の段階です。産業化以前には「国民」はありませんでし

た。帝国はあったし、細分化した封建領土もありました。部族の領土や都市国家などはありまし

たが、国民国家というものはなかったのです。 

 

クルド語やアラビア語、トルコ語や日本語といった言語は、もちろん産業化以前から存在してき

ました。しかし、言葉集団は国民国家とイコールではない。言葉というのは文化的な媒介物です。 

 

二つ目の概念は、全ての国家が建設されるためには、三つの基本的要素が必要だということです。

一つは物質的なネットワークです。このネットワークが社会の各断片をつなぐのです。ネットワ

ークとは、鉄道であり、電信であり、ラジオ放送網です。現在では、テレビ放送網やインターネ

ットもそうです。少なくとも電信と鉄道が無ければ、相互に隔たった各地域をつなぐことはでき

ないのです。こうしたネットワークが、国家主体の物質的な組織となります。それは、商業や経

済を通して形成されます。 
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二つ目の要素は、文化的結束のネットワークと組織です。つまり、言語や教育制度、歌、文学、

新聞などです。 

 

三つ目の要素は、前述の二つの要素を統合する頂点にあって、それらをまとめ上げる政治制度で

す。これら三つの要素のどれが欠けても、その国民意識や国民国家は弱体なものになってしまい

ます。 

 

全ての中東の国々は、そのほとんどが若い国家です。建国 50 年、あるいは 30 年という国々です。

イラクもその一つです。建国100周年を迎えるためには、あと10年ほど待たなければなりません。

また、アラブ人が中東地域にそれぞれ自分の国を持っているのに対して、クルド人には自らの国

家がありません。 

 

イラクは、第一次大戦後に出現した新しい国家の一つです。第一次世界大戦以前、イラクには、

オスマン朝が築いたもの以外に、地域を統合する物質的ネットワークは無かったし、文化的結束

などもなかったのです。そうしたネットワークは、第一次世界大戦後に徐々に形成されていきま

した。しかし、政治的な秩序はありました。それは、非常に中央集権的なものでした。これは、

中央集権的な英国の機構、いわゆるウエストミンスター・システムにのっとって織り上げられた

ものです。 

 

イラクというのは、オスマン朝の統治下においては、一つの行政単位で、国家ではありませんで

した。この行政単位から国家を作る際の問題の一つを、1921 年に初代イラク国王に即位したファ

イサル 1世の自伝に読むことができます。ファイサル 1世は当時のイラク社会を見て、イラクの

人々はいかなる国民意識も持っていないと言ったのです。 

 

国家を構成する要素としてあったのは、オスマン朝が作り上げた行政実態しかありませんでした。

しかし、こうしたことは、他の多くの国にも当てはまります。イラクが特異だったわけでも、イ

ラクの特異性というわけでもありません。世界中の途上国に、このようなことが見られます。イ

ラクの建国に際して、まず政治的秩序があり、物質的なネットワークと文化的なネットワークを

後から作り上げていかなければなりませんでした。君主制は、ある程度の困難はありましたが、

何とかそれをなし得たと思います。しかし、クルド人とトルクメン人はイラクの建国に反対しま

した。クルド人には、自分たちの民族主義がありました。クルド民族主義は、スレイマーニーヤ

に拠点を置いていましたが、スレイマーニーヤは、「イラクのクルディスタン」と呼ばれるように

なるクルド諸部族が暮らす地域からは離れていました。イラク民族主義というものを形成してい

ったのは、シーア派とスンナ派のアラブ人たちでした。この民族主義は、対抗的な民族主義です。
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この民族主義は、英国の占領以前には存在せず、英国の占領への対抗として生まれたのです。つ

まり、ある種の対抗型の民族主義だったのです。そして、このイラクという領域国家内部の様々

な断片的要素をまとめ上げ、一つの体制に統合するように手配したのは英国でした。こうして形

成されたイラクという領域において、シーア派アラブ人とスンナ派アラブ人の同盟がイラク民族

主義の土台となりました。イラクの領土に住んでいる住民全ての民族主義ではなく、アラブだけ

の民族主義だったわけです。この点を理解するために、イランの例を見てみましょう。イランの

シーア主義は、一つの文化的指標として、そして、イラン民族主義の一要素として、アゼルバイ

ジャン人、ペルシア人、アラブ人などをそこに織り込む文化的織布です。イラン民族主義は、ペ

ルシア民族主義でもアゼルバイジャン民族主義でもありません。それは、イラン全ての民族主義

なのです。一方、イラクにおいては、英国の占領に反対する 1920 年革命の過程で、バグダードに

おいてスンナ派－シーア派同盟と呼ばれるものが案出されました。この同盟は、バグダードにお

けるスンナ派の商人集団とシーア派の商人集団が、ジャアファル・アブドゥッラフマーンの指導

によって案出したものです。 

 

この同盟関係が、イラク民族主義の基礎となったのです。同時に、英国・イラク条約に則って、

クルド人は国民国家イラクのなかで文化的自治権を持つことになりました。キリスト教徒とユダ

ヤ教徒の権利も認められました。オスマン朝は、ミッレト制によって、それぞれの宗教共同体の

権利を認め、自治を行い代表を選出することを許してきました。最初のイラク議会には、90 議席

中の 2議席がユダヤ教徒に、同じく 2議席がキリスト教徒に充てられていました。もっとも、彼

らは「キリスト教徒」「ユダヤ教徒」と呼ばれていたわけではなく、キリスト教徒は「ナザレ人」

と、ユダヤ教徒は預言者モーセにちなんで「モーセ人」と呼ばれていたのですが。このように、

イラクという新生国家は、まず政治体制が最初に作られ、建国当初、様々な要素を一つの国民国

家にまとめ上げるものは何もなかったのです。しかし、私が考えるに、君主制が国民国家の建設

に取り組み、イラク民族主義を鼓舞しました。この試みは、君主制政治体制のリベラルな性質の

おかげで上手くいきました。他の体制では上手くいかなかったでしょう。また、国家が全ての土

地を所有し、それらの土地を部族のシャイフ（指導者）たちやその他の様々な社会集団に分配し

たことも、それまで見られなかった近代的な土地所有形態を作り出すことに貢献しました。前近

代には土地の個人所有という制度はなく、これはフランス革命の後で新たに作り出されたもので

す。このように国が創設されたわけです。 

 

実際、近代以前の国家では、国家によって相続を許されたり取り上げられたりする封建的称号が

あり、そうした封建的称号は、軍役奉仕と引き替えに様々な家系に与えられていました。近代的

な土地所有制度が作られたことによって、土地所有者という新しい階級が形成されました。この

階級の内容を調べてみると、48 パーセントがシーア派の土地所有者であり、20 パーセントがクル
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ド人、6 パーセントがスンナ派アラブ人となります。その他にキリスト教徒やアッシリア人の土

地所有者、トルクメン人の土地所有者もいました。この比率が、イラク社会全体の人口構成と良

く比例していることは、驚くばかりです。この土地所有者という社会階級が君主制を支え、政治

制度は彼らの利益を代表していました。政治的な制度にも彼らは代表を送りました。この社会階

級が、まだ工業社会になっておらず、農業社会であった、当時のイラクの経済資産、すなわち土

地を掌握していたのです。当時のイラクは、産油国ではありませんでした。1940 年代に君主制が

破綻していくまで、これらの様々な土地所有者集団に対して、経済参加、政治参加、文化的自治、

それら全てを保証していたのは君主制だったのです。 

 

君主制の後半は、国家建設の中で最善の時だったと思います。イラクの歴史全体を振り返っても、

そこがベストな時期だったと思います。この時期の政治的な文献を探ってみると分かるのですが、

いくらかのシーアは当時ナハバ党というものを作りました。この政党が、シーアというのはコミ

ュニティベースのグループが主流派なのだから、過半数なのだから、民主制度というのは過半数

に基づくものだから、いまでもそういう考え方に基づいて我々はやっているわけですが、だから

シーアが支配者になるべきだと考えたわけです。 

 

もうひとつ、シーアの中での政治的な傾向としてあったのは、言ったわけですが、いや、そうで

はないと言いました。我々は皆イラク人だと。そういうわけでナショナリスト党というものを作

りました。これは愛国党にあたります。この愛国党が勝った。そして宗派に基づいた党が選挙で

負けたわけです。 

 

なぜ、宗派に基づく議論をしているか。1930 年代、1940 年代、1950 年代、うまくいかなかった。

なぜそうなのか。ところが、いまは宗派主義が成功しているのはなぜなのか。シーアの中の愛国

党が当時はうまくいったのに、なぜいま当時ほど強力でないのか。大きな疑問です。クルドの問

題は少し横に置いています。それが重要でないというわけではありませんが。それについてはま

たのちほど、討論の時にクルドの話をします。 

 

では一体何が起こったかというと、軍事政権の成功、これは後に起こったことですが、議会が廃

止されました。議会は二院制で、上院には部族の族長や貴族階級、聖職者その他が入っておりま

した。 

 

さて下院の構成員は主に土地所有者でしたが、イラクの社会を反映したかたちになっていました。

半分が農村の人々、半分が都市部の人です。全ての地区が代表を送っていました。 
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イラクのシステムでは、その時たくさんの選挙が君主制の下で行われ、驚くべきことにクルドの

議員が圧勝しました。クルド以外の地域でもクルドが勝った。シーアがスンニの地域で勝った。

スンニの候補がシーア地域で勝つということがあったわけです。つまり愛国主義、イラクはひと

つのユニットであると。全てのグループに対して開放的なシステムであるという考え方が受け入

れられていたわけです。そし実践されていたわけです。 

 

君主制の下で、また違う話になってきました。軍部は歴史的に言って、その組織はオットマンが

ファイサル 1 世の下に集まって作ったものです。オットマン帝国は行政や軍部をシーアには解放

しなかった。シーアは商人クラス、または地主のセクターでしたが、指導者たちは代表制を持っ

ていなかった時に、緊密なグループを作った。それは家族や部族の集団から人を集めたわけです。

また自分の住んでいるところで友人や縁者をまわりに置いて、自らを守った。これはサダム・フ

セインもしたことです。代表制はこのようなかたちをするということで、国家樹立の運営の方法

を破壊してしまう。政治的な代表制を破壊してしまうということになります。それが第 1点です。 

 

第 2 点は、イラクの経済は様々な農地改革の後で、農業経済にも産業経済にもならなかった。石

油に過度に依存してきました。石油に依存した国家であったわけで、どういうことかというと石

油こそが主要な経済資産であった。政府がこの資産をコントロールする。こういった経済力は社

会がコントロールするものではなく、政府が牛耳っているものであった。 

 

人々が税金を政府に払う。そして政府の責任を問うのではなく、全く逆の方向でした。政府が社

会的な関係やグループにお金を支払うことによって、忠誠心を買い上げたということになります。

政治体制がこういった閉鎖的なものになっていたわけで、ほんの一握りの軍部の人たちの手に握

られていた。そうすると経済資産もやはりこういった同じグループにコントロールされていまし

た。市場経済は存在しなかった。 

 

そういうことで、政治的な独占体制に加えて経済的な独占体制もありました。このことによって、

社会の様々なセグメントに圧力がかかったということです。これがイラクのシステムの問題です。

我々がいま対処している問題はここにあるわけです。これは間接的な迂回的な方法ではあります

が。 

 

また追加して申し上げたいのは、国が政治を牛耳って、経済を牛耳っているだけでなく、文化的

な分野でも牛耳っていたわけです。歴史を書くにしても、どの言語を使うか。どんな理論が許さ

れ、あるいは許されないか。全て政府が牛耳っていました。 
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バース党の下で、習慣的に歴史を教える時には、大統領が言うとおりの歴史を教えていました。

哲学の中でも、美学としてはバース党の美学というものがあったわけで、文学その他、科学とし

てではなく、バース党が何をよしとするかということに沿って教えられていたわけです。大学で

もそういう風に教えられていました。 

 

こういったヘゲモニーがあったので、国の亀裂が深まったということです。ことわざがあります

が、亀裂というのは階級戦争になる。例えば労働者や中流・上流階級があり、資産も教育も健康

状態も違うと階級戦争になってしまうといいます。 

 

例えば、地域が代理戦争をする。地域間の格差はヨーロッパやイラクの歴史、近隣諸国の歴史を

見てもわかるとおりですが、階級の分断よりもさらに危険な状態です。地区や州が、いってみれ

ば民族または宗教上、コミュニティ上のある特定の特性を持っていると、州や地区の間の不平等

は民族間、宗教間のコミュニティグループ間の不平等と見なされてしまうということなのです。 

 

過去において、40 年代、50 年代、60 年代、こういった不平等が表れて軍政下で強化されました。

1958 年、共和制がしかれてからそうなってきました。サダムが 2003 年にコントロールを得るま

でです。60 年代、70 年代においては、思想に基づいた政治が行われていました。階級対階級の対

立がありました。ほとんどのシーア派は共産党を信奉しました。50 年代、そして封建領主と戦っ

たわけです。 

 

さて、70 年代にイスラムが台頭しました。イスラムは定義上、イデオロギーではなくアイデンテ

ィティの政治に基づくものです。また定義上、宗派主義です。イスラム世界は横断的にそうです。

定義上、宗派主義です。そうでないという色々な見せかけはあろうとも、実際はそうです。 

 

この二つのことによって、イデオロギーからアイデンティティの政治にシフトしたわけです。そ

れはアメリカの侵攻の時に起こりました。1990 年代に起こりました。アメリカ軍がイラクに侵攻

した時に、どんなことになるか全く見当がついていなかったわけです。イラクの現状については、

またのちほどお話しします。 

 

アイデンティティの政治は二つのことを意味します。まずグループは宗派によって、宗教によっ

て定義されます。政治は政治力なのですが、こういったアイデンティティに基づく政治というの

はイラクだけのものではなく、グローバルな現象となりました。 
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よく理解するためには、旧ソ連を見てみましょう。公式のレーニン主義は、イデオロギーがちょ

う落した時に支配階級のエリートたちはナショナリズムを信奉しました。これは旧ソ連の話です

が、こういったエリートたちが崩壊した時に経済資産が分配され、その時に民族的なアイデンテ

ィティベースの戦争がその地域全体に広がりました。 

 

ナゴルノカラバフもそのひとつですし、チェチェンもそうです。あとは旧ユーゴスラビアなども

そうです。イラクにおいてはバース党、アラブの社会主義イデオロギーがちょう落した時に、そ

の代わりに出てきたのが部族主義と宗教の二つです。 

 

サダムは侵攻の運動を始め、部族を再興しようとしたわけです。そのシステムがアメリカ軍の侵

攻の後、崩壊した時に、二つの勢力が台頭したわけです。二つの勢力が影響力を行使したわけで

すが、第一段階で部族は政府からの資金に深く依存していました。宗教は政府からのお金ではな

く民衆からのお金に依存していたわけです。 

 

ただ政府の締めつけがあまりにもきつく、資金を集めることができなかったということで、フセ

インがいなくなって部族が駄目になり、宗教が力を増したという結果になりました。アイデンテ

ィティの政治とイスラム化が起こって、政治的な文化が変わってしまったので、これらを全て集

めると、その結果はイスラミズム、それはイコール、アイデンティティ政治です。 

 

アイデンティティ政治というのは宗派または宗教ということになります。地域の間の戦争、グル

ープの間の戦争というのは、世界中のその他の戦争と同じく権力を求めて、経済的な資産を求め

て行われたわけです。単純な話です。しかし、これからまたのちほど申し上げますが、アラブも、

スンニも、トルクメンも、シーアも、クルドも単一の主体ではない。これは社会ですから、様々

な社会グループが混在しているわけです。色々なイデオロギーも入っています。 

 

家族ベースの組織もあります。これは宗派の見解にも適用されます。シーアやスンニがひとつの

一枚板のグループだと思うのは全く神話であり、間違いです。2003 年から 2005 年に、なぜアイ

デンティティ政治がこれほどの弾みをつけたのか。これは政治的な手段として力をつけたわけで

すが、それについてはあとでまた話をします。 

 

政治の宗派主義について話したいと思います。社会的な、文化的な宗派主義、色々な形態の宗派

主義がありますが、政治的な宗派主義について話をしたいと思います。これが 2003 年から 2005

年の間に力を得たわけです。その後、全ての分断、亀裂、これは全てのグループに適用されるも



63 

のですが、この断裂がさらに再活性化されたわけです。政治的な秩序が再構築された時に、この

亀裂がまた出てきたということです。のちほど、また詳しく討論の時にお話をしたいと思います。 
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第 2 講演 
 

酒井啓⼦ 
東京外国語大学教授 

 

どうもありがとうございました。大変包括的な講演で、イラクの現在の宗派対立、民族対立とい

うものに我々はつい目を向けがちですが、その背景にあるイラクの歴史的背景、あるいは最後に

強調されていましたが、宗派集団といったようなものがそれそのものとして存在するのではなく、

それがいかに政治化されるか。政治的な宗派集団として作られていったかということは、まさに

政治的な環境の中での問題であるという論点は、おそらく本日ここに登壇しているパネリストた

ちの間で広く共有されるものと思います。 

 

先生が非常に comprehensive に議論されましたので、私はさきほど申し上げたように、もう一人

の講演者であるレイダ・フィセール氏の代わりに何か話すように言われておりますが、正直いま

先生のお話で論点はかなり明瞭に出ていると思います。 

 

ただ時間の関係で、先生が最近の動向について後で議論されますが、十分に御議論できなかった

ところがありますので、私はある意味では補足といいますか、別の観点から少し情報、議論の材

料を投げかけさせていただくというかたちで簡単に 10～15 分ほど報告したいと思います。 

 

イラクの宗派対立あるいは民族対立という議論をする際に、いまも問題であるということで指摘

がありましたが、もともと宗派集団が過去から現在にいたるまで変わらず存在したわけではない

という問題は、これまで私は色々なところで指摘してきたかと思います。 

 

今日、私が問題にしたいのは、そうした宗派主義の宗派的な集団がそれぞれ別個に併存して分断

されて存在しているということではないのだということを指摘するとともに、それが欧米諸国あ

るいは日本において地理的な概念と混同されて議論されている問題を指摘したいと思います。 

 

すなわちしばしばあるように、こちらの地図がよく示されていますが、北部の 3 州を中心として

クルド民族が住み、そして中部・西部はスンニ派の地域で、そして南部がシーア派の地域である

と。イラクというのはこのように宗派、民族に基づいて三つの地域によって成り立っている。そ

してその三つの地域は対立しあっているので共存しにくいというような議論が一般的になされて

きたと思います。 
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またこの時に、南部はシーア派の地域、中部はスンニ派の地域というような言い方をすることに

よって、あたかも南部はシーア派という宗派、宗教的な方向性によってまとまり、そして中部の

スンニ派はスンニ派という宗教的な要因によってまとまっているという風に見られがちだと思い

ます。 

 

だからこそイラクの領土的な一体性を守ろうというような話が出てきた時に、中部・西部をスン

ニ派に代表させ、南部をシーア派に代表させて和解などを行うというような議論になるわけです。

私はこうした議論、枠組みが大変短絡化されたものであって、宗派を地域と同一視するというこ

とはむしろ危険ではないかという風に考えています。 

 

ここまで言うと、しかしながら実際の政治状況を見たらどうなのだとよく反論されます。例えば

これが 2010 年 3 月、今年の 3 月に実施された選挙の結果を示す表です。御存知のようにイラク

では、実際にはクルドを含めて四つの選挙ブロックがほぼ拮抗するような状態で議席を獲得し、

それゆえに連立が難しく、7 カ月半たったいまもまだ政権ができないという状況になっているわ

けです。 

 

そのクルドを除く三つの政党がどこで議席を獲得したのかということを見ると、バグダッドは全

ての宗派、全ての民族が共存する地域で、大票田ですので、バグダッドである程度のシェア、こ

の紫色のところはバグダッドでの議席獲得ですが、それは皆同じようにそれぞれの政党が確保し

ているわけです。この上のイラク国民同盟、これはハキーム ISCI と呼ばれるハキームのグルー

プが中心となったいわゆるシーア派の政治連合です。そしてこちらがいまの首相であるマーリキ

ー首相が率いる法治国家連合です。 

 

この二大政党連合に関しては、これを見てもおわかりのように、南部において専ら多くの議席を

獲得しています。そしてもうひとつのイラキーヤというアラウィ元首相が率いる宗派横断的な政

党連合ということで、議席数としては一番多くとったわけですが、いまのところ第一与党として

組閣ができていないという政党です。このイラキーヤは、北部・中部地方での議席獲得が非常に

多くなっています。 

 

これをとらえてしばしばメディアなどで語られるのは、イラク国民同盟と法治国家同盟はシーア

派で、だから南部を票田にするのであると。そして一方、イラキーヤは超宗派的な政党であると

いいつつ実質的にはスンニ派がそこに代表されていて、だからスンニ派が多く住む中部・北部の

地域でほとんど議席を獲得しているのである。 
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すなわち、このように既に政治状況においては、南部シーア派はイラク国民同盟と法治国家同盟

に代表制を見つけ、そして中部・西部のスンニ派はイラキーヤに代表制を求めている。実際に、

そのように宗派別に投票や政治行動が確立しているのだと指摘されることがしばしばあります。 

 

それに対して私が本日申し上げたいのは、たしかにシーア派地域、南部においてはある程度シー

ア派の動員ネットワークと地域性といったものが合致した比較的均質な投票行動パターンが見ら

れるといっていいかもしれない。しかしスンニ派の地域、中部・北部の県では必ずしもそのよう

なスンニ派に基づいてまとまるというような投票行動は、この2010年にいたるまで見られない。 

 

2010 年に多少なりとも同じような投票行動が中部・北部の県で見られてはいるのですが、今日の

御報告はそれが実は内実を見るとかなりばらばらであって、むしろ県別あるいは地域別に政党に

対する支持傾向は相当違っているということを申し上げたいと思います。 

 

こちらは実は 2005 年、イラクではこれまでに 3 回の選挙があり、2005 年 1 月、12 月、そして

今年 3 月と国政選挙としては 3 回行われています。そしてこの表がどういうものかというと、南

部の各県の投票の票の割れ方をグラフにしたものです。細かい話をしている余裕はないので、こ

こで皆さんに見ていただきたいのは、いかに各県が似たような結果を出しているかということだ

けを把握していただきたいと思います。 

 

この 9 県が南部の県です。こちらが 2005 年 1 月の結果です。こちらが同じ 9 県において、2005

年 12 月に行われた結果です。そして、これが今年 3 月に行われた結果です。これを見ていただ

くとおわかりのように、ほとんど全ての県で似たような分布を示しています。 

 

ですから南部に関しては、ある意味では選挙制度が導入された時から有権者の投票する政党の選

び方というものが、どの県もかなり似通っているということがいえるわけです。 

 

その一方で、今度はさきほど言ったスンニ派地域と呼ばれる中部・北部の県を見てみます。中部・

北部の県は五つ挙げています。県によって人口構成も相当違います。例えば住人のほぼ 100％が

スンニ派であるといわれるようなアンバール県やサラーハッディーン県に比べてクルドやシーア

派の居住が多いディヤラ県、クルドといままさに係争地となっているニネベ県などもとりあえず

ここでは含めていますが、こうしたスンニ派地域の五つの県の投票結果を見ると、色ですぐにお

わかりのように、こちらが 2005 年 1 月、そして 2005 年 12 月ですが、色の構成が大きく違って

います。それぞれの県でかなり違っています。 
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唯一、2010 年の 3 月において初めて水色の部分がさきほど言ったイラキーヤの票、議席にあた

るわけですが、その意味では 2010 年 3 月になって初めてイラキーヤが 5 県全てにおいて過半数

の議席をとる。その意味で、スンニ派はイラキーヤに代表されているというような言い方がされ

てきているということです。 

 

それではさきほど申し上げたように、では本当に 2005 年 3 月にスンニ派がまとまって、イラキ

ーヤにひとつのスンニ派という共通点の下にまとまっていったのかということを次に議論したい

と思います。 

 

イラキーヤが存在する前に、スンニ派地域の政治行動を 2003 年以降見てみると、いくつかの段

階に分かれます。最初はスンニ派が政治参加をボイコットしていた時期です。2005 年 1 月に第 1

回国政選挙が行われたわけですが、その時にはスンニ派系の政治家や政党は選挙をボイコットし

ました。ですから、ここでは全くスンニ派の代表制というものが強く見られなかったわけです。 

 

それが 2005 年 12 月の選挙において、初めてスンニ派の政党が選挙に参加します。そこで中心に

なったのがイラク・イスラム党という政党です。ある意味では、このイラク・イスラム党は党と

してはっきりとスンニ派であること、スンニ性というものを強く打ち出した。イラク・イスラム

党自体がある意味ではイスラム政党であるという風にいえるので、スンニ派性を非常に強く打ち

出したかたちで議席の獲得に乗り出します。 

 

しかしこのイラク・イスラム党は、さきほど言ったように南部でシーア派の政党が獲得したほど

票数を獲得することができません。さきほどの中部・北部でどのような選挙結果になったかとい

うことを見ていただくとわかりますが、この中央のところが 2005 年 12 月の各県の選挙結果です

が、イラク・イスラム党が占めているのはこの黄色い部分です。 

 

たしかに過半数を占めた県もいくつかありますが、その獲得状況はかなりばらつきがあります。

すなわちイラク・イスラム党はスンニ派性ということを強く打ち出しながら、いわゆるスンニ派

地域全体を統合するような支持を得られなかったといえるわけです。 

 

逆にイラク・イスラム党は、スンニ派の地域から「地域のソーシャルサービスにイラク・イスラ

ム党は失敗した」といわれた。地域の貢献、地域の要望に対してそれを実現することが出来ない

政党であったという風に、多くのところで非難を受けております。 
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それに対して 2008 年、2009 年頃からですが、むしろ北部のニネベ県、あるいは西部のアンバー

ル県で地域政党ともいえるような政党が台頭してきます。ニネベ県においては、よく出てきます

がハドバという政党が台頭し、そしてアンバール県ではアメリカが中心にサポートしましたが、

いわゆる覚醒評議会といったような組織が出て、むしろスンニ派としてまとまって何か行動をす

るというイスラム党よりも、こうした各県に地盤を持つ地域政党が台頭するという状況が生まれ

ます。 

 

そしてその状況を受けて、これがさきほど申し上げたイラク・イスラム党の投票状況です。これ

がいま御説明した各県で地方政党が出てきたということの御説明のために作った表ですが、なか

なかわかりにくいと思います。これは 2009 年 1 月の地方選挙の結果ですが、これがニネベ県で

すが、過半数を占めているのがさきほど言ったハドバ政党といったものであるとか、アンバール

県においてはイラクナショナルプライミングという他ではほとんど票をとっていないような地域

政党が中心になっているということです。 

 

それをふまえて、ではこの 2010 年 3 月の選挙結果を見るとどうかというと、この中央のところ

の 5 県が中部・北部の選挙結果です。さきほど申し上げたように、この青いところがイラキーヤ

のとった政党で、イラキーヤがなぜここまでスンニ派地域全体に議席を獲得することができたの

かということを見ていきたいと思います。 

 

ここからはハンドアウトのほうのグラフを見ていただきたいのですが、ハンドアウトの 3 ページ

目に、実際にイラキーヤでどういう人たちが選挙に勝っているかということを簡単に、主だった

人たちをピックアップした表があります。 

 

それを見ていただくとわかるのですが、かなり色々な要因、色々な勢力をテンポラリーに組み合

わせたようなもの、それがイラキーヤのリストであったといえます。 

 

いくつかの傾向がありますが、例えばタリク・ハシミのような既にスンニの派の政治家として中

央政権で活躍しているような人がイラキーヤに入っているということもひとつの勝因であったと

思いますが、私がここで注目するのは、さきほど申し上げた 2009 年の地方選挙で台頭してきた

ような地域政党、あるいは地域政党まではいかないけれども、地域に基盤を持つ政治家をイラク・

リストが取り込むことによって、一定の票を獲得したということがいえると思います。 

 

そこで、特に注目されるのがさきほどのハドバ・パーティやアンバール県における部族勢力とい

った、まさに地域での活動基盤を持つ人々が中心になっているということです。 
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ここで面白いのは、イラク・リストがいずれの県においてもある一定のスンニ派票をとっている

わけなのですが、その基盤が北部のニネベ県およびアンバール県と、東部のサラーハッディーン

県やディヤラ県とではかなり違っているということです。 

 

一言で言ってしまえば、ニネベ県およびアンバール県はどういう人たちが選挙に勝っているかと

いうと、部族的なバックグラウンドを持つ人々、あるいは地元で弁護士や医者といったような地

元の活動を主にやってきた人。そしてハドバ・パーティのように地元の政党を推進してきたよう

な人々、こうした人たちがアンバール県やニネベ県といった北部・西部では強い。 

 

一方で、同じスンニ派の県としてまとめられるディヤラ県やサラーハッディーン県においては、

こうした要素はほとんどない。地元政党はあったとしても非常に弱小で、ほとんど成長していま

せん。あるいは部族的なネットワークといっても、この地域ではそういった部族的な出自を中心

に選挙を戦ったような候補者は見られません。 

 

時間がないので結論にいきますが、このように見る限りでは、イラク・リストはスンニ派を中心

に票を獲得したという風に一般には言われるけれども、その票の投票の行き先は西部・北部にお

いては部族、あるいは地元の勢力が強く表れてきているけれども、それ以外の地域では全く別の

要素で動いている。 

 

いずれにしても、これらの県をとりまとめて「スンニ派だから」ということでイラク・リストが

勝ったという傾向は全く見られないということがいえるわけです。 

 

こうしたことから何を申し上げたいかというと、さきほどファーリフ先生がおっしゃったことに

重なるわけですが、ある特定の地域が経済的な迫害あるいは経済的、社会的、政治的な迫害を受

け、ひとつのまとまったクラス、階級として虐げられたような存在であり、それに地域性と宗派

性が重なっていくと統合していくというような傾向が見られるわけですが、それがシーア派にお

いては顕著なわけです。 

 

スンニ派においてはそうした傾向が見られない。スンニ派の地域の中では部族性を重視する地域

もあれば、そうではなくかつてのバース党の活動の伝統を持つような地域もあれば、様々な地域

が混在している。 
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このように考えると、イラクの現在の政治は大雑把に宗派で分けてその政治対立を見るよりも、

むしろもう少し細かいそれぞれの県、それぞれの地域が抱える政治的、社会的な状況の上に政治

的な方向性が定まってきているのではないかと考えます。 

 

時間になっておりますので、私の話はここで終わりにしたいと思います。また後で、議論の中で

展開していければと思います。それでは司会の役に戻ります。続きましてお二人のパネリストを

お迎えしております。お一人目はナビール・アルティクリーティ先生、アメリカのメリーワシン

トン大学の准教授でおられます。 

 

ナビール・アルティクリーティ先生は、もともとはオスマン時代のイラクの専門家ですが、昨日

も別のところでお話しいただいたのですが、まさにいま私が少し触れましたが、先生はイラクの

地域性、県、地域といったようなものの概念あるいは境界といったものがどのように変わってき

たのか。オスマン時代から現代にいたるまでどのように変えられて、それが地域のアイデンティ

ティとどう密接に結びついているかといったことについて、大変面白い研究をされてきています。

それでは、ナビール先生に簡単に 5～10 分ほどコメントをお願いしたいと思います。 
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コメント・討論 
 

ナビール・アルティクリーティ（メアリー・ワシントン大学准教授）：まず今回、JIIA に招へい

いただいたことに、深く御礼を申し上げます。いま酒井先生が私の申し上げたかったこと、つま

り、スンニとシーア、そしてクルド族という三部構成に関して話されたわけですが、先生とは違

う観点からお話しさせていただきたいと思います。 

 

まずコメントということで、最初のアブドゥルジャッバールさんは歴史について触れたわけです

が、おっしゃった点のほとんどが非常に正確だと思います。ただ、世界で地理的な決定論に意味

があるというのは、まさに日本という島国だからかもしれません。他の国にはこれは適用されな

いかもしれません。また、イラクというのは行政単位であると。民族国家ではなかったけれども、

オスマン帝国の中ではいわゆる行政地区に過ぎなかったとおっしゃったわけです。 

 

イラクというのは時に建設的なユニットであり、そうでない時もありました。単位であった時も

そうでなかった時もあったわけです。オスマンの地理的なところでは、イラクというのは地域に

過ぎなかったわけです。 

 

ひとつ文献が書かれていて、そこではっきり示されている点ですが、バグダッドはオスマン帝国

の下では三つのプロビンスのうちのひとつであったわけです。それぞれ歴史によってどこが重要

かは違ったわけですが、バグダッドを通じてということでバグダッドの重要性がありました。 

 

それから最初のスピーカーがおっしゃった点、特に君主制の第 2 期の時の国家建設について、そ

の 5 カ年が、まさに近代的なイラク建設の時期にあたるという説が妥当かどうか、今の私には判

断できません。 

 

この三部構成、トライパータイトの考え方、三民族構成ということですが、ワシントンで話をす

ると、意外なことに日本の同僚から日本でもこのアイディアがよく知られているということを聞

きます。私はそう思ってはいなかったのです。日本人の外交官がアメリカの外交官と同じように

この点をご存知だったとは思っていなかったのですが、楽しい意味で意外に思いました。 

 

ですからこの点について、私の 10 分間で触れたいと思います。通説としては、イラクはイギリ

スによって人為的につくられたと。そして三つの州から成っている。モースルとバスラとバグダ
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ッドということです。しかもスンニとシーアとクルドという三民族だということが、ワシントン

で普通いわれているわけです。 

 

5 年ほど前に、私はワシントンへ行ってこれに反論しました。その反論ですが、まず第一点に私

が申し上げたのは、イラクというのは何らかのかたちで地理的な単位として存在していたという

ことです。南部と北部の側面があったわけです。バベルとメソポタミアであり、アル・ジャジー

ラであり、それから南の方にもありましたし、それより歴史はあったようです。 

 

それからモンゴル以降の 13 世紀の時期には、イラキアラブとして知られていたわけです。これ

はイラキアラブ対イラキアジア軍と区別していると。イランニアンのイラクとアラブのイラクが

あったということです。アラブのイラクというのは、今日のイラクの前身ということになります。

それからメソポタミアの後、そしてアル・ジャジーラの後ということですが、すべて地理的な

determinism ということだと思います。 

 

さきほど申し上げたように、オスマン帝国の下ではイラクは行政単位、行政地域であった。そこ

にはまとまりがあったわけです。そして、その官僚制度の中で行政地区として扱われていたとい

うこと。 

 

ただ三つのモースル、バグダッド、バスラですが、これは三つのオスマン時代の構造であったと。

19 世紀後半の行政の定義上でこの三つがあったということです。これがイギリスが統治する前、

第一次世界大戦前のオスマン帝国の最後の時代の 30 年間だったわけです。 

 

この地域ですが、それがスンニとシーアとクルドにはそれぞれ合致しなかったわけです。さきほ

ど示していた地図は非常に役に立ったのですが、このマップではなく、もうひとつの民族によっ

て三つに分かれていた地図のほうを見てください。 

 

なぜそれが合致しないかといえば、バスラです。これは非常に南の地区ですが、スンニが支配し

ていた。そして、スンニあるいはバスラの都市のキリスト教徒が州としてコントロールしていた。

バグダッドは北と南の中央あたりですが、おもにシーアであった。モースルに関しては非常に様々

で色々なものがあったわけで、必ずしもクルド人が過半数ではなかったわけです。ですから、三

つに分かれていたわけではないということです。 

 

もうひとつ申し上げたいのは、さきほど教授がおっしゃった点と同じですが、2003 年以前、イラ

クはいわゆる宗派的な考え方をしていなかった。むしろディビジョンであった。分断はあったわ
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けですが、分裂の仕方は違ったわけです。分類として、2003 年以前のものはアメリカ人がこのス

ンニ、シーア、クルドというアイディアを提起する前の時期です。 

 

意図的にそうしたわけではなく、たまたま知的に少し怠慢であったということでこういった分類

があったのだと思いますが、2003 年以前にはもっと重要な分断があります。バース党と非バース

党、あるいは反バース党というものです。 

 

クルド系とアラブ。これが 2003 年以前には、さらに重要な分類でした。民族的な分類、そして

言語的な分類、バグダッドと他のプロビンスということ。バグダッドであれば首都の人間でコス

モポリタンであると。どういったかたちにしても、他の遠くの州の人たちとは違う。 

 

それから国家なのか、国家ではないのか。国家の一部であれ、官僚なのか政治家なのか軍人なの

か、それとも国とは全く関係のない人間なのか。これも重要な分類でした。民族の単位というも

のも、2003 年以前は宗派、侵略の後よりもずっと重要であったわけです。 

 

政治的にも色々な構造がありました。さきほど最初に申し上げたようにアラブのナショナリスト、

イラクのナショナリスト、シーアのコミュニタリアン、それから反シーア主義、共産主義、それ

からいくつかのもう少し小さなグループというような分類もできました。これは歴史を振り返っ

てみればということです。 

 

そしてスンニ派ですが、私の考えでは、必ずしも自らをスンニとは位置付けてはいなかった。例

えばアメリカの白人は必ずしも自分を白人と位置付けていない。スティーブン・コルベアという

コメディアンがいますが、彼は白人であるということで、必ずしも人種ということを見ないと。

当たり前と考えてしまうわけです。同じようにスンニとシーアに関しても、2003 年はいまのよう

な見方はしていなかった。一部それを選ぶ人もいて、反シーア主義の人はそういった見方をした

かもしれませんが、他のシーア派はそうは思っていなかった。ですから、アメリカ人が作った考

え方だと。 

 

それから、ひとつ証拠として 2003 年以前にはなかったという証拠。宗派戦争が起きたのは、例

えば 16 世紀にさかのぼってお互いを侮辱すると。タクフィールといった言い方は 16 世紀の言い

方だったわけです。まさにその時に 400 年前に最後の宗派的な紛争があり、その時の言葉を侮辱

に使ったと。今、イラクにナショナリズムというものが少し帰ってきました。そして、これがか

なり力をつけてきていると思います。 
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最後に申し上げたい点は、日本の潜在的な役割ということです。私はトルコに非常に注目すべき

だと思います。トルコは地域において、非常に急速に重要性を増しています。イランとの関係も

非常によく、様々な水準で付き合っていますし、シリアとの国境も開放しています。これは大き

な変化です。 

 

さらに、トルコはイラクのクルディスタンの経済をしっかりコントロールしています。クルドの

経済に関しては絶対的なコントロールです。そしてトルコ側の希望としては、徐々にオスマン帝

国のスペースをまた作りたいということだと思います。それを露骨に言った政治家も数は少ない

ものの存在します。これに関しては徐々に進歩がある。前進している。日本の外交官の方は、そ

れに注目していただきたいと思います。すなわち変貌するトルコの役割です。 

 

それから日本がこの地域のために何ができるかということですが、まず第 1 点として、チグリス・

ユーフラテスの川に関して日本が果たす役割があると思います。チグリス・ユーフラテスに関し

て、イラク、トルコ、シリアの間の合意をする上での役割というものがあると思います。また、

ニッチとして技術移転といったものももちろんあります。 

 

それからトルコのイニシアティブに力を貸して、もしトルコの役割がポジティブだと日本が思う

時にはそれに力を添える。それからある意味でカウンターウェイトとして、中国のこの地域にお

ける影響にカウンターウェイトとしての役割を日本が果たす。アメリカの影響は段々減ってくる

と思います。アメリカの経済や政治制度といったものに関しては減ってくるということです。そ

れから、対立の調停と平和の構築が、日本に期待されています。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：いまパネリストからコメントをいただいた後に、フロアから

のご質問もお受けしたいと思います。お手元に質問票の用紙が配られていると思います。もしお

手元にない方がいらっしゃいましたら、手を挙げていただければ事務スタッフの者がお配りいた

します。そちらにご記入いただき、次のパネリストである山尾さんのコメントの後に提出してい

ただきたいと思います。御案内が遅れて大変申し訳ありませんが、次のパネリストの後にご提出

いただきますのでよろしくお願いいたします。 

 

それでは、パネリストの最後に九州大学の講師である山尾大さんにコメントをお願いいたします。

山尾さんは、今年の 3 月に博士論文を出されて博士号を取得された新進気鋭のイラク研究者です。

彼の博士論文のテーマがイラクにおけるイスラム運動、シーア派のイスラム運動ということで、

まさにいまマーリキー首相が率いるダアワ党、あるいは ISCI と呼ばれるハキームの政党などが

どのように成立してきたか。あるいはその思想は何かというところに焦点を当て、アラビア語、
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英語のふんだんな資料を使って執筆された博士論文です。現在の日本におけるイラク研究者とし

ては一番詳細に現状を見ているホープであると思います。それでは山尾さんに、5～10 分ほどコ

メントをお願いいたします。 

 

山尾 大（九州大学）：九州大学の山尾です。よろしくお願いいたします。ファーリフ先生と酒

井先生は私がずっと尊敬して後を追いかけてきた先生であり、同時にお父さんやお母さんのよう

な位置付けに当たるので、私がおこがましくもコメントをするということはできないので、追加

の議論を少し私の方から、昨日のクローズのセッションで提示したものをかいつまんでお話しす

るということにしたいと思います。 

 

ファーリフ先生といまコメントをいただいたナビール先生もそうなのですが、もう少しイラクの

国家形成という大きな流れの中から、大きなパースペクティブの中からお話しをされ、一方で酒

井先生は宗派主義ではなく地域の特徴や県別の違いということが重要なのだという話をされたと

思います。私はちょうどその中間の位置付けになるところをお話ししたいと思います。 

 

主として 2003～2010 年の選挙までの間の話に絞って、この時期に宗派主義的な対立からネーシ

ョンをめぐる政策対立に軸がシフトしていったという話を今日、お話ししたいと思います。 

 

ポイントは二つあるのですが、2005 年に選挙が開始された段階で宗派対立が発生したのはなぜか

ということをひとつ目のポイントとします。二つ目のポイントは、2005 年以降、ものすごく宗派

対立が過激化したにもかかわらず、レバノンで見られるような社会に埋め込まれた制度化という

ことが、その後のイラクで起こらなかったのはなぜか。その宗派対立が解消に向かっているのは

なぜかという話をしたいと思います。 

 

まずひとつ目の話です。皆さんからお話があったように、歴史的に見てイラクというのは、文化

的・社会的な宗派主義、区別のようなものは存在したのですが、ファーリフ先生の言葉によると

ポリティカル・セクタリアニズムという話でしたが、マスの状態、大衆が大きく政治的に宗派別

に動員されるようなことはなかった。それにもかかわらず、2005 年の選挙の時点でなぜそれが動

員されたのかという話です。 

 

少々乱暴な分類の議論になることを承知で申し上げると、二つの重要な点があります。ひとつは、

2005 年の選挙に参加したシーア派のいま政権をとっているマーリキーとハキームのところです

が、シーア派のイスラム主義の政党が長い間国外にずっと亡命しており、イラク国内に確たる支
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持基盤を持っていなかったということがあった。だから選挙民を動員する時に、宗教的なネット

ワークに依存せざるを得なかったということがひとつ目の重要な点です。 

二つ目に、全く逆の話ですが、国内にいた勢力がサダム政権下で組織的な政治活動をすることが

ずっと禁止されていたということがあったため、組織的な政治動員を経験したことがなかった。

だから動員するリソースがないので、宗派のラインに依存せざるを得なかった。 

 

いま申し上げた二つのことの結果、宗派に基づく政治的な動員が起こった。他に選択肢がなかっ

たからそういうことが起こった。それが 2005 年に宗派対立が発生した直接の原因なのだと思い

ます。ここのところをファーリフ先生のお話では、アイデンティティ・ポリティクスの側面がも

のすごく出てきたということでした。 

 

ところが 2006 年 2 月、御存知のようにシーア派の聖地のひとつサーマッラーで大きな爆弾テロ

が起こり、その後 2006～2007 年ぐらいまでに宗派対立の内戦と呼ばれる状態が発生した。一時

期は月におよそ 3500 人の民間人が亡くなるという事態になった。 

 

その内戦が進む中で、政党は新しく作った新政権を運営しなければいけないので、その中で政策

論争を色々やっていくという状態が一方にあり、一方で内戦状態が続いていったという状況があ

りました。 

 

ところが 2009 年 1 月に地方選挙が行われると、これまで見られたような政党の票の動員が宗派

ベースではほとんど起こらなかったということがあります。さきほども少し指摘しましたが、レ

バノンのように宗派別にポストを配分するなど、宗派に基づく制度作りをやっていかなかった。 

 

それはなぜかというと、おそらく端的に申し上げて三つほど理由があります。ひとつは、さきほ

ど申し上げたように宗派対立の内戦が続いていたので、犠牲者が拡大してくる中で人々も政治エ

リートの側も皆、国民和解が必要だということを認識するようになった。 

 

その結果、2009 年以降の選挙で宗派ベースの動員を行うことが不可能になったという状況があり

ます。むしろ国民和解のための政策をめぐる対立のほうに重点がシフトしていったという状況が

ひとつ目の理由として挙げられます。 

 

二つ目は、はじめに 2005 年の宗派対立のところで申し上げた二つのポイントに沿うのですが、

シーア派の政権党が徐々にイラク社会の中に支持基盤をつくっていった。 
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逆に、ずっと国内にいた勢力が組織的な政党活動を段々行えるようになってきた。その二つの理

由から、2005 年の時点では宗派ベースの動員以外に選択肢がなかったわけですが、この時点にな

ると、宗派だけでなく別のもので動員できるようになった。それがさきほど申し上げた国民和解

をめぐる政策であったということです。 

 

三つ目に、おそらくこれが最も重要だと思うのですが、同じ宗派の政党の間で政策の対立が非常

に激しく出てきた。一番いい例が、いまのマーリキーのダアワ党を中心とする法治国家同盟とハ

キームやサドルを中心とする INA が同じシーア派であるにもかかわらず全く違う政策を掲げて

分裂しはじめたということです。ポイントは、同じ宗派であっても政策がばらばらな政党がたく

さんあるということで、宗派をベースとした動員が不可能になった。それが三つ目の理由です。 

 

いまの話をまとめると、いまのイラクの政治を見る時に、宗派対立という鏡を通して見るのはミ

スリーディングであって、そうではなく現在は政策とパワーポリティクス、パワーをめぐるスト

ラグルに基づく政党間の合従連衡のプロセスを見ることが重要だと申し上げたいと思います。 

 

具体的に、政策とパワーストラグルとは何かというと、内容は政治状況によって変化してくるが、

いまこの段階では政策は国民和解をめぐる政策であって、パワーストラグルというのは選挙後に

どうやって国会で多数派を形成するかということをめぐるストラグルだということを申し上げた

いと思います。 

 

ポイントは、宗派ではなく国家、ネーションをどうやってつくっていくかというものがいま重要

になってきているということを申し上げ、私の話といたします。ありがとうございます。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：ありがとうございました。さきほど申し上げたように、これ

からフロアをオープンして質問などをお受けしたいと思います。質問の用紙を回収していただけ

ますか。質問票をぜひご提出ください。職員がいま回収をいたします。職員が会場を回って質問

票を回収いたします。お手元にある質問票にお書きいただきます。 

 

いま回収しておりますが、まだお書きいただいていない方もいらっしゃると思いますので、いま

回収して目を通す間に、ファーリフ先生にはいまナビール先生、山尾さんからコメントが出まし

たので、あるいはさきほどお話を途中で強引に切ってしまいましたので何か付け加えるコメント、

あるいはナビール先生や山尾さんに対するコメントがあればお伺いしたいと思います。 
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ファーリフ・アブドゥルジャッバール（ベイルート・イラク研究所所長）：オットマン帝国下の

イラクの状況は、ちょうどラテンアメリカに様々な行政区がたくさんあって、それから民族国家

になっていったことを思い起こさせます。ナショナリズム、民族国家というのは携帯電話のよう

なもので、一人の人が、サラーハッディーンがなぜクルドの国をつくらなかったのかと聞いたこ

とがあります。それは、もしできたら素晴らしかったであろう。自決権をクルド人がもつことを、

私は支持していますが。 

 

ただこの質問をするというのは、なぜサラーハッディーンが戦車やインターネットや携帯電話を

使わなかったのかと聞くのと同じことで、もう 5 世紀も前の話なのです。人々の間のつながりが、

その当時はなかったわけです。社会的な組織は当時、小規模な都市国家か部族かクラン、そうい

う部族のかたまりだったわけです。 

 

日本も同じだったと思いますが、鉄道が敷設されるまで、駅が出来るまで、紙の上では中央集権

の王朝はあったにしても、実際のガバナンスのシステムとしてはなかったはずなのです。国家建

設、ハシミテ家の下でイラクの民族国家としての基礎ができたわけです。議会は廃止され、憲法

も廃止された。それから憲法裁判所も廃止された。クルド人に対する 1961 年、62 年の戦争、63

年もそうでしたが、これが混乱の種です。制度と政策、両方ともに混乱があったわけです。 

 

さて、アイデンティティ政治の構成と下落について話します。アイデンティティ政治というのは

もともと政治的な排除、経済的な排除、文化的な排除に基づきます。さらに加えて、その他の材

料があります。ポリティカルイスラムの台頭、これは非常に重要です。 

 

ポリティカルイスラムというのは定義上、ある意味のアイデンティティに根ざしているからです。

アイデンティティ政治に基づいているからです。1950 年代、40 年代もそうですが、70 年代、80

年代もそうです。同じくまたイランの革命の成功が大きな影響をイラクのシーアに与えました。 

 

宗派主義が 2003 年以降にまた生まれてきたというのは、1964 年から宗派主義に基づく扇動がア

ブドゥ・サラーム下の政権に対してなされた。そこから始まって拡大したわけですが、2003 年以

降に何が起こったかというと、ディアスポラの中で 250 万人ものイラク人が 2003 年に国外に離

散していたわけです。 

 

アイデンティティ政治、また政治的な宗派主義がシーア派の中では広く普及していました。しか

し国内では違った。非常に狭いベースでした。サダム・フセインは、彼がいたためディアスポラ
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の人たちが国内に戻ってきた。そのことによって、宗派主義に基づく政治が大衆の政治、マス・

ポリティクスになったわけです。 

 

もうひとつ、古い体制がなくなり、安全保障もコントロールシステムもなくなった。アイデンテ

ィティ政治、宗派主義的な政治が軍事化したということで、マス・ポリティクスもでき、さらに

それが軍事化したということです。 

 

では 2006 年以降、何が起こったかというと非軍事化です。宗派に基づく政治の非軍事化が起こ

ったということです。このプロセスは崩壊のプロセスというか、アイデンティティ政治の浸食が

起こったということです。なぜか。 

 

アイデンティティというのは流動的な構造であって、固定的ではなく、一枚岩でもありません。

シーアでもスンニでもクルドでもアラブでもトルクメンでもイランでも、統一されていない。階

級も地域も違えばイデオロギーも違えば、政治的な選好も違い、色々な違いが同じ民族の中にも

あるわけです。 

 

シーアに適用されることはスンニにも適用されるということで、アイデンティティ政治の建設と

いうのは、その目的は権力を掌握するということです。シーアが多数派だ。それにもかかわらず

支配をしていないではないかと。民主化というのは人口の過半数をとっているかどうかにかかっ

ているはずではないかと考えるわけです。 

 

しかし、この原動力が基本的なダイナミクスで、それによってシーアのアイデンティティ政治が

2003～2005 年の間に作られ、成功したわけです。また、色々な分断や亀裂がこのアイデンティ

ティの中にあったわけです。それを埋めたわけです。 

 

国内にいた人と、それから国外の人。ホメイニ派と穏健派の間。農村の人々と南部の低所得者層、

それからバグダッド都市部にいる中所得者層との間の分裂があったわけですが、システムを開放

し、障壁もなく、シーアの代表、誰でも代表制をなくすということになると、権力を奪われると

か、経済的な資源を奪われるということは意味を失うわけで、いまやシーアの支配のための動員

はできない。もうそこに既にあるということであれば意味がなくなるわけで、その代わりに新し

いダイナミズムが生まれます。 

 

それは何かというと、誰がシーアを代表してくれるのかというダイナミズムです。誰がクルドの

代表になるか。バスラを代表するのは誰か。ここを代表するのは誰か。そういうことになります。 
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そうすると、競争がひとつのアイデンティティに基づくブロックの中に生まれるわけです。それ

が実際に起こったわけです。正確にそれが 2005 年以降起こったわけで、その実証的な結果を現

場で見ています。それが出たのが 2009 年、2010 年の選挙です。いくつか例を挙げてみましょう。 

2004 年に UIA（シーアのブロックです）をシスターニ師が組織していました。普遍的にイラク

の戦線ということでスンニも入り、その他のたくさんの政治家はこれをボイコットしました。400

万票をとりました。イラキーヤは中道派ですが 140 万票しかとれませんでした。1 年後の 2005

年、最初の憲法に基づく国政選挙がありました。UIA がまた 500 万以上の票をとりました。つま

り、100 万票以上伸ばしたわけです。有権者は 11 の地域でした。 

 

2010 年、イラク同盟はなかった。2 番目、イラク同盟の構成グループ全てが集まって 300 万票を

とりました。有権者の数は 1100 万から 1500 万に増えました。大規模な、全体的にも比例的にも

かなりの落ち込みがあったわけです。 

 

2005 年のみ全国規模でイスラム党に 36 万は投票しませんでした。族長やビジネスマン、知識階

級に投票しました。2010 年、200 万票以上のそういった票が知識層に向けてなされた。反宗派主

義のトレンドです。組織化すらされていないし、ひとつの政党がまとめているわけではないので

すが、社会的なトレーダーとしてもうそこに存在しているわけです。2010 年には存在している。 

 

このシーアのセクションに適用されることは、スンニのセクションにもいえます。部族の台頭そ

の他です。世俗グループがたくさんありますが、こういった世俗のグループは宗派主義を信奉し

ていないわけです。2003～2005 年まで、シーアのイランにおける社会は二つの巨人、南部の動

きとハキーム ISCI に依存していたわけです。 

 

マーリキー氏が選出された時には非常に弱いリンクでした。彼の政党は弱く、彼自身は特に傑出

した人ではなく、いまでも傑出していませんが、彼の政党は 15 名しか議員を国会に送り込めな

かった。ほとんど意味がない存在です。 

 

そして、いってみればあやつり人形として入ってきたわけですが、首相になるとマーリキー氏は

800 億ドルを牛耳ることができる。これは権力であり、多額な金額です。そして巨人になったわ

けです。 

 

彼はサドルや南部の人の票を集めました。サドルの票があったからこそ彼は首相になれたわけで、

2 年間は迷っていました。法と秩序を押しつけるべきか、どうか。もしそれを当時していたなら

ば、サドルといさかいを起こすことになるからです。最終的には実際に押しつけた。マーリキー
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首相はコースを変えたわけです。宗派主義からシーアはいままで力を持っていなかったからと。

それはたしかなのですが、そういう言い方ではもううまくいかない。 

 

お金はたくさんあるし、政党もあるし、そういうことでマーリキー首相は法と秩序を徹底する方

向性をとりはじめました。法と秩序の論理というのは、国家の独占、暴力など、これはマックス・

ウェーバーでもシスターニでもないのですが、合理主義のモダニスト、西欧のアイディアをロー

カルなイスラム政党が採択したということです。 

 

そしてイラク愛国主義というものも始めました。それも非常に人気があり、特に中間所得層に受

けました。また新しい社会的情勢の下で上昇した人たちが法と秩序を好んだわけです。これがあ

れば、生きていくためだけではなく、ガバナンスがないのでは困るということで、いま政治的な

資本は浪費されていると思います。サドルを奇妙な同盟の中に入れるということで浪費している

と思います。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：ファーリフ先生、ありがとうございました。大変多くの質問

をいただいております。あと 30 分弱ということになるので質問の全てにお答えするのは難しい

と思いますが、拝見している限り質問は大きく四つに分かれると思います。 

 

この四つの点全てに全員が答えられるような、あるいは全員を対象としたような質問になります

ので、これから四つの大きな質問をまとめますので、それぞれにパネリストのお二人も含めて御

回答いただきたいと思います。 

 

第一の質問群は、やはり周辺国との関係です。例えばイラクがナショナリズムを強化していった

場合に、それは周辺国に何らかの危険や脅威をもたらすようなことにはならないのだろうか。お

そらく色々と具体的に想定されるところがあると思います。 

 

あと質問が集中したのは、やはりイランの出方です。イラクでは宗派対立あるいは宗派意識とい

うものが解消されていくという話が出ているけれども、そうするとイランの影響力も減っていく

ということなのだろうかといった質問です。 

 

一方、アメリカの影響力についての質問もいくつかきており、例えばいまイラクが安定に向かっ

ているのは米軍の増派、アメリカのプレゼンスがやはり否定できないのではないか。その辺りの

アメリカの影響力というものについてお答えいただきたい。そういったことを含めた第一の質問

群が周辺国あるいは外国との関係です。 
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第二の質問群は、国民の意識あるいはイラク国内のメディアの論調、あるいはそういったものに

おいて例えばいまのイラク人が持つ歴史認識、あるいは国民和解についての認識はどうなってい

るのだろうか。そうしたいわゆる庶民レベルでの意識がどうかという質問です。 

 

第三の質問群は、第二の質問群では国民和解についての国民の反応はどうかという質問でしたが、

他方で、では制度としての民主主義の確立、あるいは国民和解をめぐる政策的な展開といったも

のが制度的にどのように行われているのか。あるいは、いま宗派対立がメインではないのだとい

う話があったけれども、宗派対立がメインではないのだとすると、いわゆる国民和解というのは

何を争点とし何を問題として、和解を模索しているのだろうかという点です。民主主義あるいは

国民和解についての質問です。 

 

第四の質問群は、大変大きな質問です。今後のイラクの国家のかたちは一体どうなっていくのか。

特に経済的な面での質問があります。石油ガス法は一体どうなるのか。あるいは連邦制にからん

で石油の分配はどうなるのか。そもそも連邦制そのものの扱いはどうなるのか。連邦制の議論を

しはじめるとあと 2 時間ぐらいは必要になるので、あまり本格的な討論はできないと思いますが、

そうした質問も出ています。 

 

あるいは、いまのイスラム的な政治的アイデンティティがイラクで強くなっているということは、

世俗的なアラブ主義といったものがやはり失敗したというように考えていいのか。今後のイラク

の方向性、イスラミック・アイデンティティ、あるいはセキュラー・アラビズムといったアイデ

ンティティの方向性について聞きたいという質問がきています。 

 

この四つの質問に対し、行き来している時間はあまりないと思いますが、お一人 7 分程度をめど

にご回答いただきたいと思います。ファーリフ先生からでよろしいですか。では、逆にいたしま

しょうか。おそらく私は司会の役割に専念しますので、山尾さんから回答をお願いします。 

 

山尾大（九州大学）：ありがとうございました。おそらく私が答えるよりも、ファーリフ先生な

どがお答えになったほうがいいと思うのですが、ひとつ目の周辺国との関係ですが、細かくお話

ししていけばいくつもデータを挙げることはできるのですが、大雑把に申し上げて、イランの影

響力はやはり減退してきているといわざるを得ないと思います。 

 

もともとイランはかなり ISCI に対して影響力が大きかったと言われていますが、簡単な事例を

申し上げると、いま組閣をしていますが、実はテヘランの ISCI に対するコントロールがかなり

効かなくなっている部分があります。むしろリヤド、サウジアラビアが提案している新政権の形
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成のプロセスに、ISCI とアラウィのイラキーヤのほうが乗っていて、それに反対してシリアとテ

ヘランの発言に近い政策にシフトしているのがマーリキーとクルドだというように対立構造がね

じれた感じになっています。必ずしもイランの影響力がずっと強いということは、イランの事例

だけを取り上げて申し上げると、なくなってきているということです。 

 

二つ目の国民の意識については、いまの事例、データをパワーポイントでお見せしようとして後

にしてほしいと言ったのですが、また後で皆さんがご発言されている中でデータを一部お見せで

きると思います。 

 

三つ目については、おそらく私が責任を持って言わなければいけないことだと思います。具体的

に国民和解とは何をめぐってやっているのか、対立しているのかということですが、最もわかり

やすい例は元バース党員を政治プロセスにどのぐらい取り入れるかという話です。しかも、とり

わけセキュリティセクターと軍の幹部をどのぐらい戻すかということをめぐって対立しています。

これについては、長くなるのでここで止めたいと思います。 

 

四つ目の経済や石油・ガスに関しては申し上げることがあまりなく、よく知らないわけですが、

イスラム主義が強化されたことに関しては、たしかに 2005 年の選挙ぐらいまではそういう傾向

があったのですが、2009 年の地方選挙では、イスラム主義というか宗教的なイデオロギーを掲げ

る政党はかなり票を失っていますので、いまイスラム主義的なイデオロギーが社会で大きな影響

力を持っているとはいえないと思います。以上です。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：ありがとうございました。それではナビール先生、続いてフ

ァーリフ先生という順番でさきほどの 4 点についてお答えいただきたいと思います。 

 

ナビール・アルティクリーティ（メアリー・ワシントン大学准教授）：最初に、先ほどセクテリ

アニズムが米国のレガシーだというふうに言ったのは少しオーバーな表現だったと思います。た

だ私の論旨としては、ワシントンが非常に lazy であって、それは全てサダムの責任だったという

ところから始まっていると。 

 

例えば、ユーゴスラビアのチトーに関しても、全てはチトーの問題だという言い方をアメリカは

したわけです。1990 年代、そこまで単純化してしまったというのは lazy であったというふうに

思いますが、少し簡略すぎる表現だったということを申し上げておきたいと思います。 
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では、いま言った問題のお答えですが、私は 5 月にイラクに行きました。非常に短期間で小さな

delegation ということで、センターの人と一緒に行ったわけですが、そのときに主要なプレーヤ

ーと会いました。 

91 年、92 年にわたしは初めてイラクへ行き、その後、2000 年、2003 年にも行きました。そし

て 5 月に行ったわけですが、インフラ投資は全くゼロ、つまり、明確なインフラ投資が全くなさ

れていなかった。私が見たイラク、クルディスタンの南部（クルディスタンは全く別ですが）で

はなされていない。1980 年以来、全てインフラは 1980 年当時と同じものだということで、それ

から作られたのは米国大使館だけだと。これは非常に壮大で、大学のキャンパスのような構造物

です。それがひとつ、私の気がついたことです。 

 

すなわち経済的にはまさに何も起きていない。健全な動向は見られない。それから T ウォールは

ある。これはバリアということで、大きな壁が作られているわけです。そして、それぞれの近隣

諸国が区切られている。そこで私が会った政治家は、「豚に口紅」という言い方がありますが、全

てうまくいっているという言い方をするわけですが、実際に歩いてみても、車で走ってみても、

T ウォ－ルしかない。そして 1980 年以来、何ら新しい建物も建っていないということだと思い

ます。 

 

クルディスタンは全く違います。そこは本当にもうブームを迎えています。絶対的な経済的なブ

ームで安定しています。ただこれは別のケースだということです。 

 

それが私の印象です。それから、アメリカの役割は非常に急速に低下していると思います。大使

館の人と会っても、何をしたらいいかとか、政治的なプロセスをどうしたらいいのかがわからな

いのではなく、どういった役割を果たすべきか、その役割が見えないということだと思います。 

 

実際に介入をするとイラクの国民からバックラッシュが来る。そしてプロセスに何ら発言権がな

いということだと思います。ですからアメリカが兵力を撤退させて、いまおそらく 5 万ほどだと

思いますし、さらにこれからその兵力を削減していくわけですが、そうなると影響力もそれにつ

れて低下する。そしてバグダッド自身も強くなっているし、トルコもイランもその空白を埋めて

いこうとするだろうと思います。 

 

私が会った政治家は、非常に楽観視をしていました。イラクはいつの日か、おそらく 5 年以内ぐ

らいだと言う人もいて、私は 5 年というのは信じられないと思ったのですが、日量 1200 万バレ

ルの石油を生産すると。いまは 50 万～100 万バレルでしょうから、その 6 倍をこれから 5～10

年の間に生産すると言っていました。 
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「本当ですか」と私は聞いたのですが、ほとんど不可能だと思いました。効果的な投資がどこに

もなされていないように思えますし、バグダッドも含めて、日量 1200 万バレルをこれから 10 年

でというのは無理だと思います。 

 

ただもしそれが実現すればイラクはレンティア国家になるということで、さきほどまさにアブド

ゥジャッバールさんが言われたように、相当のお金が得られ、それが全て首相府に入ると。そし

て政府をいわゆる大衆とは分離させると。税収はなくともいいわけです。所得税がなくともいい

わけです。十分な資金はあり、世論を気にせず使えると。これが 70 年代、80 年代の状況だった

わけですが、そこに戻るのかもしれません。いわゆるレンティア国家になるということかもしれ

ません。 

 

それから様々な思惑が生まれてきます。アメリカが撤退した後に何が起きるのか。クーデターが

あるのではないかという人もいます。様々なクーデターの試みは数多くありました。次から次へ

とあるわけですが、可能性としてクーデターが成功するかどうかに関して、二つの見方があると

思います。 

 

軍があそこまで細分化していると、誰も十分な指令ができない。政府のメカニズムをしっかり後

継出来る者がいない。統一された軍の構造でもないという言い方もできると思います。 

 

それから反対の見方としては、グリーンゾーンへ入口と出口をコントロールさえすればいいのだ

と。ですから簡単にイラクの政府を転覆させることができるのではないかという見方もあります。 

 

ですから米国の存在が小さくなった時に、成功するかどうかは別としてクーデターという試みが

少なくともあるかもしれません。世論としてはいま、民主主義というのはどうも悪い印象を与え

ている。セクタリアン、それから腐敗、政府の麻痺状態、これと同一視されています。ですから、

もしクーデターが成功すれば世論の支持を得るのかもしれません。もっとも、実際に起きるのか

どうかわかりませんから、これはファーリフ先生が違った見方をなさっていると思います。非常

に状況に詳しい方ですから、先生に伺ったほうがいいかもしれません。私の話は以上です。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：ファーリフ先生のご回答の前に、先ほど読み上げた質問群四

つの他に、実は大変大きな質問が来ており、イラクにおける民主化の試みは果たして成功するの

かということです。あまりにも大きいので少し横に置いておいたのですが、ちょうどいまご指摘

もありましたので、ファーリフ先生にはその点も含めてお答えいただきたいと思います。 
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ファーリフ・アブドゥルジャッバール（ベイルート・イラク研究所所長）：国家建設と民主主義

の間には、いわば矛盾もあると思いますし、均質な国家とイラクのように多文化・多宗教・多民

族の国家とでは、また事情も違います。 

 

均質な社会の場合、民主主義が誕生します。多数による支配、多数決。これがジョン・ロック以

来の基本的な原則であり、これが機能するわけです。しかし、多文化・多民族・多宗教社会の場

合、しかもこうした差異を政治化する場合には簡単ではありません。 

 

多数による支配は民族危機を招来します。これは大きな問題です。その問題を乗り越えるために、

多くの国は次のようなことを発明したわけです。まず連邦主義です。アメリカで発明され、大き

な国で強いリベラルな志向があり、権力の集中を防ぐということがあったわけですが、しかしそ

の前は典型的な権力分留ということがあってキリスト教云々ということがあったわけです。 

 

連邦主義というのは、民族支配を防ぐためのひとつの方法として発明されました。そしてもうひ

とつのメカニズムは、コンソーシエーショナリズムという言葉を耳にされた方は少ないと思いま

すが、これは 50 年代、ヨーロッパ、オランダ、ベルギーといった国々で生まれたものです。こ

れに関する議論があり、いわんとするところは連立による支配があり、全ての少数派を取り込む

べきであると。大きな少数派は議会で拒否権を持つべきだという考えです。これが大まかにいっ

てコンソーシエーショナリズムというものです。 

 

政治秩序には連邦主義、これはクルディスタンですが、トルクメン、シリアといった人たちが文

化権その他の要求をしてきたということが背景にあります。それからコンソーシエーショナリズ

ムというものがあるわけですが、3 人による大統領協議会があると。そして、これが拒否権を持

っている。それから、単純過半数だけで何でもできるというようなことがないようにするための

定則性があります。 

 

議会で 3 分の 2 以上の多数でなければいけないということで、単純過半数で権力を支配できない

ようにするということです。こういった三つの制度が確立されれば民主主義への道を進むことが

できると思いますが、いままではそれができていない。そこに大きな危険があると思っています。 

 

説明を続けます。非常に強い多数派主義というメンタリティがあります。我々がマジョリティだ

から支配するべきだと。シーアは確かに人口的にマジョリティです。過半数です。しかし人口的

に過半数だからといって、それがすぐに国会の過半数に転じるわけではありません。異なる政党
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もあれば、異なった傾向の党もあります。リベラルあるいは共産主義、マルクス主義、イスラム

主義、穏健イスラム、過激イスラムなど色々な政党があります。 

 

ですから人口的にマジョリティだからといって、もちろん時によっては議会での過半数になるか

もしれませんが、必ずしもそうではない。このように申し上げたところで、マーリキー氏が首相

になった時、直接軍を支配していました。しかしいま指揮系統というのは、通常の民主主義のよ

うに首相－国防大臣－参謀長というかたちではありません。首相そして師団だけではなく大隊あ

るいは大隊以下の部隊まで首相府が支配しているわけです。 

 

首相府だけで 450 万ドルを色々な治安のために好き勝手に使うことができる。そのことが今度は

全部ではありませんがクルド人の間からの反動をイラキーヤのグループからも、そしてサドル、

ハキームからも反動を生んでいるわけです。それによって彼らは苦しんでいるわけです。つまり

権力を個人化していくというプロセスが始まってしまっている。なぜならば、これは不労所得経

済であって市場経済ではない。課税していない。人々に国のお金をあげている。公の財布から人々

の財布にお金をあげているわけです。 

 

つまり関係が逆転しているわけです。政府は社会における権力構造の反映ではない。そういった

ことであってはいけないわけですし、しかもダアワ党は議会に 15 人しかいなかった。全く過半

数には達していない。議会は全く機能不全に陥っている。そして大統領評議会が拒否権を持って

いた。今回は大統領評議会ではなく大統領一人だけで、しかも拒否権を持たないかたちになりま

す。 

 

それから第二に、89 名の議会、ダアワ党で 80 議員、ここ 4 年強リソースを使ってきた。そして

いまの戦いというのは、首相の権力に対してどうやって制度的なチェック・アンド・バランスを

導入するか。ここが本当の戦いであるわけです。ですから、この点を意識しなければいけない。

クルド人はこれをわかっている。イラキーヤもわかっている。ハキームもわかっている。 

 

私は彼らとは直接話をしています。そのことを私は実際に把握しています。彼らはこの問題を懸

念しているわけです。いまではなく将来の連邦主義の機能に対する障害であって、このことを懸

念しているわけです。首相がある日突然、KRG に与えている 7 割をいつ止めてしまうかもしれ

ない。 

 

例えば、共和党がクリントン政権で多数を占めてしまったと。そのサラリーを支給しないという

ことをやったのと同じようなことです。ですから、戦争にならないとも限らない。ですからこれ
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は大きな問題であり、これこそ危機です。他に色々な問題があります。もちろん不信感もありま

す。異なっている不信感もあります。お互いを嫌っている、憎んでいる。信頼をしていない。 

 

プライベートではないことを公で言っているわけですから、ほとんどの政治家は地下活動からの

政治家であるわけで、中東の政治文化を壊しているわけですが、このアンダーグラウンドポリテ

ィクスの文化というのは、私もそれに触れたことがあるのでわかっているのですが、彼は本当に

精神病院に連れていかなければいけない。ほとんどの人間は精神病院に入れなければいけないと

思いますが、嫌悪あるいはそのパラノイアといったことがまん延しているわけです。 

 

ですから単刀直入に申し上げましたが、いま緊急のミッションとしては、チェック・アンド・バ

ランスを導入して、制度化するということ、個人の力で何でもできるということがないようにす

ることです。首相に対して、チェック・アンド・バランスをかけるということです。 

 

マーリキーであろうが、ジャアファリーであろうが誰だろうが、その人ではなく要するに首相府

というところに対してチェック・アンド・バランスをかけなければいけません。非常に良い人で、

にこにこしているかもしれない。この人は友達で、非常にソフトで気に入ったと。しかし非常に

影響力があって強い政治家も、その制度が弱ければ弱い政治家になってしまうかもしれない。 

 

人ではなく、その制度が大事であるわけです。つまり、その人の所属するオフィス、首相府が大

事です。それができなければ国家として成り立つか否かということになります。また民主化への

プロセスが成立するか否かがかかっている。ですから、首相に対してチェック・アンド・バラン

スをかけることが不可欠です。そして連邦主義を守る。そして consociationalism を守る。そし

て地方分権をし、サポートする。そして権力の集中を防ぐということ。それによって真の民主化

の始まりを語ることができると思うのです。 

 

それができれば、大統領の拒否権が形式的で、もし大統領評議会として拒否権がなければ、もし

単純な儀式的あるいは儀礼的な大統領であったら、マーリキー首相を止めることができません。

ですから、そうした拒否権が必要だと思います。いわば表面的な合意だけではいけない。ですか

ら、いま申し上げたようなことでイラクの危機が解決され、そして前進できると思います。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：最後に、山尾さんが後で探しておくと言われた国民の意識に

関することは。 
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山尾大（九州大学）：もっとあると思ったのですが、あまり見つからなくて申し訳ないのですが、

2009 年の 2 月時点で国民和解や協調などが必要だと思っているイラク人は 79％ぐらいです。分

断して三つの南部・中部・北部に分けて地域主義を作った方がいいと回答したのが 17％ぐらいで

す。 

地域主義といった話でいくと、こちらはもう少しまともなデータなのですが、ひとつの統一、中

央集権的なイラクをつくらなければいけないと考える人が 2007 年の時点では 60％を切っている

のですが、その後 2009 年 2 月の時点では 70％ぐらいまで回復している。圧倒的に多くの人が中

央集権的なひとつの統一国家をつくらなければならないと考えているということが世論調査から

わかります。以上です。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：ありがとうございました。時間を若干過ぎましたが、まだま

だ議論の種は尽きないと思いますが、時間となりましたのでこれで終わりたいと思います。本日

は、ファーリフ・アブドゥルジャッバール先生およびナビール・ティクリーティ先生を海外から

お招きし、イラクの将来、現在の問題について議論いたしました。このような機会は、なかなか

日本で得ることができません。 

 

私は中東に滞在し、あるいはロンドンなどへしばしば行っていた時に、何が一番うらやましいと

思ったかというと、例えばロンドンの SOAS、あるいはチャタムハウスといったところに行くと、

今日はファーリフ先生の講演がある。あるいは、そこにダアワ党の亡命しているリーダーがパネ

ルとして参加するというようなセッションが毎日のようにありました。 

 

そして学生や外務官僚や NGO など、いろいろな人々が自由に、毎日のようにイラクの国内で何

が起こって、これからどうなるのかという話を自分たちのことのように議論していた。そういう

場がイギリスやヨーロッパといったようなところにはありました。 

 

残念ながら、アメリカにはそういうものはありません。しかし、ヨーロッパには非常にしっかり

としたそういうネットワークがある。日本は残念ながらそうした中東世界からは遠いのですが、

今日このようなセッションができたということは、まさに日本でもやろうと思えばできるのだと

いうことです。これを機会に、より多くの中東に関する議論がこのようなかたちで進んでいくこ

とを期待したいと思います。本日はどうもありがとうございました。改めて出席者の方々に御礼

を申し上げたいと思います。ありがとうございました。 
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第 3 パネル： 
総括討論：中東における平和構築に向けて 

 

 

立山良司（防衛大学校教授）：時間となりましたので、今日の最後のセッションとなる第 3 パネ

ルを始めさせていただきます。私は、このパネルの司会を担当する防衛大学校の立山と申します。 

 

今日の最後のセッションは締めくくりということもあり、総括討論「中東における平和構築に向

けて」という大変大きなタイトルがついています。この中でお二人の方がプレゼンテーションを

されますが、ひとつはイスラエルとヨルダンの平和条約、もうひとつはイスラエルとエジプトの

平和条約ということです。 

 

ご承知の通り、イスラエルとエジプトは 1972 年に平和条約を結びました。これはイスラエルと

アラブ諸国（のひとつであるエジプト）との間で結ばれた初めての平和条約ということです。 

 

イスラエルとアラブ諸国の間の二つ目の平和条約が、1994 年にイスラエルとヨルダンの間で結ば

れた平和条約ということです。今日の午前中のセッションでもありましたが、必ずしも中東和平

問題というのは解決に向かっていないのかもしれません。 

 

特にイスラエル・パレスチナ紛争には多くの紆余曲折があり、和平プロセスと呼べるのかどうか。

単なるプロセスではないかという議論もあるわけです。しかし他方で、この二つの平和条約、イ

スラエルとエジプトは 30 年間、イスラエルとヨルダンの平和条約は 16 年間、それなりに二国間

で平和が維持されてきて、それが中東あるいはアラブ世界の大きな政治的な変化をこの 30 年あ

るいは 15 年の間にもたらしてきたということも事実だと思います。 

 

それでは早速イスラエルとヨルダン、歴史的には 2 番目になるわけですが、イスラエルとヨルダ

ンの平和条約をどのように考えるかということを、ヨルダン外交研究所の紛争予防地域センター

の所長であるハサン・アルモーマニー博士にお願いしたいと思います。お二人のプレゼンテーシ

ョンは 15 分ずつということで、だいたい 3 分前になりましたら私がベルを鳴らしますので、よ

ろしくお願いいたします。 
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お二人のプレゼンテーションの後、二人の方にコメントをお願いしますが、同時に皆さんのとこ

ろには質問票が配られていると思います。もしお手元にない方は、手を挙げて係の方に言ってい

ただければお配りしますので、お二人のプレゼンテーション、さらにもう二人のパネリストのお

話に質問あるいはコメントがありましたら、書いて係に渡していただきたいと思います。では最

初に、ハサン先生からお話をいただきたいと思います。 
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第 1 講演 
 

ハサン・アルモーマニー 
ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長 

 

ありがとうございます。冒頭に、日本国際問題研究所と立山先生に感謝申し上げます。平和協定

の評価をするというのは問題をはらんだものです。どういう意味かというと、誰かに対する成功

は他の人にとっての失敗にあたるかもしれないからです。 

 

しかしながら、紛争解決の文献、特に交渉の文献の中で、色々な異なるアプローチがあります。

平和協定、平和条約の評価の仕方は色々あるわけです。特にイスラエル・ヨルダンの平和協定が

署名されて16周年になるわけですが、いわゆる規範的なnormativeなアプローチはつまらない。

公正・公平だけでなく、それはつまりそれをどう定義するかということにもなってしまうので、

行動学的なアプローチであたってみたいと思います。 

 

平和条約を見る時に、実際に平和条約が何を実現したか。両当事者の理解、利益を解決したのか。

共通の課題をどのくらい解決したのか。そういう観点から長期・短期で見たいと思います。また

遵守状況はどうか。その条約の交渉の後でのお互いの関係はどうなったかということを申し上げ

たいと思います。 

 

私はヨルダンの観点から申し上げます。1994 年まで戻って、イスラエル・ヨルダンが平和条約を

締結した時点から現在までの短期でこの平和条約を判断するとすれば、その項目や当事者がそれ

ぞれの問題をどのように解決したかということを考えると、この条約は成功したのだと思います。 

 

ヨルダン川東岸の占領地の問題、安全保障の問題、エルサレムの問題も全てです。難民、その他

の問題も含まれていましたが、これは複数の当事者が関与しているのでヨルダンだけではイスラ

エルと交渉をすることができないわけです。 

 

この 1994 年署名の条約ですが、その後、外交ミッションを交換するなど、全て行ったわけです

が、署名から 1996 年ぐらいまで事態は非常にうまく進んでいました。当事国は、平和と繁栄は

続くだろうと楽観していました。 
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当事者が署名の前後でどうなったかということを考えると、ヨルダンもイスラエルも非常にモチ

ベーション高く平和条約に署名しようと思っていたし、興味もあったと。政治や安全保障上の利

害関係もかなっていたので、1996 年まで条約は非常に成功していたといえるし、公式レベルでイ

スラエル・ヨルダン関係によい結果をもたらしたといえると思います。 

 

当時、条約はヨルダンの国会の過半数の承認を受けました。クネセットでも承認を受けたわけで

す。条約は全てのヨルダン国民の承認を受け、過半数がヨルダン側で承認し、国会でも承認を得

ました。しかしながら、96 年以降はイスラエルとの関係がよい時も悪い時もあり評価は乱高下を

し始めました。 

 

ネタニヤフ政権が成立して 96～99 年までの関係は随分と乱高下を繰り返しました。下落したこ

ともありますし、関係回復を以前のレベルまで戻そうという努力がなされたこともありました。

部分的には、地域のコンテクストがあったからです。アラブ・イスラエルの紛争があるというコ

ンテクストがあったからです。 

 

イスラエル・パレスチナ・トラックの関係が影響を及ぼしていたわけです。96～99 年の間に多く

の事件が起こりました。マイナスの影響がイスラエル・ヨルダン関係に影を落としたわけです。

例えばモサドがハレド・メシャルというハマスのリーダーを暗殺しようとしたり、イスラエルが

エルサレムに地下トンネルを掘ろうとしたり、色々な事件があったため、これらがイスラエル・

ヨルダン条約にも悪影響を及ぼしたわけです。 

 

しかし公式のレベルで、両国のコンタクトはそのまま維持されました。諸事件があり、イスラエ

ル・パレスチナ・トラックでの平和がなかったということで、世論では正常化に反対する動きが

人気を得るようになりました。それは、主要な問題としてはイスラエル・パレスチナ問題の進展

ぶりに影響を受けて、ヨルダンの中ではパレスチナに親近感を持っている政党が地政学的に近い

ということもあり、パレスチナ・イスラエル・トラックで起こっていることがイスラエル・ヨル

ダンの関係にも当然ながら影響を及ぼしたわけです。 

 

ヨルダンの外交政策、対ヨルダンのイスラエルの外交政策も影響を受けたわけです。ネタニヤフ

までは比較的冷たい関係にあったということです。ヨルダンは、フセイン国王下で平和プロセス

を進め、積極的に国王が参加なさったわけですが、1990 年代に労働党主導の政権が成立し、関係

改善がヨルダンとイスラエルにも多少見られ、楽観する時代がまた来ました。もう一度勢いを取

り戻すのではないかというわけです。 
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エフド・バラクが 2 番目のラビになるのではないかという期待もあったわけです。しかしキャン

プ・デービッド 2 が失敗した結果、第 2 次インティファーダが起きたということで 2000 年以降、

パレスチナ・イスラエル・トラックの中で起こっていることがマイナスの影響をイスラエル・ヨ

ルダン関係に及ぼしたといえると思います。 

 

そしてまた、紆余曲折を経て、イスラエルが挑発的な行動をとったり、パレスチナに対する圧迫

があったりして、怒りが生まれ、ヨルダンでもイスラエルに対する怒りが生まれた。そのことに

よって両国関係の正常化に反対するグループの勢いがついてしまったということです。 

 

フセイン国王はもちろん、アブドラ国王もフセイン国王の方針を踏襲しており、ヨルダンのイス

ラエル・アラブ紛争に対する態度を見ると、最初からヨルダンのポジションはいつもその特徴と

して、平和というものがヨルダンの意思決定者の心構えにあったということです。 

 

1940 年以降、さらにはその前ですらヨルダンのアブドラ 1 世がパレスチナ問題に心を砕いてい

たので、フセイン国王になった後も平和に対するコミットメントを持ち続けたわけです。 

 

この 10 年も、関係は紆余曲折を経ました。パレスチナ・イスラエルが交渉のテーブルにつくよ

うヨルダンとしても促進しようとしたわけで、あらゆる機会をとらえて、ヨルダンとしては和平

プロセスを助長しようとオフィシャルなレベルでも考えました。コンタクトは続きました。しか

し公のレベルで正常化に反対する感情がまん延しました。結局、パレスチナとイスラエルの間の

和平は成りませんでした。 

 

結論として、イスラエル・ヨルダン関係がいま、状況はどうかと問われれば、平和はヨルダンと

イスラエルの間で進行中だと申せますが、どのくらい機能しているかというのは議論の余地があ

ります。いってみれば平和には温かい平和と冷たい平和があるわけで、たくさんの危機や事件が

あって条約を危うくするような事件もあったのですが、それでも条約は生き延びた。関係は生き

延びたということで、特に経済的な関係がイスラエルとヨルダン間にあって、条約の直後から、

いってみれば積極的な相互関係があったわけです。 

 

その後少し低調となりましたが、例えば共同プロジェクトがあったり、政治レベルでのプロジェ

クトがあったりして、コンタクトが途切れることはありませんでした。しかし、公のレベルでは、

パレスチナ・イスラエルの関係にずっと影響を受け続けたということです。関係は、ヨルダンと

イスラエルの間で機能し続けていますが、地域でアラブ・イスラエル紛争のコンテクストに変化
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があると、特にイスラエル・パレスチナ間の紛争が決定的な要因になり得るということです。こ

れがあるからこそイスラエル・ヨルダン関係が規定されるわけです。 

 

この主張はヨルダンがいつもしてきたことですが、そういうことで包括的な解決があれば、イス

ラエル・ヨルダン関係はプラスの影響を受けるだろうということです。簡単にいえば、パレスチ

ナ・イスラエル・トラックがイスラエル・ヨルダン関係を決定づけるということです。この二つ

の関係を見る時に、ヨルダンというのはパレスチナの問題に一番近いところにいる国だというこ

とです。地理的にも、政治的にも近いところにいますし、社会的・家族的な親近感もある。 

 

95 年、94 年、パレスチナとイスラエルの和平関係が前向きに動いた時には、イスラエル・ヨル

ダン間の関係もよかったわけです。その時にビジョンを持ったリーダーシップがあり、つまりフ

セイン国王、ラビン首相が出てきて、こういったビジョンを持ったリーダーが双方から出て平和

プロセスを促進した。 

 

そういうことで私の結論としては、もちろんイスラエル・ヨルダン関係には紆余曲折がありまし

たが、重篤な危機を乗り越えてきた。オフィシャルレベルでのコンタクトはずっと維持された。

知性的な二国間関係というものがあるのです。 

 

特に世論のレベルで、イスラエル・ヨルダン関係というのは議論を呼ぶトピックでした。ヨルダ

ン国民としては、ヨルダンのアイデンティティにもかかわる問題だったということです。イスラ

エルが平和に対して、特にパレスチナの経済に関する台頭が実現されなかったということで、ヨ

ルダンとイスラエルの経済的・社会的関係というのは、いまだ満たされていない夢だということ

です。 

 

大きな期待があったわけです。平和条約の署名直後はそうでした。大規模な外国投資が行われた

り、共同の大きなプロジェクトがあったりもしたわけですが、それが薄れてきてしまった。ヨル

ダン・イスラエルとしては平和的に機能する関係を育成したいと考えますが、やはりアラブ・イ

スラエル紛争というコンテクストの中でこれは見なければいけないと。それが決定的な要因とな

って、ヨルダンとイスラエルの平和の関係も築かれます。 

 

そういうことで、包括的なアラブ・イスラエルの平和プロセスが必要不可欠です。それがあって

こそ、正常な温かい関係をイスラエルとヨルダンが持つことができるであろうと考えます。包括

的な平和という問題は、ヨルダンがいつも言ってきたことです。 
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ヨルダンは、イスラエルとの平和関係を包括的な解決の一部としてみなしてきました。だからこ

そ積極的な役割があったわけです。2002 年のアラブ・イスラエルの和平プロセスの中でも積極的

な役割を果たしたわけです。 
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立山良司（防衛大学校教授）：ありがとうございました。ちょうど時間どおりに終えていただき

ました。続いて、さきほど申し上げたように歴史的には古いのですが、1979 年にエジプトはイス

ラエルとアラブ国家として初めて平和条約を結びました。それから 31 年ほどたっているわけで

すが、それをどのように評価するかということを、エジプトのアハラーム政治戦略研究センター

のイスラエル研究プロジェクトの長でいらっしゃるエマード・ガド博士にお話をいただきます。 
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第 2 講演 
 

エマード・ガド 
アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS）研究員 

 

立山先生、ありがとうございました。私も国問研に御礼を申し上げたいと思います。そして、野

上大使にも御礼を申し上げます。 

 

まずこのアラブ・イスラエル紛争の性格に照準をあて、いかに平和的な解決に各国間で到達する

かに話を集中して進めたいと思います。 

 

非常に長引く紛争ということがまずあるわけです。アラブとイスラエルの紛争に関しては、まさ

に長引く紛争という位置づけです。その意味は、いってみれば国民がこの紛争の一部であると。

国境に対して、あるいは資源に関する紛争だけではない。それぞれの国民がまさにこの紛争の一

部となっているということです。 

 

例えばアイルランドの問題、バルカン半島の紛争、これもしかりだと思います。ですから、いつ、

実際にこのような性質の紛争が解決できるかということ。この観点から考える必要があります。 

 

三つの要件があると思います。それがあって初めてこの種の紛争が解決できると思います。まず

第 1 点は、軍事的な解決法がこの種類の紛争ではあり得ないと思います。すなわち軍事、武力の

行使あるいは軍事ミッションによっては平和は達成できない。エジプトは 6 日戦争の後、その結

論に到達しました。イスラエルもこの 10 月の 6 日戦争の後、同じ結論に到達したわけです。そ

こで双方とも軍事的な解決法はないという結論に到達しました。それがまず第 1 点です。 

 

第 2 点として、政治的な指導者が必要です。軍事解決はないと信じる政治指導者が必要というこ

とになります。第 3 に、活発な役割をいわゆる超大国あるいは超大国複数が果たさなければいけ

ない。アラブ・イスラエルの紛争に関しては、この場合米国ということになりますが、それが果

たさなければいけない。 

 

1 番目に関して、さきほど 6 日戦争の後、そういった結論に達したと言いました。すなわちイス

ラエルとの紛争あるいはアラブ・イスラエルの紛争というのは、軍事的なマシンなどでは解決で

きない。その期間、67 年から 73 年 10 月まで、イスラエル側はそれを信じていなかったのです。
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しかし 10 月に 6 日戦争が行われた後、イスラエル側としてもこうした軍事的な解決はないのだ

と。そして、エジプトともアラブ諸国とも交渉によって平和を構築しなければいけないと考える

ようになりました。 

 

そしてエジプトは、ベギン首相がイスラエル側、サダト大統領がエジプト側にいたわけですが、

この平和条約の経験というものは、平和条約を結ぶのであればリクード党が右翼的な政権につい

ている時に署名すべきだということです。 

 

この条約締結にあたっては、米国が説得活動をしました。エジプトにもイスラエルにも平和条約

を結ぶように説得したわけです。キッシンジャー氏やカーター元大統領を派遣して説得しました。

そしてキャンプ・デービッドでの成功に結びついたわけです。 

 

長引く社会的な紛争の解決に対して、活発な役割を超大国が果たせると私はいいました。これは

解決と平和に関してですが、settlement というのは全ての当事者間の紛争を解決するということ

です。それによって平和が達成されるわけではありません。その他の問題を解決しなければ平和

は訪れないわけです。 

 

特に中東でよく使われるノーマライゼーション（正常化）という言葉があります。エジプトには、

イスラエルとの平和条約によって、イスラエル大使館がありますし、そして正式なエジプトとイ

スラエルの国家間の関係があるわけです。もちろん紆余曲折はありました。冷戦から冷たい平和、

そしてその後温かい平和へ。特に 2003 年以降、温かい平和があったわけで、これはイスラエル

の新聞が色々取り上げている点です。 

 

あるひとつの状況に到達するために、それによって交渉が始まって紛争を解決するために、まず

軍事的な解決はないということを信じなければいけないわけで、これがゼロサムゲームではない

ということを信じなければいけないわけです。すなわち、関係は非ゼロサムゲームで作っていく

べきであるということを信じなければいけないということになります。 

 

エジプトとイスラエルの関係は、次のようにいうことができると思います。過去 30 年間、締結

後の 30 年間ですが、79 年から 93 年まで冷たい平和、すなわちイスラエルとパレスチナの間で

は交渉がなかったために冷たい平和であったと。その後の期間、関係を冷たい平和とそれから少

しウォームアップをしてきたと。93 年からラビン氏の暗殺、そしてネタニヤフ政権ができた時期

は冷戦といっていいわけですが、これは第 1 次ネタニヤフです。 
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それから、いわゆるリサーチセンターによると 2003 年以降はエジプトとイスラエルの関係は温

かくなってきた。つまり温かい平和になってきたという言い方をしています。 

 

非常に重要な点を現在の状況に関して申し上げたいと思います。エジプトの政策は、アラブ・イ

スラエルのトラック以外のトラックから理解しなければいけないわけです。パレスチナ、シリア

も他のトラックから考えなければいけないわけですが、さきほど長引く社会的な紛争と言いまし

た。エジプトとしては他のアラブのトラックも交渉によって平和条約が結ばれるように支援しよ

うとしているわけです。 

 

ですから、非国家主体という風には考えていません。非国家主体というのは、エジプトとしては、

特にハマスとヒズボラですが、これはそれぞれ十分にエジプトの国家の性格を理解していません

し、エジプトの外交政策も理解していません。それから国内情勢に関しても理解していない。で

すから、それぞれのハマスもヒズボラもエジプトと話そうと、語りかけようとはしているわけで

すが、外交を十分に理解していない。 

 

ヒズボラは、エジプトの国民に対して働きかけようとしましたが失敗しました。ハマスもそうで

す。これはイスラエルとのガザでの戦争の時に働きかけようとしてうまくいかなかったという経

緯があります。エジプトと非国家主体との関係というのは、いま非常に危機的な時期にさしかか

っています。エジプトの安全保障はヒズボラのネットワークからの問題がありますし、エジプト

はまた武器がトンネルでシナイ半島からガザに密輸されているという問題で苦労しているわけで

す。 

 

これからも正常化ということ、そして平和に関して、この地域の戦争に関して私は話し続けてい

くと思います。これはパレスチナとイスラエル側で平和条約が結ばれるまではということです。

私はクリントンパラメータを使って、その話がなされるのだろうと思っています。 

 

現在、それに到達する可能性はあると思います。もしイスラエルの政府がマゼンと対処してもい

いと。そしてガザの問題に対処してもいいと思えばということです。そして PA 側としても署名

していいと考えれば。 

 

マゼンは特に、軍事的ソリューションはないと信じています。ですから、さきほどの三つの問題

解決の条件を適用しようとは思いません。もしこの三つの要請を適用するとすれば、それができ

ればパレスチナとイスラエルのトラックは、まだ近い将来に解決はないと思います。 
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コメント・討論 
 

立山良司（防衛大学校教授）：ありがとうございました。ヨルダン・イスラエル・エジプト、そ

れぞれの平和条約に基づく関係、同じようでいてまた違っている面もあるということがお二人の

プレゼンテーションの中で指摘がありました。 

 

特にパレスチナ問題に関するかかわり方、ヨルダンとパレスチナ問題との関係、エジプトとパレ

スチナ問題との関係という違いがお二人のプレゼンテーションにも出ていたと思います。 

 

ここでお二人の方にコメントおよび質問をいただきますが、さきほど申し上げたように、もしい

まのお二人のプレゼンテーションにご質問がありましたら、質問票に書いていただき、係の者に

お渡しください。また後のほうでも結構です。では最初に第 2 パネルの司会をされた東京外国語

大学教授の酒井さんにコメントをいただきます。 

 

このパネルは冒頭申し上げたように総括討論で「中東における平和構築に向けて」という非常に

幅広いタイトルがついていますので、イスラエル・ヨルダン、イスラエル・エジプトに限らず、

さらに広いコンテクストの中でどのような平和構築が可能なのかということも含めて、コメント

をいただきたいと思います。恐縮ですが、5 分ほどでお願いします。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：立山先生、ありがとうございました。私はさきほどのパネル

の司会をしたことで、この第 3 パネルのコメントは免除されるものとさきほどまで思い込んでい

ましたら、免除されていなかったということで登壇いたしました。 

 

いまのエマード・ガド先生とアルモーマニー先生のお話は、基本的にはヨルダン・エジプトとい

った国々の中東和平交渉に関するスタンスというか、イスラエルを中心とした紛争へのかかわり

方について焦点をあててお話をされたと思います。 

 

しかしエジプト・ヨルダンを考える上で、あるいはアラブ諸国全体を考える上で、イラクをめぐ

る情勢、それに伴う紛争状況についての関与あるいは不関与といった問題は、やはり大きな問題

として取り上げなければいけないと思います。 

 

そこで私のコメントとしては、お二人の先生に 3 点についてお伺いしたいと思います。第一に、

アラブ諸国、特にエジプト・ヨルダン、あるいはサウジアラビア、湾岸諸国といったようなとこ



102 

ろも本当は絡んでくるのだと思うのですが、そうしたアラブ諸国の 2003 年以降のイラクに対す

る対応、あるいはイラクをどのように考えているのかということです。 

 

これはよく知られているように、2005 年に、先ほどのお話に出たようにシーア派中心のという言

い方はあまりしたくないのですが、シーア派中心の政権がイラクにできたということで、さきほ

どの議論にもあったように、すぐさまイランの影響力の強い、つまりアラブ性の低い政権になっ

たというような扱い方、認識のされ方が広がったと思います。 

 

そういった中で、例えば当時のヨルダンのアブダッラー国王がシーア派の脅威といったことを表

明するような場面もありました。全体としてシーア派政権という認識の下に、イラクに対する関

与をアラブ諸国の多くが一歩引いている。あるいは、どのように接してよいのか非常に躊躇して

いるといった様相を見てとることができると思います。 

 

こうした点に関して、例えばアラブの連帯あるいはアラブ諸国のまとまりといった文脈で、いま

のイラクに対してどのようなスタンスを持つのかということをお伺いしたいと思います。 

 

その中でさきほどから議論になっていますが、まさにアラブ諸国、エジプトやヨルダンにとって

の宗派対立とは何なのか。これは常々私が感じてきたことなのですが、私もフセイン政権下で 3

年間イラクにて生活したことがありますが、その時に、イラクにおいては実は宗派的な違いはさ

ほど日常的に大きな問題ではなかった。戦後、政治化されて政治闘争の具とされている点はある

けれども、しかし一般の日常市民生活の中ではシーア派、スンニ派といったものの相違は、それ

ほど際立った問題ではなかったというのが 80 年代の私の経験です。 

 

おそらくこれはイラクの社会が昔からシーア派、スンニ派の共存体制にあり、混住も進み、ある

意味では違う宗派が隣にいることが当たり前のような社会で生活してきたわけです。逆に比較的

宗派的にホモジニアスなエジプトあるいはヨルダン、ヨルダンの場合は当然キリスト教徒もいま

すのでホモジニアスとはいえませんが、もちろんエジプトもコプト教徒の存在があるので、イス

ラム教徒とそれ以外という相違はあるにしても、イスラム教徒の中での宗派の違いをそれぞれの

国の中で経験し、それをどう乗り越えていこうかという認識が若干イラク国内での宗派認識と違

っているように思われます。 

 

そうしたいってみればイラク国内での宗派対立をどう解消するかという問題以上に、イラクの外

で作り上げられた宗派対立認識といったものが逆にイラク国内の宗派対立の解決を難しくしてい
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るというような側面があるのではないかという風に私などは見ております。そうした点について、

お二人の先生の見解をお伺いしたいということが 1 点です。 

 

二つ目は、いまのシーア派政権に対する危機感というものは、おそらく多くの場合はその後ろに

イランの存在を見ている。イランの脅威がアラブ諸国の中では多く取り上げられるようになって

います。 

 

実際問題、中東においてイラク戦争以降、中東でのメジャーアクターとしてイラン、あるいは後

で申し上げますがトルコといったものが大きく取り上げられるようになる一方で、アラブ諸国全

体の存在感がどうも低下しているように思われる。そうした状況の中で、いずれにしても政治的

な発言力を増し、軍事的なプレゼンスを示すイランに対してどのように見ておられるのかという

ことが二つ目です。 

 

そして三つ目ですが、さきほど言ったようにトルコも最近は非常に大きなプレゼンスを示すよう

になっている。この三つ目の点で注目したいのは、例えば先日トルコのガザに対する国際人道船

がイスラエルの攻撃を受けたという事件があり、一時的にトルコの対応に対して国際的に、ある

いはアラブストリートの中で人気が高まったという事例がありました。 

 

同じようなことが例えば、その前にレバノンでイスラエルとヒズボラが交戦をした 2006 年の事

例なども一時的にナスラッラの人気がアラブの庶民の間で高まったということがあります。しか

し、トルコの場合は、アラブ・トルコの枠を超えてイスラム的な連帯が高まっているという結論

ではけっしてないと思います。 

 

あるいは、ナスラッラ人気がエジプトの若者の間で一時的に高まったことが、シーア派・スンニ

派を超えた超宗派的な連帯感を高めたというわけでもけっしてないと思います。しかし、特にこ

れはインターネットメディアなどの影響もあると思いますが、これまではアラブの枠組みの中で

イスラエルへの問題、あるいは特にイスラエルに対する対応といったところで連帯の幅の広がり

がアラブの枠組みで収まってきたのに対して、そういったものを超えた、庶民レベルでの幅広い

というよりは非常にバーチャルなかたちでの支持の盛り上がりのようなものが見られるように思

います。 

 

そうしたことに対してエジプト政府、ヨルダン政府、あるいはいずれのアラブ政府もうまく対応

できていないように思える。あるいは、そういった国民感情を拾い上げることがなかなか難しい

ように思います。そうしたまさにインターネット、衛星放送といった非常に幅広い情報の共有の
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中で、ネーションあるいは国を越えて広がる新たな国境を越えた意識のつながり方というものに

対して、ヨルダン、エジプトはどのようにお考えになるかということについて、少しお話をお伺

いしたいと思います。 

 

立山良司（防衛大学校教授）：ありがとうございました。急に頼まれたという割には盛りだくさ

んのコメントおよび質問をされて少し驚いておりますが、議論を発展させていく上では大変有益

だと思います。続いて、東洋英和女学院大学副学長の池田さんに、コメントおよび質問をしてい

ただきたいと思います。5 分ほどでお願いします。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：コメントを最後にするというのは厄介なもので、だい

たい論点は前の人が話してしまいます。ですから私は、とりわけ報告者のお二人がそれぞれイス

ラエル・ヨルダン、イスラエル・エジプトの和平の話をされたので、少しそれで頭をよぎったこ

とを若干お話しします。 

 

学生や一般市民の方々に中東紛争の話をすると、イスラエルとエジプトが平和を構築したではな

いか。あるいはイスラエルとヨルダンが平和条約を結んだではないか。なぜイスラエルとパレス

チナでそれがうまくいかないのか。そのようなごくごく当然の質問をされることが結構あるわけ

です。 

 

ですから、この午前中のパネルでも出てきたように指導力が欠如しているとか、スポイラーがゆ

るんだとか色々な議論はあるのでしょうが、一番根本的な構造的な要因というのは、ひとつはバ

ッファーの不在ということなのだろうと思います。 

 

緩衝地帯というか、それが領域的な緩衝地帯であろうが、機能的なバッファーであろうが、そう

いうものがイスラエルとパレスチナの間には欠落しているということです。イスラエルとエジプ

トの間にはシナイ半島という広大な地域的バッファーがあるし、イスラエルとヨルダンとの間に

はウエストバンクあるいはそこに住んでいるパレスチナ人がいて、例えばコンフェデレーション

であろうが、あるいはイスールファル？？というような共同マーケットであろうが、そういう構

想が可能になって、直接双方が物理的に舷々相摩して摩擦を高めるといったことが少ない。 

 

これに対していま酒井さんから、イラクのシーア派とスンニ派の混住が進んでいるといったお話

がありましたが、それは裏を返せば、それは一旦こじれれば滅茶苦茶におかしくなるという話に

なります。 
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要するにうまくいかない理由を挙げると、ひとつは、合意がもしなされたとしても、いままでオ

スロ合意をはじめ合意はなされてきているわけです。オスロⅡやワイ・リバー合意あるいはヘブ

ロン合意など、色々な合意は積み重なってきているのですが履行できないわけです。 

 

要するに、インプリメンテーションの段階で約束が守られない。したがって、双方の間にどんど

んと不信感が募っていって、結果として合意そのものが崩壊するといったようなことを繰り返し

てきているということがあるわけです。これが、やはりエジプトやヨルダンとの間の和平との大

きな違いのひとつです。 

 

そしてもうひとつは、やはりこれもバッファーが不在だということにおそらく起因するのだと思

いますが、例えば和平合意を結んだとして、そこで積み残されている課題はいくつもあるわけで

す。 

 

その積み残されている課題が出てきた時に、それを解決するためのある種の双方の暗黙の了解の

ようなものが、やはりそういうものを作り出すような余裕が、バッファーが不在であるがゆえに

なかなか出てこないというような問題がそこにある。 

 

あるいは、やはり同じようにバッファーがないために、毎日顔を見て、目の前に入植地ができる

とか、目の前でバスが吹き飛ぶとか、そういうことを毎日繰り返していると、悪い言葉で言えば

指導者同士がいくら和平を結ぼうとしても、実際に家族の誰かが殺されたとか、あるいは友達が

死んだといった状況になってくると、末端の人たちが収まらないというような状況がそこにある。 

 

こういった問題が実はイスラエルとエジプト、イスラエルとヨルダンの間にはなかったとは言い

ませんが、全体としてやはり少なく、だからうまくいったのだというような説明も可能であるわ

けです。基本的にはそういった問題がイスラエルとパレスチナの間にはなかなか醸成されない。

これはおそらく多かれ少なかれ、イラクの中の国民和解といった問題にも通じてきているのでは

ないかと私は思います。 

 

もうひとつ、構造的なバッファーの不在ということの他に、やはり難しいこととして、これは 2001

年の 9・11 以降は脅威の概念が非常に複雑になり、あるいは相乗化されて、つまりネーションス

テートあるいはネーションステートになろうとするネーションとネーションとの間の和解といっ

たこととは違う次元の脅威が出てきているという話になるわけです。 
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例えば午前中のセッションで、ハマスの性格をどう見るかといった議論があったわけです。一体

それが AKP になるのか、あるいはタリバンやアルカイダになるのかといった議論が起こってい

ること自体が、やはり脅威の性格が非常に複雑になってきていて、イスラエルとエジプトの平和

条約の時代やヨルダンとイスラエルの間の平和条約の時代とは状況が基本的に変わってきている

のではないか。そういう風に答えるようにしているわけですが、これは質問というよりは私のコ

メントということになります。 

 

立山良司（防衛大学校教授）：ありがとうございました。では、いまの酒井さんと池田さんの質

問およびコメントに対し、まず簡単に答えていただき、それから会場からお二人の方に質問が来

ています。これは後で答えていただきますが、ひとつだけいまの酒井さんの質問に関係して、イ

ランのことについての御質問が出ています。 

 

これはお二人にお答えいただきたいという質問ですが、イランがイスラエルとの国交を正常化す

ることは、中東和平の平和的解決には必要不可欠ではないか。そうだとすれば、それを実現する

ためには何をすればいいのかという質問が来ていますので、酒井さんの質問にお答えになる時に、

あわせてこのイランの問題にお答えいただきたいと思います。やはり、それぞれ 5 分ほどでお願

いします。では今度は、エマード先生からお願いします。 

 

エマード・ガド（アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS））：最初に、なぜ平和がイスラエル・

パレスチナ間で到達できないかについて、何とか答えてみたいと思います。正直いって、さきほ

ど言った三つのクライテリアを適用しようしてみるわけで、すなわち軍事的な解決法はないとい

うことが第 1 点。 

 

それからリーダーシップの問題。3 番目は、双方とも 2000 年 7 月の第 2 のキャンプ・デービッ

ドの交渉が失敗した時に、その後それぞれ地域に帰って、各当事者は意思決定をしました。軍事

的な衝突という意思決定になったわけです。すなわち対決ということを選んだわけです。 

 

ですから、第 2 次のインティファーダが起きたということになります。シャロンが神殿の丘に行

ったということ。アル＝アクサー・モスクに行ったということ。それからもうひとつアラファト

の問題もありました。 

 

いまパレスチナ側にアブ・マゼンがいるということで、アブ・マゼンは軍事的な解決はこの対決

にないということを信じ、何とか妥結しようとしているという違いがいまあります。 
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2 番目の点として、これは私見ですがリクード党、現在のイスラエル政権というのは、ネタニヤ

フ氏の下で平和の解決をする準備がパレスチナとの間でないといえます。それからアメリカの行

政府、特にオバマ氏はまるで中東の指導層のような行動をとっている。話はするけれども行動に

は移していない。 

 

ハマスの状況に関していえば、非常に意思決定が難しいと思います。ハマスが将来何になるかと

いうことを我々はなかなか決定しにくい。ディベートがこの点に関してハマス内部でもあるわけ

です。強硬派もいれば、穏健派もいる。 

 

ハマスというのはモスレムブラザーフッドの一派ということで、自らのアジェンダを持っていま

す。イスラム体制を作るというアジェンダで、そしてパレスチナの土地を解放するというアジェ

ンダも持ち合わせているわけです。 

 

ですから、また同時にハマスは政治的に実務的であろうともしています。政治的な主体としてプ

ラグマティックになろうともしているわけです。マシャルのスピーチで、これはオバマ氏のスピ

ーチの 1 カ月後ですが、この 67 年の国境に関してプラグマティックになれると。ただイランの

ルール、トルコの支配ということに関していえば、トルコもイランも自らがアラブの世界のリー

ダーだと考えているわけです。ですから、双方ともリーダーとして世論に働きかける。政府との

交渉ではなく、世論に自らの国がリーダーとして話しかけるという態度をとっています。 

 

イラク、そしてアラブ諸国のルールは非常に複雑です。エジプトにサウジアラビアと同じような

役割を果たしてほしい。あるいはシリアと同じような役割を果たしてほしいとはいえないわけで

す。 

 

アラブ世界の指導者の不在ということが問題になっています。いま二つのプロジェクトの間で競

争があります。まずイランのプロジェクトとして、イランとしてはこの地域で活発な役割を果た

したいと考えています。 

 

そしていわゆる穏健派は、エジプト、ヨルダン、サウジアラビアの役割を演じたいと考えている

わけです。だからこそ宗派を超えてハマスとも対応するということをしています。それからモス

レムブラザーフッドとも関係を得ている。 

 

またエジプトとイランとの関係は、非常にまだ危機的な状況にあると思います。近い将来、正常

化が行われるとは思えません。あるいは外交関係がエジプトとイランの間で再開されるとも思っ



108 

ていません。また率直に申し上げて、私どもは理解しようと努めている点、これはトルコのこの

地域における新しい役割です。 

 

トルコは EU のメンバーになりたいということで、私の考えとしては、トルコはこの地域で活発

な役割を果たし、またヨーロッパの一部として大国になりたいと。もしこの地域で活発な役割を

果たして、危機の解決に資することができれば、メンバーとして EU も迎えやすいということだ

と思います。 

 

ただ、トルコがメンバーにはならない可能性ももちろんあります。トルコのアイデンティティの

危機はこれからも続くでしょう。曖昧なところがあるわけで、そこでトルコ・イラン、トルコ・

シリアという連携もありますし、同時に何らかのトルコの役割があると思います。 

 

ハサン・アルモーマニー（ヨルダン外交研究所紛争防止地域センター所長）：ありがとうござい

ました。イラクに対するヨルダンのポジション、イラン・トルコに関しても申し上げますが、ハ

マスに関していえば、昨日以来討論が重なっております。 

 

イラクに関して、イラクは隣国です。また地政学的にヨルダンにとって、イラクは問題でもある

わけです。長い歴史がヨルダンとイラクの間には存在しますが、ヨルダンはいまや重大な位置に

あるわけで、ヨルダンはオープンなポジションを全ての当事国に対して維持しています。クルド

とも、シーア、スンニともチャンネルを開けてあります。 

 

アラブ全体のイラクに対する態度をみると、ヨルダンのポジションはユニークな立場にあるわけ

で、イラクの問題に関して、ヨルダンは積極的な前向きの関与をしている。イラクに対して援助

を提供しているわけです。何千人ものイラクの警察要員がヨルダンで訓練を受けています。ヨル

ダンは技術支援、経済的な支援をイラクに行っていますし、またたくさんの合意、協定を締結し

ています。イラクの政府を助けているわけです。 

 

私の観点からいうと、ヨルダンはイラク政府を見る時に宗教主義の政権とは見ません。マーリキ

ーもジャファリーもサドルも含めて、アンマンにやって来ていますし、クルドも同じです。実際

的な地域的観点からみると、つまるところイラクもまたヨルダンにとっては外交問題のひとつで

す。どこか遠いところのヨルダンの問題ではないからです。我々は、ヨルダンの地政学的な合理

的な利害関係を考えて、オープンなポジションを必ず持ち続けてきました。それ以外は考えられ

なかったということです。 
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おそらくヨルダンというのは、治安の色々な問題があるにもかかわらず最初から大使館を開設し

ました。我々の利害関係を考えると、国内の治安部隊を抱え、2005 年以降、アンマンでは爆破事

件が続きました。我々としても既得権益があるわけです。イラクに関与していくという意味があ

るわけで、ヨルダンに関していえば、対イラクでは他のアラブの国に比べてユニークなポジショ

ンにあると思います。 

 

イランに関していえば、ヨルダンは、イランと外交関係を持っています。しかし、我々のイラン

との関係というのは、その特徴としては冷たい。それはイランが行っているイラクその他の政策

に満足していないからです。 

 

平和のプロセスに関して、ヨルダンにとって平和というのは非常に重要なことです。中東の和平

が成ることがヨルダンにとって利益になります。もしそれが妨害されるとヨルダンの利益に反す

るということで、だからといってイランとよい関係が持てないというわけではない。ヨルダンが

イランと理解を深めることができれば、多くの問題が解決されていくと思います。 

 

地域レベルの解決ができれば、そしてイランがその一部となることができれば、イランとの冷た

い関係は改善できると思います。トルコに関して、トルコが中東に再関与することには満足して

いるといえると思います。ヨルダンはいつも実りある協力的な関係を維持してきました。 

 

私の解釈では、トルコが入ってくることによって中東にバランスがもたらされることになるだろ

うと思います。トルコがプレーヤーとして入ってくるということによって、平和的な解決が前進

するのではないかと思います。ヨルダンは、トルコの役割を建設的な役割とみなしています。 

 

ハマスに関していえば、ヨルダンはおそらくハマスの正体が何であるかをよくわかっています。

1999 年以降、うまく物事はいっていません。なぜならば和平プロセス、ヨルダンの国内の治安と

いう観点からです。 

 

1997 年、フセイン国王は非常に怒っておられました。イスラエルのモサッドがマシャルを暗殺し

ようとした時にフセイン国王は激怒したわけですが、ハマスは関与させるべきだと思います。 

 

和平に対して誰もリスクをとらない時に、やはりハマスを関与させるというリスクを誰かがとら

なければいけないと思います。1980 年代を振り返ると、ラビンとアラファトがホワイトハウスで

握手をするなど、誰が信じたでしょうか。これがハマスに対する私の認識です。ありがとうござ

いました。 
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立山良司（防衛大学校教授）：ありがとうございました。さきほど申し上げたように、会場から

もお二人に質問が出ています。よろしいでしょうか。まずハサン先生に対する質問です。 

プレゼンテーションの中で、反正常化感情あるいは反イスラエル感情について触れられましたが、

ヨルダン政府あるいはヨルダン議会は、イスラエルとの関係での反正常化感情というものをどの

ように考えているのか。それはアラブ世界の中で全体にもあるのですが、それをヨルダンとして

はどう考えているのか。イスラエルとの関係ということです。あるいはイスラエルとの関係で、

経済関係、人やお金の動きで顕著な変化はあったのかということがひとつです。 

 

もうひとつ、これは少し技術的というか将来的な話なのですが、イスラエルとパレスチナの間の

最終的な和平合意ができた場合に、多くのパレスチナ難民がヨルダンに定住することになるだろ

うけれども、その場合にはヨルダンのシチズンとしての完全な権利を得ることができるのか。そ

れとも単に住民、レジデントとしての権利を持つだけで政治的な権利は新しくできるパレスチナ

国家の中で行使するのかという御質問です。 

 

それからもうひとつは、水の問題でイスラエルとヨルダンとの平和条約では、水開発が非常に重

要な要素となっていたけれども、水資源の共同利用というものは両国間の関係に影響を及ぼして

いるのか。そういう御質問です。 

 

またエマード先生に関しては、ハマスとの関係はもう既にお二人はお答えになっていますが、ハ

マスとの関係でスペシフィックな質問がひとつ出ています。エジプトはハマス、ガザとの間のト

ンネルを完全に取り締まることはできないのか。それとも黙認しているのか。そういう質問です。 

 

それから、これは非常に大きな質問ですが、エジプトはかつてアラブナショナリズムの中心であ

ったけれども、イスラム復興の動きの中で、将来エジプトはどのような役割を果たしていくのか。

あるいはイスラム復興の動きの中で、エジプトとイスラエルとの関係にはどのような影響がある

のか。そういう質問です。 

 

さらにもうひとつ、これも大きな質問ですが、サダットがイスラエルとの平和条約を結んだとい

う決断は、結果的にはアラブあるいはパレスチナの利益に本当に貢献していたのか。あくまでも

包括的な和平を目指すべきではなかったか。そういう質問です。 

 

それから、これは質問の趣旨がよくわからない点もあるのですが、イスラエルの生存権を認め、

その上で解決条件を下げることが欠かせないのではないのかという質問なのですが、これはむし

ろお二人に私のほうで質問を変えてお聞きしたいと思います。 
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イスラエルの生存権を認めるということはアラブ世界にとってどういう意味を持っていて、ヨル

ダンとエジプトは認めたわけですが、それを他のアラブの国が認めていくにはどのような環境あ

るいは条件が必要なのか。これをお聞きしたいと思います。 

 

お二人に対して相当大きな質問がありますので簡単にはお答えできないとは思いますが、大変恐

縮ですが、また手短に 5 分ほどでお答えいただきたいと思います。では、ハサン先生からお願い

します。 

 

ハサン・アルモーマニー（ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長）：反正常化というこ

と、ヨルダン・イスラエル関係について、オフィシャルなレベルではもちろん申し上げたように、

コンタクトは持続して途切れたことはないわけです。ただこういったコンタクトの温かさという

のは、その時々、地域の情勢によって変わりましたし、またパレスチナ・イスラエル関係の前進

がないということでも変わったわけです。 

 

フセイン国王がイスラエルを訪問し、またパレスチナ自治区を訪問したこともあります。フセイ

ン国王はイスラエルの家族を、例えば銃撃事件の後も訪問しました。大使も同伴しました。そう

いったオフィシャルなレベルでのコンタクトもあったわけです。色々なシナリオで、もちろんコ

ンタクトは続いたわけです。 

 

ただ議会についていえば、条約は議会によって批准されたわけですが、もちろん和平協定に反対

する声も続いたわけですし、そういった声というのは、いつでも進捗がない時には大きくなるわ

けです。あるいは一定の行動をイスラエルがとった時、例えばヨルダンから見れば挑発的な行動

がとられたということで、反対の声も大きくなるわけです。基本的には野党のほうからこうして

反対の声が出るわけです。 

 

しかしそれと同時に多くの議員は、ヨルダン・イスラエル和平協定を支持し続けたわけです。一

般大衆のレベルでも、反正常化の声が増えたり減ったりしたわけです。物事がうまくいっている

時にも、もちろんあいかわらず反正常化の声を発していましたが、過半数は正常化を受け入れた。 

 

反正常化の活動家といえば野党議員やイスラミストといった人々がいます。95 年、96 年、彼ら

の声もあったわけですが、しかし大きいものではなかった。イスラエルとの和平を妨げるほどで

はなかった。その後も色々な状況があって、ヨルダンの観点からみれば、イスラエルが挑発的な

措置をとったりする。パレスチナとの同胞感情があったりする。そういったことから反正常化と
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いう声があったわけですが、しかし色々と危機はあったけれども、イスラエルとの関係は保たれ

たわけです。 

 

それから難民問題は、複数の当事者がかかわる問題です。イスラエルとヨルダンだけの問題では

ありません。しかしヨルダンは最大の受け入れ国であるといえます。国連の統計によると 100 万

人以上の難民がヨルダンにいるわけです。ヨルダン・イスラエル条約の中でも、ヨルダンと当事

者は正当かつ速やかな難民問題の解決を求めなければいけないと。色々な権利を求めて、保障な

どを求めて、そういったことが明確に示されているわけです。 

 

交渉は特定のプロセスであって、一定のシナリオの下に後で問題を細部化し、保障、帰還、権利、

受け入れ国に残るなどを詰めていきます。ヨルダンがそういった解決策を受け入れ、そして一部

の難民がヨルダンに定住するということで、受け入れるのであれば当然その場合にはヨルダン市

民になるわけです。そういったかたちで受け入れられることになります。 

 

1948 年以来、ヨルダンは難民たちを受け入れるという負担を担ってきたわけです。ですから、パ

レスチナ・イスラエルの交渉がどうなるにせよ、ヨルダンはそこでかかわっていくことになりま

す。既得権といいますか、権利がありますから、ヨルダン、パレスチナ、イスラエル、レバノン、

シリアのかかわりもあるわけです。国際社会もかかわるということになります。 

 

解決策のかたちがどうなるにせよ、二つのシナリオがあると思います。法的な解決で国連決議に

基づくわけですが、明確に帰還の権利が書いてあります。あるいは政治的な解決を求めるのか。 

 

私の考えでは、可能なのは政治的な解決だろうと思います。もちろんその場合は統合的な計画が

必要になってきますが、ヨルダンがそういった計画を受け入れるのであれば、そして一部の難民

がヨルダンに定住することになると、自動的にそういった人々はヨルダン人になります。 

 

水に関しては、水はたしかにイスラエルとの紛争の問題であったわけですが、ジョンストン計画

の下でヨルダン川の水の権利を得たわけですが、我々は色々な行動計画を約束されていました。

繁栄地域、バッファーゾーンよりも prosperous ゾーンが必要だと思います。 

 

こういった合同計画ですが、我々として特に実現したいのは、紅海、死海、運河です。そしてヨ

ルダンとパレスチナが利益を得ること。ヨルダンとしては、ぜひこの計画を実現したい。ヨルダ

ンは小さな国で資源も限られています。特に水、エネルギーに関しては乏しいわけです。 
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ですから水に関しては常々、協力的な関心を示してきました。既にフィージビリティスタディも

なされています。資金手当てなど、国際社会からの死海、紅海のプロジェクトには支持をいただ

きたいと考えています。 

 

ヨルダンとしては、もちろんパレスチナ・イスラエル・トラックにも関心を持っています。その

中にも水という要素が含まれています。イスラエル、パレスチナを語る場合には、ヨルダン川の

流域、つまり水ということについても語っているわけです。パレスチナ、イスラエル、もちろん

ヨルダンは一番近い国であるわけです。私が答えるべき御質問はこれだけだと思います。ありが

とうございました。 

 

エマード・ガド（アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS）研究員）：明確に答えるのは難し

い御質問ばかりだと思いますが、複数のトンネルの問題、何百とトンネルがあります。御存知だ

と思いますが、エジプトとイスラエルの和平協定によると、エジプトはいま 750 人だと思います

が、国境沿いに兵員はそれだけしか置くことができないということで、ガザとの国境を 100％管

理することはできません。 

 

この密輸による主たる犠牲者はエジプトの治安部隊です。トンネルを通って密輸された武器を使

ったテロ攻撃があります。ですからイスラエルと合意をし、このエジプト側の国境沿いの兵員数

を増やしたいということで合意はあったのですが、しかし我々は 5000 人に増やしたいと思って

いるわけです。 

 

エジプトが密輸防止のために積極的な役割を果たすことを期待するのであれば、エジプトがそう

した役割を果たすだけの能力を備えることが必要です。200km 以上に対して 750 人という、わ

ずかな兵員しか置いていないわけです。ですから軍事的な能力に限界がある。 

 

複雑な問題です。イスラエルが拒否するのであれば、我々は一緒に苦しむしかない。それからエ

ジプトがアラブナショナリズムのリーダーであったと。いまそういったアラブナショナリズムは

ない。イスラムの役割については、エジプトはたしかに純市民社会、純世俗社会を実施しようと

いうことで、我々は試み、戦っている。 

 

エジプトとしては、1 日でもイスラム主義政権の下で生きるということはできないと思うのです。

それはエジプトにとっては破滅であり、そのような生活はできないと思います。それははっきり

言えると思います。 
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エジプトがイスラム政治体制下で生きるというのは信じられません。エジプト社会は分裂してし

まいます。イスラムとキリストの間での分裂はありますが、イスラムとイスラムの間で分裂しま

す。我々はリベラルな国であって、イスラムの下で生きるということは考えられません。 

 

なぜこう申し上げるのかというと、我々はなぜ包括的なアラブ・イスラエル和平を求めなかった

か。サダト大統領がエルサレムを訪問すると言った。シリアの防衛大臣が、サダトがエルサレム

を訪問しないように逮捕すべきだと言った。和平協定をエジプト・イスラエルの間で署名した直

接的な結果は何なのか。ヨルダンを含めて、エジプトが分断した。それからアラブ連盟がカイロ

からチュニジアへ移ってしまった。 

 

サダトはそもそも包括和平を試みた。そしてメナハウス（Mena House）会議を行った。そして

サダトはイスラエルの代表団の前に立ち、パレスチナの旗を立てた。しかし、パレスチナ代表団

は来なかった。ですから、サダトはできるだけのことはやったと思います。しかしアラブ世界の

当時の雰囲気は、サダトが包括和平を達成することを許さなかったと思います。 

 

それから地域でイスラエルの生存権を認めるという点ですが、イスラエルを受け入れ、それを承

認するということについては、すでに問題とならない。正直に申し上げてイスラエルは核保有国

です。核能力を得るということになると、イスラエルと戦争ができるのか。エジプト側から考え

て、イスラエルと和平協定を結び、そしてイスラエルを承認する。そしてイスラエル大使館がカ

イロに開設されている。これが現実であると。だからこそエジプトは今日、パレスチナ・イスラ

エル和平協定ができるように積極的に役割を果たそうと努力しているわけです。 

 

また、ひとつ極めて重要な問題に触れておきたいと思います。エジプトの一般市民の最大の関心

事は国内問題です。国内の経済情勢ということであるわけです。イスラエルとの戦争の時、ガザ

の状況ですが、同胞団がエジプトの市街でキャンペーンを展開しようとしました。そして 2、3

のデモを展開することに成功したと思いますが、しかし、このデモに参加した人たちは 100 人以

下だったと思います。 

 

ですから、いまの大半のエジプト人の関心事は国内問題だと思います。イスラエルを承認し、受

け入れるかどうかという問題はナンセンスです。これはもう過去のことです。和平協定もあるわ

けですから、もう軍を使うことはありません。あくまでもエジプト領土を守るために軍は使いま

すが。 
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エジプトとシリアの場合、エジプトとイエメンの問題、エジプトとスーダンの問題、色々な問題

があるわけです。アラブの地図を見ると、イエメンも御存知のようにアルカイダの存在で苦労し

ていますし、過激派の存在、イエメン南部の左翼の問題、東部のアルカイダの問題で苦しんでい

ますし、スーダンもそれなりの問題を抱えているわけです。 

 

1 月 9 日に国民投票があるわけで、そうすると南部で別の独立国家が生まれることになるかもし

れません。ですから、イスラエル承認という問題はもう過去の問題だと思います。私たちはパレ

スチナとイスラエルの間の和平協定ができた後の関係正常化ということを考えています。 

 

そして、地域の安定化を進めていくということをむしろ考えるべきであって、イスラエルを承認

する、受け入れるという御質問に対してお答えすることはできないと思います。またアラブイニ

シアティブがあるわけで、これはアラブ連盟が提示しているものです。しかし、そもそもは現在

のサウジ国王が発案したものです。そして、その安定。イスラエルが占領地から撤退した後、完

全正常化をするという考えです。 

 

立山良司（防衛大学校教授）：もし酒井さんと池田さんに一言ずつ付け加えることがあれば、池

田さんのほうからいかがでしょうか。 

 

池田明史（東洋英和女学院大学副学長）：特にはないのですが、さきほど私が言ったように、イ

スラエル・エジプト、あるいはイスラエル・ヨルダンといった和平と比べて格段に難しいのは確

かなのですが、このパレスチナとイスラエルとの間の和平は、ではエジプトとの和平条約が結ば

れた 70 年代とか、あるいはヨルダンとの和平条約が結ばれた 90 年代と比べれば、やはり両者の

間の距離はかなり縮まってきている。これは午前中のセッションで、ブロム将軍が発言されたこ

とです。 

 

ですから、タイムスパンをどのぐらいとるかということがかなり重要なのだろうという風に思い

ます。構造自体が難しくても、架橋の可能性は広がってきていると思っています。 

 

酒井啓子（東京外国語大学教授）：私のほうから最後の一言を申し上げるとすると、いまも同じ

ことなのですが、さきほど池田さんが、バッファーがないということが逆に接点が非常に多すぎ

て、なかなか一旦醸成された対立意識が解消しにくいと。上で和解交渉をしたところで、下でな

かなか身内を殺された記憶を拭うことができない。 
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そうした共存あるいは一緒に住んでいる同じ空間を占めているということが持つ難しさと、逆に

実際に和解が成立した時の強さという両面を持っていることは、まさにイラクにもいえることだ

と思います。 

 

そういう意味では、パレスチナの場面とイラクの戦後の場面はある意味で同じような問題・課題

を抱えている。お互いにそこに他者が存在するということは紛れもない事実であり、これを壁に

よって見えないようにし、とりあえず切り離して接点を減らすというかたちで解決するのか。 

 

これはイラクも実際に宗派対立が徐々に少なくなってきていることの理由に、やはり強引に壁を

作って、かなり細切れのかたちで壁を作って、それまで行き来していた二つの違う宗派のエリア

を分けた。これはアメリカが中心にやったことですが、それが功を奏しているという判断もあり

ます。 

 

ですから一方で、逆にどんなに恨めしい憎むべき相手であっても、そこに一定の人数が存在し、

それを抹殺しない限り自分は生きていけないというような状況ではやはりやっていけないだろう

と。このある一定の集団を抹殺できない以上、何らかのかたちで一緒に生きていくような道を探

るしかないという必然性というものが非常に高いわけです。ですから、それをどちらの方向で定

着させるのかということが、両者ともに非常に難しい問題として抱えている。 

 

イラクの宗派対立なども、2006 年から 2 年ほど激しい戦いをしたという対立の記憶が定着する

のか、それともそれ以前に存在していた宗派同士で共存していた記憶が再び取り戻されるのか。

どちらのケースも非常に興味深いケースだと思います。 

 

ハサン・アルモーマニー（ヨルダン外交研究所紛争予防地域センター所長）：ありがとうござい

ます。バッファーゾーンに関して簡単にコメントしたいのですが、それには疑問を呈したいと思

います。特にヨルダンの場合はイスラエルと一番長い国境を共有しているわけですが、これをバ

ッファーゾーンというのか、我々は日々イスラエルとお付き合いしているわけです。治安部隊が

いつもイスラエルとお付き合いしているわけですが、1967 年以来、ヨルダンはオープンブリッジ

政策を西岸とイスラエルとも維持してきました。ですから、ヨルダンとイスラエルの間にバッフ

ァーゾーンがあるから平和がうまく機能しているという話ではないと思うのです。 

 

北から南までヨルダンは最長の国境をイスラエルと持っているわけです。しかし西岸については、

実際的な面からいってもバッファーというものはないわけです。誰が国境を管理して、橋をコン

トロールしているのか。相手側の向こう岸を誰がコントロールしているのか。イスラエルです。
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このオープンブリッジ政策というのは、常に我々は探求し、追求してきました。1967 年以来追求

しているわけで、日々その下で、何千というパレスチナ人がヨルダンとパレスチナの間を行き来

しているわけです。簡単なコメントですが。 

 

エマード・ガド（アハラーム政治戦略研究センター（ACPSS）研究員）：私は、バッファーゾー

ンに関してはお答えしたくないと思っています。なぜかというと、バッファーゾーンについて言

うと紛争が矮小化する。イスラエルとの交渉の中で、誰が西岸、ガザ、誰がイスラエルを攻撃で

きるのか。多くの死活的な関心や利益が双方にあるわけで、前にも申し上げましたが、長期化し

た社会的紛争があるわけです。昨日も話したように、イスラエルの国家はなぜユダヤ化を求める

のか。地理的な懸念があるのか。もちろん地理的な懸念というものはあるということだと思いま

す。 

 

立山良司：長くなりました。民主的にやろうと思うとどうしても長くなってしまう。もっとディ

クテーターでなければいけない。特に中東世界ではそういうことなのかもしれません。いずれに

しても非常に中身の濃い議論、「中東における平和構築に向けて」というタイトルに沿うような議

論ができたかは分かりませんが、イスラエル・アラブ関係、イスラエル・パレスチナ関係、さら

にはイラクの問題、イラン、トルコ、さらにもっと大きく幅広い問題について議論できたのでは

ないかと思っています。どうぞ、プレゼンテーションをされたお二方とパネリストのお二方に拍

手をお願いいたします。 
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閉会挨拶 
 

野上 義⼆ 
日本国際問題研究所理事長 

 

立山先生、パネリストの皆様、ありがとうございました。本日は、朝から今まで本当に長い時間、

この難しい問題についてご参画いただき、非常に感謝しています。易しい話ではありません。私

も中東和平については第一湾岸戦争以降ずっと関与してきておりますし、また個人的に申し上げ

れば、私の中東世界との最初の接点はイラクです。ですからそういう意味で、イラクで覚えてお

られる方もいらっしゃると思いますが、邦人が人質になっており、その人質解放交渉にあたった

のが私の中東との最初のコンタクトであり、その交渉にあたった向こう側にいた人はもうほとん

どこの世にいません。1 人だけ、タリク・アジズ元外相だけがまだ残っています。 

 

そのように私自身、個人的にも非常に思い入れのあるイシューですが、残念ながらこの数年間、

冒頭に申し上げたように日本の地図が狭くなってきて、日本の見ている地球儀も小さくなってき

て、非常に中東に関する日本社会の知的な意味でのエクスポージャー、政治的な意味でのエクス

ポージャーが減っているということについて非常に危惧を持っていました。しかし、こういった

かたちでこの難しい中東和平の問題、それからイラクの問題にご理解やご関心を持っていただく

上で、何らかのお役に立てたとすれば非常に幸甚だと思っています。 

 

もう長く会議をやっていましたので、私の話は簡単にしたいと思います。本当に地域から来られ

たエキスパートの方々、それからこの会議の構成を非常に助けていただいた日本側の先生方に対

して、ここで改めて御礼を申し上げたいと思います。また、この会議を可能ならしめた日本国際

協力財団に対しては非常に深甚なる感謝を述べたいと思います。シンクタンクは、ご承知のよう

に昨今の仕分けといった色々な話で非常に苦しい状況に立っておりますが、こういった活動を可

能にするためにも皆様のご協力をお願いしたいと思っています。本当に長いことありがとうござ

いました。 
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